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・本報告書の内容は、JICA が受託企業に作成を委託し、作成時点で入手した情報に基づ

くものであり、その後の社会情勢の変化、法律改正等によって本報告書の内容が変わ

る場合があります。また、掲載した情報・コメントは受託企業の判断によるものが含

まれ、一般的な情報・解釈がこのとおりであることを保証するものではありません。
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自身の責任で行ってください。 

・利用者が本報告書を利用したことから生じる損害に関し、JICA 及び受託企業は、いか

なる責任も負いかねます。 

<Notes and Disclaimers>  

・This report is produced by the trust corporation based on the contract with JICA. The contents 
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調査の概要 

(1) 調査の背景 
新型コロナウイルス（以下、「COVID-19」）の拡大による世界経済への影響は甚大であり、

感染拡大防止策による移動制限によって、日本国内の海外事業を営む企業や海外展開を検

討する企業活動に影響が出ている。同時に開発途上国においても、COVID-19 感染拡大下及

び拡大後の安全で強靭な経済社会の構築が必要となることが予想される。 

このような変化の中、独立行政法人国際協力機構（以下、「JICA」）は国内の民間企業が持

つノウハウ、アイデアを活かした技術を途上国及び ODA 事業に積極的に取り入れていくこ

とで、途上国におけるポストコロナ社会構築と日本国内の活性化の双方に貢献していくこ

とを目指している。JICA は 4 つの分野（地球環境、経済インフラ、保健医療、教育・社会

保障）において、途上国のニーズと日本国内技術リソース情報を収集し、COVID-19 下、後

の民間技術活用可能性を分析・検討する調査を実施することとした。このうち本件は「教育・

社会保障分野」を対象とする調査である。 

 

(2) 調査の概略 
1) 調査名称 

教育・社会保障分野における COVID-19 を受けた途上国における民間技術活用可能性に

係る情報収集・確認調査 

 

2) 目的 

本調査は、COVID-19 下・後の新たな開発途上国の社会に貢献し得る本邦の有用な技術（教

育・社会保障分野）の開発協力における活用可能性を調査し、ODA 事業等での活用を目指

す。 

成果 1： COVID-19 感染拡大で変化する調査対象国の教育・社会保障分野における状況と

ニーズの変化、業界の構造変化を把握する。 

成果 2： 変化する状況・ニーズを満たし得る当該分野における日本企業の製品・技術を発

掘し、それらの製品・技術の調査対象国での有効性及び ODA 案件等での活用可

能性を分析・検討する。 

 

3) 調査期間 

2020 年 10 月 29 日～2021 年 4 月 30 日 

 

4) 調査の範囲 

アジア、アフリカ・中東、中南米の各地域において、過去の JICA 民間提案型事業と ODA

事業の事業実績が大きい以下 8 カ国を、本調査の対象国とする。 
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アジア地域：ベトナム、インドネシア、インド、フィリピン 

アフリカ・中東地域：ケニア、モロッコ 

中南米地域：ブラジル、メキシコ 

 

また、JICA は本調査に先立ち、2020 年 7 月 3 日～27 日に本調査に参画する企業を募集し

た。本調査では応募のあった中から 10 社分の製品・技術の開発途上国での活用・ODA 活用

可能性を検討する 

 

5) 調査の内容 

調査の対象となる 10 の製品・技術を提案した企業（以下、「提案企業」）の技術・製品の

特性と、調査対象国での COVID-19 の発生状況を踏まえ、教育・社会保障分野の対象国にお

ける状況の変化とそれに伴うニーズ変化について情報収集・分析する。これに加え、調査対

象国の当該分野における提案企業の製品・技術の適応可能性、特に ODA 事業への導入可能

性について情報収集・分析を行う。提案企業に対しては、個別報告書の中で、提案製品・技

術の適用可能性と ODA 事業での活用例を報告する。調査項目は以下のとおり。 

 

I. 全般状況調査 

 調査対象 8 カ国における COVID-19 感染状況及び COVID-19 の影響による分野の産業

構造変化の整理 

 提案技術・製品の ODA 事業等への活用可能性の分析 

 国内企業向けセミナーの実施 

 

II. 技術活用可能性詳細調査 

 製品・技術の特徴及び「I. 全般状況調査」の結果を踏まえ、提案の 10 技術・製品毎に

選定された調査対象 4 カ国における、現地適用可能な ODA 案件と活用方法（調達方法

を含む）及び民需・官需へ対応する販路拡大についての分析 

 

III. 調査結果取りまとめ 

 

6) 調査団構成 

本件業務を遂行するにあたり、業務実施を受託した株式会社コーエイリサーチ＆コンサ

ルティング（以下、「KRC」）は、下表に示す調査団員を配置した。 

  



全世界教育・社会保障分野における COVID-19 を受けた途上国における 
民間技術活用可能性に係る情報収集・確認調査報告書 

1-3 

調査団員一覧 

氏名 担当業務 所属 

奥川 浩士 業務主任者/ODA 案件・事業化 KRC 

鈴木 サヤカ 教育・社会保障分野（分野総括） KRC 

安藤 めぐみ 教育分野 KRC 

上村 俊一 社会保障分野 KRC（社会保険労務士事務所

S&U 労働コンサルティング） 

千葉 寿夫 教育・社会保障 ICT KRC 

飯村 文 ODA 案件・事業化補佐 KRC（個人補強） 

櫻井 良平 教育分野補佐 KRC（自社負担） 
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第1章 調査対象国における COVID-19 感染状況及び COVID-19
の影響による分野毎の産業構造とニーズの変化 

 本章では、調査対象 8 カ国の「COVID-19 感染状況及び COVID-19 の影響による分野毎の

産業構造とニーズの変化」について、地域ごと、国ごとに調査結果を記載している。なお、

COVID-19 のパンデミックは進行中の事象であり、計画された調査業務の手順に基づき、第

1 章の調査結果は、主に 2020 年 1 月から 12 月までの状況についてまとめたものである。 

 

1.1 アジア地域

1.1.1 ベトナム 
1.1.1.1 COVID-19 感染者数の推移と増減の要因 

(1) 感染者数の推移 
1) 国内で感染事例が初めて確認された日と感染経路 

ベトナムにおいて COVID-19 感染事例が初めて確認されたのは 2020 年 1 月 23 日のこと

であった。ホーチミン市にて、中国・武漢を経由した帰国者からウイルスが検出された。 

 

2) 感染者数・死亡者数の推移 

累計感染者数は、2020 年 12 月 25 日時点で、1,433 人、死亡者数は 35 人である。 

 
出所：ベトナム保健省 

図 1-1 1 日あたりの新規感染者数及び死亡者数（2020 年 11 月 21 日現在） 

 

3) 感染者数増減の主な要因 

感染者数・死亡者数は、2020 年 3 月のロックダウン直前、また 7 月に外国からの往来制

限を緩和した直後に微増したものの、国内感染者数は他国と比較して圧倒的に低く抑えら

れている。感染者の少なさの背景・要因には諸説あるが、2003 年の SARS・MERS、2009 年

の鳥インフルエンザ（H1N1）感染対策の経験が活かされたとの声もある 1。新規感染者、濃

■死亡者 ■外国からの感染者 ■国内感染者 
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厚接触者の徹底した隔離等による封じ込めや、感染発生情報の公開が政府主導で徹底して

行われた 2。Facebook 等のソーシャルメディアでも COVID-19 感染者発生場所等の情報が拡

散され、政府もこれを制限しなかった 3。感染拡大の初期段階から無料でマスクが頻繁に配

布され、外出時のマスク着用、手洗い、手指のアルコール消毒実施が呼びかけられ、市民も

積極的にこれに従った。 

 

(2) 主な防止策と社会の反応 
1) 政府による主な感染防止対策 

中国国内で COVID-19 による初の死亡者が確認

された 1 月 11 日直後から、ベトナム政府は北部の

中国国境を閉鎖し、空港等で渡航者の健康チェッ

クを実施した。ベトナム国内で初の感染者が確認

されたのち、COVID-19 防止国家委員会を設立

し、①防疫、②発見、③隔離、④ゾーニング、⑤

ウイルス除去という 5 原則を掲げ、主に国境での

厳密な出入国制限、監視強化（体温測定、入国時の健康申告、感染ルートの追跡、PCR 検

査等検査施設の拡充等）、感染者・濃厚接触者の隔離施設での集中隔離（14 日間）及び治

療、感染源となった疑いのある場所の殺菌・消毒等の措置を施行した 4。 

 

表 1-1 ベトナムの主な感染防止対策 

年月日 感染防止対策 
2020 年 1 月 11 日 （中国国内で初の COVID-19 死亡者） 

北部中国国境の閉鎖 
2020 年 1 月 23 日 （初のベトナム人 COVID-19 感染者の確認） 

空港等での健康チェック実施 
2020 年 2 月 28 日 医療用マスクの輸出許可制度 
2020 年 3 月 7 日 全入国者による医療申告要請 
2020 年 3 月 12 日 保健省：隔離ガイドラインの発出 
2020 年 3 月 16 日 全国民への外出時マスク着用要請 

保健省「学校における COVID-19 対策ガイドライン」発出 
2020 年 3 月 22 日 全外国人の入国停止 

2020 年 3 月 28 日～4 月 15
日 

ロックダウン（一部の都市は延長） 

2020 年 4 月 15 日 ハノイ市内薬局での病歴聴取要請 
2020 年 6 月 13 日 カラオケ、ディスコ営業再開に同意 
2020 年 7 月 3 日 国外との往来制限を緩和 

出所：KRC 作成 

 

医療用マスクの輸出許可制度 5によりマスクの国内在庫を確保した上で、政府から全国

民に対し外出時のマスク着用を要請した 6。3 月 22 日には、全ての外国人の入国停止（7

月 3 日より段階的に解除）7、3 月 28 日から全国でのロックダウンが宣言された 8。ハノイ

出所：NCOVI.vn （2020 年 12 月 27 日） 
図 1-2 医療申告アプリ 
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市内の薬局に対し、処方箋を持参せずに医薬品を購入する者には病歴を聴取するよう要請

9したほか、アプリを通じて国民に健康状態の申告を促し、感染ルートの徹底した解明・把

握に努めた。 

 

2) 施策による社会的影響 

ベトナム政府によるCOVID-19封じ込めのため

の施策は、国内外にて高く評価された10。特に、

個人情報保護よりも感染ルート等の把握・周知

を優先し徹底したところに特徴があるが、Forbes

調査によると、調査対象者の89％がメディアの

情報に信頼を寄せていたとの結果が出ており、

他国と比較しても、施策及び情報開示への信頼

度は高かったことがうかがえる11。2020年7月に

は外国からの往来制限を緩和し、COVID-19以前

とほぼ同じ生活を取り戻すに至った12。2020年夏

から秋にかけて、大型台風や地滑りという自然災害に見舞われたため、COVID-19に対す

る関心が低下したとの声もあるi。COVID-19をきっかけに、通信環境の整備が加速され、

アプリの活用が様々な分野で進んでいる。都市部を中心に、e-learning、オンライン会議、

アプリによるキャッシュレス決済での買い物・配達が日常生活に浸透している。 

 

1.1.1.2 教育分野 

1) 状況の変化と解決すべき課題 

幼稚園から高校までの全教育機関は、2020 年 1 月 23 日の旧正月休み開始から休校、その

後も休校期間の延長が続いた。休校延長期間中には、教育訓練省（MOET）の方針のもと、

オンライン教育やテレビによる学習プログラムが制作・放送された ii。各大手通信企業

（Viettel、VNPT、MobiFone、Vietnamobile）は、児童生徒、学生、教員、保護者を対象とし

て携帯電話のデータ容量を無料で増加するサービスを実施した。 

3 月に保健省（MOH）は学校での COVID-19 対策についてのガイドラインを公布し、学校

内外の環境整備（1 日 1、2 回の学校設備の消毒）、換気、遊具の管理、風邪症状がある子

どもがいた場合の保健医療行政機関への報告を義務付けた。4 月頃から一部の地域において

最終学年の中学 4 年生と高校 3 年生が通学を再開し、その後 5 月 4 日に全教育機関で対面

 
 
i COVID-19 の死亡者 35 名（2020 年 12 月現在）に対し、大型台風で死亡・行方不明となったのは 249 名

であった。同災害による損失は 30 兆 VND（約 1,437 億円）とも言われる。 
ii ハノイ、ホーチミン市、タイビン省の一部の地域では、ローカルテレビ局が教育番組を制作、番組表を

事前に児童生徒に周知してから番組を放送した。例えば、小学 4 年生は、月曜日 19：45～20：30 の算

数、木曜日 19：45～20：30 の国語、土曜日 8：00～8：45 の英語の教育番組を視聴して学習した。 

出所：Forbes ホームページ（2020 年 5 月 11 日） 

図 1-3 メディアの情報への信頼度 
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授業が再開した。子どもたちは通常より 1 カ月半遅れの 7 月 15 日に学期を修了し、次の学

年度より通常通りの授業運営を行っている。 

3 月に、政府はオンライン学習・教育の促進に関する首相指示（No.15/CT-TTg）等を発出

し 13、オンライン教育とテレビ教育のブレンド型教育への移行を踏まえた教育プログラム

の改訂や、試験回数を削減する方針を示しており 14、オンライン教育コンテンツの導入は今

後も各地で推奨される見込みである。COVID-19 下で e-learning プラットフォームを構築し

た企業では、4 月に 1 日あたり 4,100 万アクセスがあったとの報告もある 15。 

一方、教員からはオンライン教育が大きな負担だとの声がある iii。Zoom での授業に外部

者が紛れ込む事態も発生し、オンライン会議ツール活用時のセキュリティ対策の必要性も

指摘されている iv。また、保護者不在時に子どもたちがインターネット上の不適切な情報に

触れることへの不安の声も挙がっている v。 

休校延長で多くの保護者は休職又は在宅勤務を強いられた。休校措置により財源不足に

陥った私立学校約 150 校では教員が解雇される事態となり、私立学校は連名で首相宛に支

援意見書を提出した 16。国公立幼稚園・学校でも、休校に伴う学費納入の遅れから、教職員

への給与支払いが遅延したケースも見られた。 

休校期間中には、移動制限・外出自粛・社会的な隔離により、子どもたちがストレスを感

じ、攻撃的もしくは無気力になったケースが報告された 17。国連児童基金（UNICEF）によ

る調査では、聞き取り対象者 viの 3.4％から、「子どもが家族から身体的もしくは精神的暴力

を受けているのを見た」との回答があった 18。 

ロックダウン以降、教員の業務に、オンライン教育の準備や、保健省ガイドラインに基づ

く机・椅子等の消毒が加わることになった。学校関係者に COVID-19 濃厚接触者がいた場合

には、当該校を 14 日間閉鎖する措置が執られた。 

他国と比較し COVID-19 の影響を最小限に抑えられているものの、主にオンライン教育

推進に係る課題、子どもたちの精神保健に係る課題が生じている。 

 

2) 課題の要因  

上述した課題の主な要因のうち、「社会経済的要因」と「教育技術的要因」について記述

する。 

 

 
 
iii ハノイ市 A 中学校教員へのインタビュー（2020 年 11 月 18 日） 
iv ハノイ市 B 中学校教員へのインタビュー（2020 年 11 月 18 日） 
v ハノイ市会社員・保護者へのインタビュー（2020 年 11 月 19 日） 
vi ハノイ、ホーチミン、Vinh Phuc 省の思春期の子どもがいる世帯から有意抽出法を用いて抽出した。公

立検疫センターや制限区域に住む住民、正規および非正規労働者、移民等の属性、保護者もしくは成人

を対象として選択した。6 つの対象地域を設置し、属性ごとに 2～5 歳の親もしくは養育者を 2 名ずつ、

6～18 歳の親もしくは養育者を 2 名ずつ、計 148 名（父親 6%、母親 94％）から回答を得た。うち、最

貧世帯（Poor household)は 3.4%、貧困世帯（near-poor household）は 6.1%、その他 90.5％であった。 
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社会経済的要因 

ハノイ市、ホーチミン市等の主要都市では、2018 年の政府方針により 5G 回線の導入や通

信環境の整備、通信アプリ開発が進んでいた 19。他方、一部の山岳地方を中心に、通信環境

が未整備の地域がある vii。UNICEF による調査では、2020 年 4 月時点で 37.9％が「技術的

な問題（機材・設備がない、インターネット不具合）を抱えている」、9％が「インターネッ

トに接続できない、インターネット環境が悪い」と回答しており、通信環境の未整備により

教育機会の不平等が生じている。 

また同調査では、子どものいる世帯の 82.4％が「COVID-19 により子どもと過ごす時間が

増えた」と回答した 20。一方で、COVID-19 によるベトナム経済への影響は少なくなく、両

親の失業や収入減により、子どもたちが精神面で影響を受ける可能性が指摘されている。 

 

教育技術的要因 

2020 年 3 月末より、多くの学校で Zoom 等のオンライン会議ツールを活用した授業が行

われたが、教員と児童生徒、学生の双方が e-learning に慣れておらず、負担感、教育の質の

担保の難しさ、不安を感じる教員が多い viii。情報通信技術（ICT）リテラシー教育は、2002

年に普通教育課程に導入されていたものの、教員の多くが知識を持たず、独学でパソコン操

作や資料作成を行っている状況にある 21。 

 

3) 新たなニーズ及び必要な資源  

新たなニーズ及び必要な資源として以下の項目が挙げられる。 

 オンライン教育コンテンツ：オンライン教育のもとでの教育評価は今後も課題となる

と考えられ、カンニングを行いにくいテストを作成できるアプリやテストを実施しな

くても子どもの能力・理解度が測れるコンテンツなど、授業評価を補助できるようなコ

ンテンツも、今後はニーズが高まると予想されている。 

 ICT リテラシー教育：教職員及び子どもたち双方の ICT リテラシーに係る知識不足が

課題となっており、教員がパソコンを活用した資料作成方法、オンライン会議ツールの

活用方法を学べる研修やコンテンツに加え、子どもたちが正しいインターネットの使

い方を学べる教材等が求められる。 

 手肌にやさしい手指消毒液の導入：ベトナム国内には、COVID-19 対策に必要な医療用

マスク、手指消毒液、医療用手袋、COVID-19 検査キット、人工呼吸器等の製造工場が

ある。日本、アメリカ、ロシアを含む複数国に個人用防護具を供与しており、量的には

問題ない。但し、消毒液の使用頻度が高まる一方で、アルコール消毒液は、刺激が強く、

人によっては手荒れ等を引き起こす。安心して使える手指消毒液等へのニーズがある。 

 
 
vii ベトナム国内の通信整備状況については、https://www.nperf.com/en/map/VN/にて参照できる。 
viii ハノイ市中学校教員へのインタビュー（2020 年 11 月 18 日） 

https://www.nperf.com/en/map/VN/
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 子どもたちの健康管理関連グッズ（検温器等）：学校という多くの人数が集まる場で、

教員が子どもたちの体温を測ったり、一人ひとりの健康状態を把握し、記録したりする

のは容易ではない。簡便に体温が測定できるような機器や、健康状態のポートフォリオ

を簡易に作成できるツール、子どもたちが共有する教材等の使用記録等を簡易に作成

できるツール等があれば、学校運営上の大きな助けになる。 

 屋内で使える運動用器具、体育教具・遊具：ロックダウン時には、外出制限の中で子ど

もたちの体力低下に不安の声が挙がったが、今後も急な隔離措置や休校措置が執られ

る可能性がある。屋内や限られたスペースで活用できる運動用器具、体育教具等もある

と望ましい。 

 子どもたちに対する精神保健は数年前からベトナム国内でも課題となっていた 22が、

COVID-19 下において、カウンセリング、虐待等問題の早期発見に係るノウハウについ

ても必要になると考えられる。 

 

1.1.1.3 社会保障分野 

(1) 労働安全衛生 
1) 労働安全衛生の法令・体系 

労働安全衛生に関する法律は、2015 年労働安全衛生法、2012 年労働法、1989 年国民健康

保護法等である。労働安全衛生法においては、使用者の義務として、労働安全衛生確保に関

する訓練・研修会の開催、労働者の健康や生命を脅かす労働災害が発生するおそれがあると

判断した場合に当該職場での業務継続等の禁止、労働安全衛生確保に関する規定等の実施

状況をモニタリングする検査担当者の配置、労働安全衛生確保の計画等を立案する際の労

働組合に対する意見聴取、危険要素・有害要素に関する各項目の定期的な検査・測定、労働

安全衛生に関する技術基準に則った機械・設備等の使用、危険・有害要素を持つ業務に労働

者を従事させる場合の個人用保護具の用意、緊急対応計画の策定などが定められている。な

お、労働安全衛生確保の計画等を立案する際の労働組合に対する意見聴取、労働組合と連携

した安全衛生係員のネットワーク構築、安全訓練、労災調査等、労働組合の関与度合いの高

いことが特徴となっている 23。 

労働安全衛生を担っている機関は、労働・傷病兵・社会問題省（MOLISA）と保健省であ

る。労働・傷病兵・社会問題省は労働安全、保健省は労働衛生を担当している。なお、社会

中学生の A さん（14 歳）へのインタビュー： 
「COVID-19 予防対策として、学校で頻繁に手指消毒を行っている。それが原因か分からないが、手

の皮膚がアレルギー反応を起こし、大変乾燥するようになってしまった。クリニックを受診したとこ

ろ、消毒液をたくさん使ったからではないかとお医者さんが教えてくれた。しかし、消毒液を使わな

いと、先生にクラスに入れてもらえないため、困っている。」 
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主義国であるので、労働組合であるベトナム労働総同盟（VGCL）も一定の役割を担ってい

る。ベトナム労働総同盟は、中央において政策立案に関わるとともに、地方や企業において

も法令の施行、政府方針の周知や啓発など役割を果たしている 24。 

 

2) COVID-19 のための対策 

保健省は、COVID-19 の蔓延を最小限に抑え、予防するため、職場において労働者の安

全衛生を保ちつつ、事業運営が影響を受けないようにすることを目的として、職場におけ

る COVID-19 予防のガイドラインを発出した 25。このガイドラインは、地方の労働組合や

企業を通して周知が図られた。主な内容は、①異なる従業員が繰り返して触れる部分の清

潔の保持、②洗浄剤・消毒剤の使用、③公共スペースの清潔の保持、④換気の徹底、⑤手

洗いの励行、⑥症状を有する従業員の隔離、⑦咳エチケットの励行、⑧症状を有する者の

保健省への通報である。経営者・使用者に、職場におけるガイドラインの徹底を求めてい

る。 

 

3) 新たなニーズ及び必要な資源 

 ベトナムにおいては、COVID-19 の感染が低く抑えられていることもあり、他国政府の

取り組みに見られるような、労働安全衛生面での積極的な取り組みは行われていない。む

しろ、労働政策においては、経済活動の低下に伴う所得補償や失業補償といった金銭面で

の対策に力点をおいている 26ようである。保健省が発出した労働安全衛生のためのガイド

ラインも職場における衛生の徹底に留まっている。したがって、ガイドラインの徹底に資

するため必要と思われるものは、消毒剤・洗浄剤等に加え、感染の恐れのある労働者を識

別するための検温器などと考えられる。 

 

 

(2) 脆弱層支援 
1) 状況の変化と解決すべき課題 

COVID-19 により多くの脆弱層が仕事を失い、日々の生活にも困窮している。とりわけ、

困難な状況にある労働者、特に女性と障害者について、以下に述べる。 

• 統計総局によれば、15 才以上の労働者 3,210 万人が COVID-19 の影響を受けた。最も

影響を受けた分野は芸術・娯楽・エンターテイメント、宿泊サービス・レストラン、物

流サービス、行政サービス、製造・加工産業などである。これらの分野には女性労働者

が多く、特に深刻な被害を受けた。また女性は育児や両親の介護負担も増加した。影響

銀行員の B さん（28 歳）へのインタビュー： 
「COVID-19 の影響で来客が著しく減ったが、代わりに、インターネットバンキングやモバイルバン

キングが流行っている。COVID-19 のおかげで銀行のデジタル化が加速した。マスクや手指消毒液は

用意されているが、妊娠中のスタッフのためにより安全な保護具があればよい。マスク以外にプラス

チックを付けられるような帽子があればよい。」 
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を受けた労働者の 69.2％は収入が減少し、39.9％は労働時間が短縮され、14％は失業し

た 27。 

• 国連開発計画（UNDP）の障害者を対象とした COVID-19 の影響調査 28によれば、アン

ケートに回答した障害者の 49％が雇用時間の短縮となり、59％が減給され、30％が失

業し、28％が貯蓄を切り崩して生活している。また 82％の障害者とその家族が健康を

守ることへの不安を感じ、70％が医療ケア（健康診断、医薬品、支援機器、リハビリテ

ーション・サービス）へのアクセスが困難と回答している。 

• ILO 調査 29によれば、労働者の 54.1％が現金、13.3％が米・インスタントヌードル・油、

50％が電気代・家賃・日常用食料、19.5％が就職紹介、11.3％が職業訓練支援を希望し

ていた。 

 

このような状況を受け、ベトナム政府は、次のような支援を行った。 

• COVID-19 の影響を受けた労働者が 50％以上いる企業に対し、労働社会問題省は社会

保険料の徴収中止法案を作成した。また貧困労働者、インフォーマル・セクターの労働

者、失業者に 100 万ドン（約 4790 円）／月、社会的弱者に 50 万ドン（約 2,400 円）／

月を支給した 30。 

• 約 80 万人に失業保険を適用した 31。 

 

2) 課題の要因 

上述した課題の主な要因のうち、「政策制度的要因」と「社会環境的要因」について記述す

る。 

 

政策制度的要因 

ベトナムは社会主義国として一定の社会保障制度を構築しており、医療保険、所得保障と

労災補償を中心とする社会保険から成り立っている 32。ベトナム社会保険機関によれば、医

療保険加入率は 89.6％（2020 年 9 月）でほとんどの国民が加入している。一方で、社会保

険加入者は 1,550 万人ほどで、労働力人口の 31.5％しかおらず、失業保険加入者はさらに低

く 1,300 万人ほどで同 26.2％しか加入していない 33。COVID-19 により、多くのインフォー

マル・セクターの従業員は失業、もしくは減給されたが、社会保険や失業保険に加入してい

ないため、補償を受けることができなかった。また障害者に着目すると、UNDP の調査によ

れば、障害者の 71％がインフォーマル・セクターで働くか、自営業者だったため、十分な

恩恵が得られなかった。 

 

社会環境的要因 

UNDP の調査によれば、障害者の 7 割は医療機関へのアクセスが困難である。建設省の統

計によると、障害者が利用できる（アクセシブルな）医療機関はわずか 22.6％（2017 年）



全世界教育・社会保障分野における COVID-19 を受けた途上国における 
民間技術活用可能性に係る情報収集・確認調査報告書 

1-12 

しかない。また障害者が利用できるバスは 3.5％程しかない 34。 

 

3) 新たなニーズ及び必要な資源 

COVID-19 により生じた課題は、社会保障制度、インフォーマル・セクターの労働者、貧

困や格差など、平時より見過ごされてきた構造的な課題に起因するものが多い。 

新たなニーズ及び必要な資源は以下のとおりである。 

 

社会保障制度の拡充とインフォーマル・セクター（特に障害者）の雇用促進 

ベトナムには社会保険に加入していないインフォーマル・セクターの労働者が多く存在

し、特に障害者や女性はインフォーマル・セクターで働く人が多い。COVID-19 などの非常

時には、彼／彼女らにこそ支援を必要とするが、現在の社会保険制度ではカバーされていな

い。そこでもっとも重要なことは、社会保険制度の加入促進であり、インフォーマル・セク

ターや自営業者でも社会保険に加入しできる仕組みを構築することである。加えて、インフ

ォーマル・セクターで働く女性や障害者に対し、安定した職場を提供することも一層求めら

れている。社会的差別や偏見から、特に障害者は就労が困難と考えられているが、企業や社

会が障害者の価値や能力を見直し雇用が促進されれば、障害者の収入が安定すると同時に

インフォーマル・セクターの削減にもつながる。 

 

1.1.1.4 本邦製品・技術活用の可能性 

(1) 外国投資・輸出入・外国技術の利用に係る法規制・制度 
外国投資 

外資に関する奨励措置として、2014 年投資法第 16 条にて奨励分野が規定されており、IT

技術、教育も対象分野に含まれている。法人税の優遇、輸入関税免除、付加価値税免除など

の優遇措置が適用される 35。 

 

輸出入 

2018 年 5 月 15 日付政令 69/2018/ND-CP に基づき、輸入禁止品目、輸入管理品目及び供給

調整品目が定められている 36。日本貿易振興機構（JETRO）が輸入関連法規の一覧 ixを作成

している。輸出入における商品分類および税率の適用手続きを規定する決定（1921/QD-

TCHQ）、文化・スポーツ・観光省の専門管理下にある輸入児童玩具の内容評価のための国

家シングルウィンドウメカニズムの導入指針（2016 年 4 月 25 日付財務省、文化・スポー

ツ・観光省合同通達 64/2016/TTLT-BTC-BVHTTDL）など、教育・社会保障分野製品の輸出

入に係る法規もある。 

 
 
ix 以下の URL にて参照できる。 

https://www.jetro.go.jp/ext_images/jfile/country/vn/trade_02/pdfs/vn2D010_import_export_law.pdf 
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輸出入通関には通達 38/2015/TT-BTC、通達 39/2018/TT-BTC 及び通達 60/2019/TT-BTC に

規定されている各種書類が求められる。なお、新税関法の施行により、原則電子通関が義務

付けられている 37。 

 

外国技術の利用に係る法規制・制度 

知的財産法として 2019 年 6 月 14 日に公布された改正法 42/2019/QH14 があり、著作権及

び著作隣接権、工業所有権、植物品種権が含まれる。また、2018 年 7 月 1 日に施行された

技術移転法 07/2017/QH14 により、他国からベトナム、ベトナムから他国への技術移転、国

家資本または国家予算を使用するベトナム国内での技術移転（科学的及び技術的課題の実

施結果の登録に関する証明書が既に発行されている場合を除く）の場合、技術移転契約を登

録しなければならない 38。 

 

(2) 本邦製品・技術の活用に係る留意点 

ベトナムの小売売上額は2010年が673億7,000万USD（約7兆4,248億円）だったのに対し、

2019年には1,627億3,000万USD（約17兆9,343億円）と約2.4倍に成長した。COVID-19は経済

にも影響を及ぼしたが、2020年7月には、概ねかつての消費者行動が戻りつつある。 

ベトナムは日本と物価の差が大きく、日本からの輸入品は輸出コストを差し引いても高

価格な場合が多い。そのため、本邦製品・技術を活用する際には、以下の点に留意が必要で

ある。 

 商品価値を説明するプロモーションの実施：ベトナム市場にはすでに「安心・安全や高

品質・高機能」をセールスポイントとした商品で溢れている。市場参入なら既存の流通

商品とは異なるアピールや工夫が不可欠。消費行動のかなりの部分は実店舗に戻って

おり、ベトナム市場開拓のためには、実店舗などのオフライン市場が依然として重要。 

 商品価値を分かりやすく説明するパッケージ：ベトナムのバイヤーは購入後のリスク

に対し非常に敏感なため、効用・効果、使用方法等の丁寧な説明が必要。可能な限りベ

トナム語で記載するのが望ましい。日本とベトナムで好まれるデザインが異なること

等、文化の違いに配慮する。 

 管理しやすい商品づくり：国際輸送には様々な手続きが必要。賞味期限や使用期限は最

低でも半年、できれば1年以上ないと取り扱いが難しい。 

 Original Equipment Manufacturer (OEM)x：バイヤー独自の商品として、パッケージ、商品

サイズ等の課題に柔軟に対応した商品づくりができるOEMも検討の余地がある。 

  

 
 
x 他社ブランドの製品を製造すること 
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1.1.2 インドネシア 
1.1.2.1 COVID-19 感染者数の推移と増減の要因 

(1) 感染者数の推移 
1) 国内で感染事例が初めて確認された日と感染経路 

インドネシアで最初の感染者が確認されたのは 2020 年 3 月 1 日であった。31 歳の女性と

その 61 歳の母親である。ジョコウィ大統領は、3 月 2 日、2 人は、知人のマレーシア在住日

本人男性（60 歳）から感染したものであると発表した 1。その日本人男性は東京で働いてお

り、家族と共に 2 月 15 日から 19 日までバリを訪れていた。22 日に東京にて COVID-19 感

染が確認されたことから、インドネシア保健省がインドネシアでの濃厚接触者の追跡調査

を行っていた 2。 

 

2) 感染者数・死亡者数の推移 

 2020 年 12 月 29 日現在の累計感染者数は 727,122 人、死亡者数は 21,703 人である 3。東南

アジアにおいては最も感染者が多くなっている。 

1 日あたりの新規感染者数の推移は下図のとおりである。1 日の感染者数が最も多かった

日は 12 月 3 日（8,369 人）、次に多かった日は 12 月 29 日（7,903 人）であり、日ごとに増減

はあるものの、緩やかに増加している。一方、1 日の死亡者数の推移についても、12 月 25

日（258 人）が最多であり、感染者数の推移同様、増加の傾向にある。なお、検査や感染者

の追跡が十分行われていないという批判もあり、把握されていない感染者が相当数存在す

る可能性もある 4。 
 

 
出所：保健省ホームページ 5 

図 1-4 1 日あたりの新規感染者数（2020 年 12 月 29 日現在） 

 

出所：保健省ホームページ 6 

図 1-5 1 日あたりの死亡者数（2020 年 12 月 29 日現在） 
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3) 感染者数増減の主な要因 

 保健省（MOH）COVID-19 関連のアフマド・ユリアント報道官は 2020 年 7 月 11 日、マス

ク不着用が COVID-19 感染を拡大させているとして、インドネシア国民にマスクの正しい

着用を求めた。厚過ぎる素材で呼吸しにくかったり、伸縮性のある素材で鼻に圧力がかかり

過ぎたりして、人々がマスクを下げて使用している状況、マスクなしでフェイスシールドを

使用している状況にも言及し、マスクを正しく着用しないと感染が防げないと説明した 7。

11 月 12 日のウィク・アディサスミト報道官による発表でも人々に「3M（マスクの着用、手

洗い、ソーシャル・ディスタンス）」の遵守を求めており、状況が改善していない様子がう

かがえる。 

 国立インドネシア大学の疫学者 Pandu Riono 氏は、長期休暇が人々の移動を促進し、感染

拡大につながっていると指摘している。インドネシアでは、10 月 29 日（ムハンマド生誕祭）

の前後が有給取得奨励日に指定されたことを受け、10 月 28 日から週末までの 5 日間が連休

となった。約 2 週間後には 1 日あたりの感染者数が 5 千人に達しており、長期休暇が感染

拡大に拍車をかけた可能性がある 8。 

 

(2) 主な防止策と社会の反応 
1) 政府による主な感染防止対策 

2020 年 2 月 5 日付法務人権大臣令により、中国国籍保有者及びインドネシア入国前の 14

日間に中国（香港、マカオを除く）に滞在した外国人についてインドネシアへの入国を許可

しない措置をとった i。その後、感染が急拡大した国について入国管理措置を追加するなど、

水際対策に努めてきた ii。 

インドネシア国内での COVID-19 感染拡大を受け、2020 年 3 月 13 日にはドニ・モナルド

国家防災庁長官を筆頭とする COVID-19 即応タスクフォースが設置され、15 日にはジョコ

ウィ大統領が声明を発表し、状況に応じて、児童生徒、学生の在宅学習、一部公務員の在宅

勤務、人の集まる行事の延期措置等を取るよう地方政府に対して要請した。これを受け、ア

ニス・ジャカルタ特別州知事はジャカルタ市民にソーシャル・ディスタンスの確保を求めた

ほか iii、西ジャワ州知事及び中部ジャワ州知事は学校を休校、バンテン州知事は一部学校の

休校に加え、州外からの訪問者の受け入れを中止することを決定した 9。保健省は 3 月 16

日、COVID-19 に係る症状が生じた場合の対応指針を公表した。 

2020 年 3 月 31 日に「COVID-19 即応における大規模な社会制限に関する大統領令」、4 月

3 日にはその実施規則である「COVID-19 即応のための大規模な社会制限に関する保健大臣

 
 
i 2 月 28 日付法務人権大臣令により一部緩和。 
ii 3 月 31 日に外国人による全てのインドネシア訪問及びトランジットに拡大。 
iii ジャカルタ首都特別州ではさらに、3 月 20 日に COVID-19 感染災害緊急対応フェーズが宣言され、企

業の事業所活動の一時的停止、公共交通機関の利用制限が行われた。 
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令（2020 年第 9 号）」が制定された。これにより学校、職場、宗教活動、公共施設及び場所

での活動、文化・社会活動、交通機関、その他の活動が制限された。但し、社会生活上不可

欠な産業・サービス、一般の人々が使用する施設、運輸サービスは例外とされた。これを受

け、ジャカルタ首都特別州では 4 月 10 日より大規模な社会制限が開始、15 日からは西ジャ

ワ州、18 日からはバンテン州、19 日からは北カリマンタン州、南カリマンタン州、28 日か

らは東ジャワ州の一部でも開始した。その後、地域の拡大、期間の延長、強化-緩和が繰り

返された。 

2020 年 5 月 27 日にはニューノーマルに向けたガイドライン（内務省決定 No.440-830）が

制定され、感染者数、監視対象者/観察対象者数、死者数、医療従事者の状況から国内は 4 つ

のゾーン（緑色・黄色・オレンジ色・赤色、低リスク～高リスク）に分類された。関係者が

協力してマッピングを実施することで中央及び地方政府が状況をモニタリングできるよう

になった 10。 

 

2) 施策による社会的影響 

Alvara 研究センターが 2020 年 4 月 9 日にオンラインで実施した調査（回答者数 504）で

は、政府の対策を「よい」と評価したのが 49％、「普通」が 22％、「悪い」が 28.3％であっ

た。また調査結果から、感染予防に伴う行動変容も確認されている。57.1％がオンライン会

議を開催、87.1％がオンライン・ショッピングを実施していると回答した。但し、ステイホ

ームをしている割合は、所得水準の高い人ほど高いという傾向がみられた 11。 

一方、社会経済への影響は深刻である。インドネシア科学院（LIPI）の下に置かれた社会

科学パネルが 5 月に実施した調査（回答者数 919）によれば、44％が収入の多くを失い、17％

が失業している。55％は政府による支援を受けているが、7％は家族の 1 日の生活を賄うこ

とも困難だと回答している 12。 

 

1.1.2.2 教育分野 

1) 状況の変化と解決すべき課題 

2020 年 3 月 15 日のジョコウィ大統領の声明を受け、3 月 16 日～31 日の間に、ほぼ全て

の教育機関が閉鎖された。閉鎖に伴い、各教育機関は児童生徒、学生に遠隔教育を提供する

こととなった。3 月 17 日には「COVID-19 蔓延防止のためのオンライン学習及び家庭学習」、

24 日には「COVID-19 蔓延緊急事態における教育政策の実施」の教育文化大臣回状が発出さ

れるとともに、EdTech 企業の協力を得て無料のオンライン学習プラットフォームの提供が

開始した 13。 

学校現場では、教員が YouTube 上のビデオや新たに制作したビデオを用いたり、Zoom を

活用したりして指導を行い、児童生徒が課題への取り組みをビデオ録画し、WhatsApp や
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Google Classroom を使って提出している iv。これらの学校では、教育文化省による「インタ

ーネット分配助成」vを活用している。 

経済的な状況から学習端末や携帯電話の使用が困難であったり、インターネットへの接

続が困難な地域に住んでいたりする児童生徒については、教員が家庭を訪問したり、子ども

たちを 1 カ所に集めて教員が教材を届けるなどしている vi。また教育文化省も、インターネ

ットへのアクセスに制限のある児童生徒のためにインドネシア国営放送で「家から学ぶ

（Belajar dari Rumah）」プログラムを立ち上げた。教育文化省が UNICEF と実施した調査に

よれば、3T 地域（辺境地域、未開地域、外縁地域）においても、回答した児童生徒、保護

者及び教員の 52％がプログラムを視聴していた 14。 

2020 年 8 月 7 日、教育文化省は簡略化された緊急カリキュラムの活用を認めるとともに、

黄色及び緑色のゾーン（同ゾーンで就学する児童生徒は全体の約 43％）については地方政

府の判断により、様々な調整を行ったうえで対面授業を許可すると発表した 15。また、11 月

20 日には 2020/2021 年度の初等中等教育学習ガイドラインを発出し、健康プロトコル及び

学習ガイドラインに示された条件を満たす学校については、どのゾーンであっても 2021 年

1 月より対面授業を許可すると発表した 16。 

 教育行政機関及び教育現場において様々な取り組みが行われる一方、いかに児童生徒の

学習を保障するか、かつ質の高い教育を提供できるかという点においては課題がある。児童

生徒の中退増加も懸念されており、国家子ども保護委員会が全国調査に乗り出している 17。

また、とりわけ、障害のある児童生徒は困難な状況におかれている。UNICEF の調査によれ

ば、73％が困難さを訴えている 18。 

 

2) 課題の要因 

 上述した課題の主な要因のうち「社会経済的要因」と「教育技術的要因」について記述す

る。 

 

社会経済的要因 

 インターネット及び学習端末へのアクセスの困難さが、児童生徒の学習へのアクセスを

阻んでいる。UNICEF の調査によれば、インターネット接続が困難な児童生徒は 35％に及

ぶ 19。教育文化省データ情報センターによれば、94.7％の大学がオンライン学習を実施して

いる一方、小中高校については 39％に留まっている 20。 

各家庭の経済的事情に加え、地域格差にも注意が必要である。教育費の支出について、都

 
 
iv 南スラウェシ州 Pangkajene の公立中学校校長（2020 年 11 月 3 日）、中部ジャワ州 Purworejo の公立中学

校校長（2020 年 11 月 4 日）へのインタビュー 
v 9～12 月の毎月、小中高校生には 35GB、教員には 42GB、大学生及び教員に 50GB が無償提供される。

朝日新聞 https://www.asahi.com/articles/ASNB832RBN9TUHBI022.html（2021 年 1 月 3 日閲覧） 
vi 西ヌサ・トゥンガラ州 Dompu の公立小学校校長へのインタビュー（2020 年 11 月 6 日） 
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市部では家計の総支出の約 3.6％～4.0％を占める一方、地方では 2.2％～2.6％に留まってい

る。家計全体も都市部の方が大きいので、地方の教育費は都市部の 40％である 21。2019 年

の福祉統計によれば、インターネットアクセス可能なパソコンを保有しているのは都市部

の家庭の 25％、地方の家庭の 15％であった 22。地方では都市部よりオンライン学習の実施

が困難な状況にある。 

児童生徒に対する保護者の監督・支援の不足も、学習保障が困難な要因の一つである。家

業や家事の手伝い、心理的な問題 vii、予期せぬ妊娠や結婚 23により、中退する児童生徒も増

加している。 

 

教育技術的要因 

教員の指導技術の低さも、質の高い教育の提供に影を落としている。実際、教員は遠隔教

育での学級運営、試験実施に困難さを感じており、一方、児童生徒も授業に退屈したり混乱

したりという状況がみられる viii。教育文化省は「パンデミックにおける教員の学習」24とい

うポータルサイトを立ち上げたが、すぐに状況は改善されない。 

 背景には、従来からの教員の専門知識不足や教授法の課題があると指摘できる。2019 年

の時点で、専門課程を修了した教員の割合は初等教育で 88.35％、前期中等教育で 94.45％、

後期中等教育で 97.95％であったが、教員能力試験の平均点は初等教育で 100 点中 54.8 点、

前期中等教育で 58.6％、後期中等教育で 62.3％であった 25。これまでも教員の能力向上の必

要性が指摘されていたが、遠隔教育の実施により深刻化している。 

 

3) 新たなニーズ及び必要な資源 

 教育文化省小学校局は COVID-19 感染拡大が終息した後も、オンライン学習の適用可能

性があるとし、必要となる施設・設備の特定に乗り出している。2020 年 10 月 20 日～22 日

には、フォーカスグループ・ディスカッションが行われ、関係者が意見を出し合った 26。オ

ンライン学習に関連する技術や製品へのニーズは一過性のものではなく、今後も継続する

ものと考えられる。 

 なお、ナディム・マカリム教育文化大臣は、Gojek（個人四輪車・二輪車タクシー、デリ

バリーなどのサービスを提供するアプリ）の創始者・CEO だった人物であり、教育と産業

界の結びつきを強めることが期待されている。2019 年 10 月の大臣就任時には基礎教育にお

 
 
vii 対面授業が許可される背景ともなっている。南スラウェシ州 Pangkajene の中学校校長（2020 年 11 月 3

日）、中部ジャワ州 Purworejo の中学校校長（2020 年 11 月 4 日）、西ヌサ・トゥンガラ州 Dompu の小

学校校長（2020 年 11 月 6 日）へのインタビュー 
viii 東ジャワ州 Madiun の公立中学校教員（2020 年 11 月 2 日）、南スラウェシ州 Pangkajene の中学校校長

（2020 年 11 月 3 日）、ジョグジャカルタの研究者（2020 年 11 月 3 日）、中部ジャワ州 Purworejo の中
学校校長（2020 年 11 月 4 日）、西ヌサ・トゥンガラ州 Dompu の公立小学校校長及び同州 Mataram 市教
員組合メンバー（2020 年 11 月 6 日）、西カリマンタン州 Pontianak 市の保護者（2020 年 11 月 6 日）、
西ヌサ・トゥンガラ州 Central Lombok の公立小学校教員（2020 年 11 月 7 日）、東ジャワ州 Magetan 教
育局の基礎教育課課長（2020 年 11 月 25 日）へのインタビュー 
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いて IT 教育を充実させる考えも示していた 27。 

本調査で実施した教育関係者へのインタビューにおいても、オンライン学習を支える製

品・技術へのニーズが確認された。大学では学習マネジメントシステム（LMS）が活用され

ているが、基礎教育レベルでは活用されておらず、導入が求められている ix。しかし、①特

に地方においてはインターネット接続状況が悪く、ダウンロードスピードが遅いこと、②教

員の ICT リテラシーが低いこと、③学校側の予算的には制限があることには留意が必要で

あり、それらの点に配慮した製品・技術であることが条件となる x。 

 

1.1.2.3 社会保障分野 

(1) 労働安全衛生  
1) 労働安全衛生の法令・体系 

労働安全衛生に関する法令として、1970 年労働安全法、2003 年労働法があり、その下に、

労働安全衛生マネジメントシステムの実施に関する規則、労働安全衛生マネジメントシス

テムの監査に関する規則ほか、技術基準に関する規則が設けられている 28。また、国際労働

機関（ILO）の中核条約も批准している。労働安全衛生を担う行政機関は、労働省であり、

労働安全衛生開発局及び労働安全衛生監督局が実務を担っている 29。労働安全衛生に関す

る法令は整備されているが、インドネシアは東南アジアで最も災害発生率の高い国の 1 つ

である。国民の安全意識が低いままであることや、法令や規則の運用・執行が十分機能して

いないことなどが課題として指摘されている 30。 

 

2) COVID-19 のための対策 

2020 年 3 月 12 日、労働省・労働安全衛生総局からガイドライン「職場における COVID-

19 の蔓延への対策」が発出され、職場での感染を最小限に抑えるために企業が取るべき措

置が示された 31。このガイドラインには、労働者の健康診断の実施、労働者のリスク回避と

事業の継続性を目的とした COVID-19 に直面した場合の準備計画を作成するよう各企業の

リーダーに奨励すること、COVID-19 に対処するための企業の準備計画の作成、COVID-19

予防措置実施のための労働者教育などが規定されている。 

2020 年 3 月 17 日、人的資源大臣は、インドネシア全土の知事に COVID-19 の予防と克服

の過程における労働者保護と事業継続に関する書簡を発し、COVID-19 に関連する労働者の

賃金保護と、職場における COVID-19 の流行防止、職場における COVID-19 発生への対応

を求めた 32。そのポイントは、①要観察とされたため出勤できない労働者、COVID-19 感染

 
 
ix 東ジャワ州 Madiun の公立中学校教員（2020 年 11 月 2 日）、Surabaya 市で識字教育を実施する NGO の

マネージャー（2020 年 11 月 3 日）へのインタビュー 
x 東ジャワ州 Madiun の公立中学校教員（2020 年 11 月 2 日）、南スラウェシ州 Pangkajene の中学校校長

（2020 年 11 月 3 日）、ジョグジャカルタの研究者（2020 年 11 月 3 日）、中部ジャワ州 Purworejo の中
学校校長（2020 年 11 月 4 日）、西カリマンタン州 Pontianak 市の保護者（2020 年 11 月 6 日）、西ヌ
サ・トゥンガラ州 Dompu の公立小学校校長（2020 年 11 月 6 日）、Central Lombok の公立小学校教員
（2020 年 11 月 7 日）へのインタビュー 
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の疑いありとして隔離された労働者、COVID-19 への感染が確定したため出勤できない労働

者に対して賃金を支払うこと、②国の政策に従い COVID-19 予防のために事業活動が制限

され労働者が出勤できない企業は、労使の合意に基づき、賃金の支払額・支払方法を変更す

ることができることである。 

また、労働省は労働者及び使用者を対象に、ウェブサイトを通じ COVID-19 に関連する情

報や相談を提供するオンライン労働安全衛生サービスを提供している。このウェブサイト

は、事業継続計画、職場における予防措置、COVID-19 の影響を受けた労働者の権利等につ

いての情報を提供している。また、労働安全衛生及び COVID-19 に関する苦情に対してコン

サルティングを行うためのオンラインフォーラムとしても機能している 33。 

企業における COVID-19 対策の取り組みの実情については、国内外への出張の中止、取引

先との会議のオンライン化、オンラインプラットフォームを活用した健康管理手続き、マス

ク配布、検温カメラによる体温の自動測定、フェイススキャンカメラによる出勤管理等が行

われている 34。 

また、大統領府では、COVID-19 下、コミュニティからの潜在的な心理的圧力に対処する

ために、メンタルヘルスのための心理的助言支援サービスを開始している 35。これは、メン

タルヘルスに関する公開講座、チャットボットチャンネル・コールセンター等による初期相

談、心理学チームによる電話応対等を含んでいる。 

 

3) 新たなニーズ及び必要な資源 

研究技術大臣は、2020 年 6 月 22 日、COVID-19 流行を経た今後の技術動向について、オ

ンライン・ショッピング、デジタル支払いシステム、技術を活用したテレワーク・在宅ワー

ク、遠隔医療・デジタル医療サービス、遠隔教育とオンライントレーニング、ビッグデータ、

クラウドコンピューティング、モノのインターネット、3D 印刷、ロボット・ドローンの活

用による人との接触や作業の軽減、5G ネットワーク技術等を挙げている 36。また、産業大

臣は 7 月 24 日、産業部門を変革するためには、管理・能力構築・品質テスト、物流追跡シ

ステム等においてデジタル化の必要があると指摘している 37。このような技術変化を踏ま

え、労働者が労働市場のスキルニーズに適応できるように、政府は ICT に関連した訓練を

奨励する必要があるとの指摘がある 38。 

 

(2) 脆弱層支援 
1) 状況の変化と解決すべき課題 

COVID-19 により多くの脆弱層が仕事を失い、日々の生活にも困窮する状態であった。と

りわけ、困難な状況にある高齢者、女性、障害者について、以下に述べる。 

 高齢者：COVID-19 感染者にしめる高齢者の割合は 13.8％であるが、そのうち 43.7％が

死亡しており、高齢者の死亡率が特に高い 39。 

 女性：女性は男性に比べて車所有率が低いので、公共交通機関を利用するしかなく、他
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人との接触が多い。貧困世帯の女性の多くはインフォーマル・セクターで働いており、

COVID-19 の影響で収入を失う危険性が高い。さらに教育機関が閉鎖されたことにより、

多くの母親が子どもの教育も担う必要が生じ、同居する高齢者や障害者の介助も担う

ことになった。COVID-19 により地域医療ケアサポートが延期されたことから、妊婦に

対する出生前サポートや児童の精神的ケアサービスの数が減少し、妊婦支援プログラ

ムはオンラインに変更となったが、遠隔地ではインターネットが利用できず困難が生

じている xi,40。 

 障害者：2020 年 4 月に実施されたオンライン調査 41によれば、86％の障害者の収入が

減少していた。多くの障害者は、小売業、マッサージ師、販売店、日雇いなどインフォ

ーマル・セクターで働いているので、COVID-19 の影響で失業したり、ビジネスが立ち

行かなくなったりした。社会問題省によれば、インドネシアでは障害統計が不十分で、

登録していない世帯が多数存在するので、政府支援の対象から漏れることがある 42。ま

た女性エンパワメント児童保護省が 6 月に障害者団体を対象に実施した調査によれば、

70％の障害者が COVID-19 感染予防策について理解していなかった 43。 

 

このような状況を受け、インドネシア政府は、次のような支援を行った。 

 ジャカルタ周辺の都市圏 xii以外の 9 万人を対象に 3 カ月間、60 万 IDR（約 4,454 円）

を配布した。そのために、村民基金の取り崩しも認めた 44。 

 ジャカルタ周辺の都市圏の住民に食料支援として 3 カ月間、60 万 IDR（約 4,454 円）

を配布した。 

 2,000 万世帯に食糧パッケージカードが配布された 45。 

 2,400 万人に対し電気料金を無料にした 46。 

 失業者に対し、無料の職業訓練を提供し、就労支援を行った 47。 

 障害者団体と協力し、障害児を対象とした感染予防ガイドラインを作成し、ウェブサ

イトで公開した。 

複数の民間組織も、障害者や高齢者、女性、児童におむつ、衛生ナプキン、ミルク、ビス

ケット、補助食、豆、砂糖、醤油、石鹸、消毒液などを配布している 48。 

 一方、課題として食糧配布の不備などが指摘されている。まず貧困家庭で、妊娠中／0〜

5 歳児を育児中／小学生のいる家庭などの給付条件を確認するのに手間がかかり、かつ対象

者が多いために時間を要した。また情報が入手できず、食糧配布の場所や時間が知らされて

いなかったり、遠方で取りに行けなかったりする人たちもいた 49。 

 

 
 
xi Department of Women's and Children's Empowerment provincial level in Yogyakarta へのインタビュー（2020
年 11 月 13 日） 
xii ジャカルタ周辺の都市圏をインドネシアでは Jabodetabek（ジャボデタベック）と称する。ここでは

「ジャカルタ周辺の都市圏」と記載する。 
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2) 課題の要因 

COVID-19 により生じた課題は、社会保障制度や医療保険、貧困や格差、社会的差別や不

平等など、平時より見過ごされてきた構造的な課題に起因するものが多い。それらのうち、

「政策制度的要因」「社会環境的要因」及び「ジェンダー的要因」について記述する。 

 

政策制度的要因 

 インドネシアの貧困率は、都市部では 2010 年から 10％以下となっており、徐々に生活の

質は改善している。一方で農村部では 15％以上と、都市部とは格差が生じている 50。しか

し、貧困を緩和する社会保障制度は整備されていない。公務員や軍人を対象とする健康保険

制度や年金制度が存在する一方で、民間部門では、従業員 10 人以上の企業に対しては保険

が強制加入となっているが、自営業者やインフォーマル・セクター労働者には任意加入とな

っており、十分に行き渡っていない。 

最貧困層を対象とした公的扶助制度は存在し、毎月 10 万 IDR（約 759 円）が支給されて

いるが、予算がなくなると支給は止められてしまう 51。今回実施された現金給付や食糧配布

は、本制度の貧困世帯が対象であった。しかし、給付や配布には時間がかかり、現制度が効

率的に機能していないことを裏付ける結果となった。 

 

社会環境的要因 

 インドネシアは日本の約 5 倍の広大な国土を有し、2 億 7 千万人の人口が 1 万以上ある島

に分れて生活している。情報インフラが整っていない地域もある。脆弱層、とりわけ、障害

者は、従来からインターネットやテレビ、ラジオなどにアクセスすることが困難である。 

 

ジェンダー要因 

女性に対する古典的な偏見や差別も存在する。女性の保健センター利用率は男性に比べ

て低い（女性 6.2％、男性 7％）52。女性家長世帯 1,100 万世帯（全体の約 15％）の方が男性

家長世帯より貧困率が高く、清潔な水へのアクセスが困難で、不衛生であり、限られたスペ

ースで暮らしている。また貧困世帯の女性の多くは、インフォーマル・セクターで働いてお

り、自営業か不当な契約の下で働いている。 

 

3) 新たなニーズ及び必要な資源 

新たに生じたニーズ及び必要な資源は以下のとおりである。 

 

社会保障制度・医療保険などの拡充とインフォーマル・セクター（特に障害者）の雇用促進 

インフォーマル・セクターで働く多くの脆弱層は、現在の社会保障制度から得られる恩恵

が少なく、最低限の福祉や医療サービスを受けることしかできない。しかし、今回のような

感染症流行時や災害時には、彼らにこそ、医療や福祉サービス、生活保障が必要となる。そ
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こで、インフォーマル・セクターに対する社会保証制度や医療保険制度の拡充が重要となる。

また、デジタル技術を活用し、申請・給付などができれば、より多くの国民にスムーズに支

援を提供することができる。加えて、インフォーマル・セクターで働く女性や障害者に対し、

安定した職場を提供することも求められている。社会的差別や偏見から、特に障害者は就労

が困難と考えられているが、企業や社会が障害者の価値や能力を見直し雇用が促進されれ

ば、障害者の収入が安定すると同時にインフォーマル・セクターの削減にもつながる。 

 

情報アクセスの向上 

インドネシアの脆弱層は、インターネットへのアクセスが限られている。また特に障害者

には情報アクセスビリティの問題も生じている。このような情報バリアへの対応も考慮し

た情報インフラの整備、情報発信の仕組みが必要である。 

 

1.1.2.4 本邦製品・技術活用の可能性 

(1) 外国投資・輸出入・外国技術の利用に係る法規制・制度 
外国投資 

 外国資本による投資に関しては、2007 年第 25 号新投資法に規則等が示されている。教

育・社会保障分野については、基本的に禁止業種には当たらないと考えられる。但し、教育

セクターは、2003 年第 20 号国家教育システムに関する法律及び 2012 年第 12 号高等教育に

関する法律とその実施規程に即することが求められている。2016 年第 44 号大統領規程によ

れば、ICT セクター及び労働セクターは、外資の割合の上限が定められている。保健セクタ

ーは外資の割合の上限が定められていたり、保健省からの許可を得る必要があったりする。 

教育分野及び ICT に関して留意すべき主な規程は下表のとおりである。 

 

表 1-2 教育分野及び ICT に関して留意すべき主な規程 
教育分野 ICT 

 2013 年第 81 号教育文化大臣令「ノンフォーマル

教育機関設立」 
 2014 年第 69 号教育文化大臣令「外国資本による

ノンフォーマル教育実施許可」 
 2017 年第 106 号「サイエンス・テクノロジー・

パーク」 
 2018 年第 13 号「国立学校認定機関、早期児童教

育及びノンフォーマル教育機関の認定機関」 
 2020 年第 7 号「国立・公立大学の設立、変更、

解散及び私立大学の設立、変更、ライセンスの取

り消し」 

 2000 年第 52 号政府規程「ICT の運営」 
 2000 年第 53 号政府規程「無線周波数と衛星の利

用」 
 2016 年第 3 号情報通信大臣回状「インターネッ

トを通じたアプリケーション及びコンテンツサ

ービスの提供」53 
 2017 年第 46 号保健大臣規程「国家 E ヘルス戦

略」 
 2019 年第 71 号政府規程「システムオペレーター

及び電子取引」54 
 2020 年第 50 号商業大臣規程「電子取引における

事業許可、広告、開発、監督」 

出所：JETRO「インドネシア教育（EdTech）産業調査」等から KRC 作成 

 

輸出入 

 商業省が輸入事業者登録や輸出入承認などを行っている。1997 年第 230 号工業商業大臣
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決定により輸入禁止品目や規制品目が定められ、その後、品目ごとに改正・改定が繰り返さ

れている。教育・社会保障分野の製品は基本的に輸入禁止品目ではないが、食品・医薬品・

化粧品関連の製品、携帯電話・パソコン・タブレット端末等は、輸入に制限があるので確認

が必要である。 

 輸入に際しては、会社登録証（TDP）、輸入業者認定番号（API）、通関システムへのアク

セス権として有効な事業基本番号（NIB）を取得する必要がある。輸入制限品目に該当する

場合は、輸入業者の登録や輸入承認の取得等が必要となる。手続きは商業省のポータルサイ

ト INATRADE や事業許認可オンラインサービス「オンライン・シングル・サブミッション」

を通じて行える 55。 

 

(2) 本邦製品・技術の活用に係る留意点 
 女性の ICT リテラシーが男性に比べ低いことには注意が必要である。男性のインターネ

ット使用率は 53.17％である一方、女性は 46.8％である。また、男性の 20.15％がパソコンを

使用するのに対し、女性は 18.05％となっている 56。 
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1.1.3 インド 
1.1.3.1 COVID-19 感染者数の推移と増減の要因 

(1) 感染者数の推移 
1) 国内で感染事例が初めて確認された日と感染経路 

2020 年 1 月 30 日、保健・家庭福祉省は、ケララ州において、国内で初めて COVID-19

の感染者を確認したと発表した。感染が確認されたのは、中国・武漢大学に通う学生１人

であった。当該学生は、地元紙によると、1 月 23 日夜に武漢から入国しており、翌日同州

に帰省していた 1。その後 1 月 27 日に症状が出て、検査の結果、陽性反応を示し、県内の

病院にて隔離された 2。 

その後、2 月 2 日、3 日に、同州において、いずれも武漢から帰国した 2 人の学生の感

染が確認された 3。これを受け、インド政府は、1 月 15 日以降に中国への渡航歴のある人

や、中国からインドへの渡航者の入国制限を発表し、中国への渡航自粛を呼びかけた 4。 

 

2) 感染者数・死亡者数の推移 

2020年 12月 28日現在までに確認されているインドにおける累計の感染者数は 10,207,871

人、同じく累計の死亡者数は 147,901 人に上っている 5。累計の感染者数は、アメリカに次

いで世界で 2 番目に多く、累計の死亡者数は、アメリカ、ブラジルに次いで、世界で 3 番目

に多い数字となっている 6。 

1 日あたりの新規感染者数の推移は下図のとおりである。2020 年 9 月には、感染者数が

最も多かった 16 日の 97,894 人をピークに、1 日あたりの新規感染者数が 9 万を超える日が

複数回観測されている。週あたりでは、9 月 6 日～9 月 12 日にかけての 641,814 人が最も多

く、月あたりでは、9 月全体の累計者数が 2,621,418 人と最も多い 7。その頃をピークに、そ

の後は緩やかに減少傾向にある。12 月に入ってからは、12 月 1 日に 36,604 人だったもの

が、12 月 27 日には 20,021 人へと減少を示している 8。 
 

 
出所：NHK（特設サイト 新型コロナウイルス）9 

図 1-6 1 日あたりの新規感染者数（2020 年 12 月 24 日現在） 
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一方、1 日あたりの死亡者数については、2020 年 6 月 16 日の 2,003 人が最多であり、週

あたりでは、9 月 13 日～9 月 19 日にかけての 8,160 人が最も多く、月あたりでは 9 月全体

の累計者数が 33,390 人と最も多くなっている 10。死亡者数も感染者数と同様に、10 月以降、

緩やかに減少傾向にある。 

 

3) 感染者数増減の主な要因 

 インドでは、ムンバイやプネ、チェンナイなどの人口の多い大都市を抱える、マハラシュ

トラ州やタミルナド州などにおける感染拡大が顕著である。その原因の 1 つには、2020 年

4 月時点において、検査と感染者の隔離が十分に実効性のある形で行われなかったことが挙

げられる。インドの 4 月 1 日時点の検査数はわずか 5 千件であった。そのため、4 月時点で

感染していたが検査されなかった感染者によって感染が拡大したと推測される。実際、ムン

バイのスラムでは半数以上の住民の抗体検査が陽性反応を示したとの報道があり、検査さ

れていない感染者が多数いたことがわかる 11。 

 そして、2020 年 9 月のピーク時から、1 日あたりの新規感染者数が減少に転じた背景に

は、感染が大規模に拡大してきた地域（デリー準州、タミルナド州、カルナータカ州等）を

中心に、全体として状況が改善してきていることがある。ただし、マハラシュトラ州やケラ

ラ州等、依然として新規感染者数が高止まりしている地域もあり、状況が改善している地域

であっても相当数の感染者数が確認される日が続いた 12。 

また、インドの世界全体の感染者数に占める割合に対して、死亡者数の割合が低い点につ

いて、インド公衆衛生財団 13の K. Srinath Reddy 会長は、若年人口の多さ、国際社会におけ

る知識及び経験の蓄積による恩恵をその理由に挙げている 14。 

 

(2) 主な防止策と社会の反応 
1) 政府による主な感染防止対策 

インド国内で初となる感染者が確認された 2020 年 1 月 30 日から 6 月末までの期間にお

ける、インド政府による主な対策は下表のとおりである。 

 

表 1-3 インド政府による主な感染防止対策 
年月日 インド政府による主な感染防止対策 

2020 年 1 月 30 日 インド国内で初の感染者発見 
2020 年 2 月 5 日 中国からのビザを無効化 

2020 年 3 月 3 日 
デリーで初の感染者が発見される 
日本、イタリア、韓国、イランへ発行しているビザを無効化 

2020 年 3 月 12 日 外交官ビザ・就労ビザを除く全てのビザを無効化 

2020 年 3 月 19 日 
国際旅客機の着陸禁止 
モディ首相が 3 月 22 日の午前 7 時から午後 9 時まで外出を自発的に

制限するよう求める 
2020 年 3 月 22 日 3 月 31 日までの外出禁止令を発表 
2020 年 3 月 24 日 4 月 14 日までのロックダウンを発表 
2020 年 4 月 14 日 ロックダウンを 5 月 3 日までに延長 
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2020 年 4 月 15 日 4 月 20 日以降は一部地域で限定的に商業、生産活動の再開を承認 
2020 年 5 月 1 日 ロックダウンを 5 月 17 日までに延長 
2020 年 5 月 17 日 ロックダウンを 5 月 31 日までに延長 
2020 年 5 月 25 日 平常時の 3 分の 1 の国内旅客機を運航再開 
2020 年 5 月 30 日 封じ込めゾーン以外のロックダウンを段階的に解除 

2020 年 6 月 29 日 封じ込めゾーンのロックダウンを 7 月 31 日まで延長。 
それ以外の地域では活動制限を緩和する。 

出所：JETRO15 

 

まず、2020 年 1 月 30 日に、国内初感染者が確認されたことを受け、インド保健・家庭福

祉省は、次のような対策を講じた。「サーモグラフィなどによるスクリーニングを 20 の空港

で実施」、「より早いスクリーニングのためにサーモグラフィの検査機を増設」、「プネの国立

ウイルス研究所以外の研究所での検体検査を加速」、「主要な港でのスクリーニングを開始」

等である。また、デリーやコルカタ、ムンバイ、プネ、ハイデラバードを含むインド国内各

都市において関連症状が見られる者の隔離入院を行った 16。 

2 月 5 日には、同省は、中国から渡航する外国人に発給されているインド入国査証を無効

とする旨を公表し、中国への渡航自粛を呼びかけるとともに、今後中国に渡航する人はイン

ドへの帰国の際、指定施設に停留されると発表した 17。 

 さらに、3 月 24 日には、モディ首相が演説を行い、3 月 25 日 0 時からの 21 日間、インド

全土においてロックダウンを行う旨を発表し、インドに滞在する全ての人々に対し、自宅又

は滞在先に留まるよう呼びかけを行った 18。 

 

2) 施策による社会的影響 

2020 年 3 月 24 日、当時、感染症例数 500 程度、死亡者数は 10 人に満たない中で突然実

施されたロックダウンは、数百万人もの低所得の移民労働者や、日雇い労働者を中心に深刻

な影響を及ぼした。これらの労働者は貯蓄がないばかりか、政府からの財政的支援もほとん

どなされなかったため、当該家族は食糧不安と困窮状態に直面した。その後、ロックダウン

から 45 日以上後に、政府は配給等を実施し、事態の緩和を図っている。 

経済的荒廃の程度は、インドの近代史上、類を見ないものとなっている。インドで全労働

者の約半数を占めている自営業者や零細企業の労働者は、ロックダウンの影響を即座に受

け、深刻な経済的困窮状況に陥った。また、貧困や飢餓の拡大を防ぐための公的支援がほと

んどなされなかったため、事態はさらに悪化した。このような状況の中で、国民の健康状態

にも悪影響が及ぼされたといわれている。 

インドの 2020/21 年度実質国内総生産（GDP）成長率について、世界銀行は 10 月 8 日、6

月予測のマイナス 3.2％から下方修正し、マイナス 9.6％と予測した。3 月末から実施された

ロックダウンによる経済の落ち込みと、それによる所得減少を主な要因としている 19。 
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1.1.3.2 教育分野 

1) 状況の変化と解決すべき課題 

インド全国の大学を含む教育機関は、インド政府による感染防止措置の一環として、2020

年 3 月 17 日以降閉鎖された。UNESCO の報告によると、教育機関の閉鎖により、下表のよ

うに、合計約 3 億 2,000 万人の園児、児童生徒が影響を受けたとされている 20。 

 

表 1-4 教育機関閉鎖により影響を受けた園児・児童生徒数 

学校種別 女性（人） 男性（人） 合計（人） 全体に 
占める割合 

就学前 4,557,249 5,447,169 10,004,418 約 3.1% 
小学校 72,877,621 70,349,806 143,227,427 約 44.7% 
中学校 63,983,677 69,160,694 133,144,371 約 41.5% 

高等学校 16,739,686 17,597,908 34,337,594 約 10.7% 
合計 158,158,233 162,555,577 320,713,810 100% 

出所：UNESCO 

 

6 月 29 日に 7 月のロックダウンが宣言された際には、学校教育活動を妨げないよう、学

校に対して全ての授業をオンラインで実施するよう指示が出された。このような状況下、イ

ンド政府、州政府及び民間企業等は様々な対策を講じている。人的資源開発省（MHRD）は

オンラインポータルサイトや、「Direct to Home TV」、ラジオ放送などの教育チャンネルを

通じて、学習継続のための様々な取り組みを行っている。人的資源開発省の ICT イニシア

チブ「e-Broucher21」は、オンライン教育のための様々なデジタルリソースを組み合わせた独

自のプラットフォームである。以下、初等中等教育及び高等教育における取り組みを紹介す

る。 

 

初等中等教育 

 Diksha ポータル：ビデオ授業、ワークシート、教科書、評価など、カリキュラムに沿

った、児童生徒・教員・保護者向けの e-learning コンテンツが含まれている。 

 e-Pathshala：1 年生から 12 年生までを対象とした、NCERT による複数言語版の e-

learning アプリ。 

 National Repository of Open Educational Resources（NROER）ポータル：本や双方向性

モジュール、STEM に関係するゲーム、ビデオなど、児童生徒・教員のためのリソー

スを複数言語で提供している。 

 

高等教育 

 Swayam：1,900 程のコースを提供する全国的なオンライン教育プラットフォーム。9

年生から 12 年生までの課程に加え、学部・大学院レベルの高等教育課程における工

学、人文科学、社会科学、法律、管理等のあらゆる科目を網羅している。 
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 Swayam Prabha：教育コンテンツを 24 時間年中無休で提供する 32 の DTH TV チャン

ネルがある。これらのチャネルは、DD Free Dish Set Top Box とアンテナを使用して

全国で視聴できる。 

 e-PG Pathshala：大学院生を対象に、ロックダウン期間中、本プラットフォームにおい

て、電子書籍、オンラインコース及び学習資料へのアクセスを可能としている。 

 

教育行政機関が様々な取り組みを行う一方、オンライン教育へのアクセスが困難な障害

児、少数民族、移民・難民・国内避難民、そして農村部の最貧困層のコミュニティにいる子

どもたちが教育から阻害される可能性が高まっている。また、実習や実験、音楽や美術等を

オンラインで教えることが可能であるか、オンライン教育の質をいかに担保できるかとい

う課題も生じている 22。 

加えて、子どもたちのメンタルヘルスや幸福度にも深刻な影響が及んでいるという指摘

もある。National Institute of Mental Health and Neurosciences (NIMHANS)の報告書によると、

オンライン教育のクラス環境は 6 歳未満の子どもたちにとって理想的ではなく、当該年齢

層の子どもたちの液晶画面視聴の推奨時間はわずか 1 時間である。インターネットや学習

端末に夢中になっている子どもは、対人関係スキルを含む、人としての本質的なスキルを身

に付けることが困難になると述べられている 23。 

 

2) 課題の要因 

 上述した課題の主な要因のうち、「社会経済的要因」と「教育技術的要因」について記述

する。 

 

社会経済的要因 

障害児、少数民族、移民・難民・国内避難民、そして農村部の最貧困層のコミュニティに

いる子どもたちが阻害される要因の一つにデジタル・デバイドがある。経済的に厳しい家庭

では、学習端末やインターネット環境を整えることが難しい。 

インドの家庭のほぼ 99.9％に電気は通っているが、特に農村部では電力供給の質が非常

に低くなっている。1 日あたり 12 時間以上電力供給を受けられる農村部の家庭は 47％程で

ある。また、統計及び事業実施省（MOSPI）によれば、2019 年時点で国民の 24％がスマー

トフォンを所有しているが、パソコンを所有している家庭はわずか 11％であり、インター

ネット設備を有している家庭はわずか 24％である。5～24 歳の子どものいる家庭において、

パソコンとインターネット接続の両方を備えているのは 8％に過ぎない。さらに、インドの

農村部と都市部との間にも格差がある。パソコンを有している家庭の割合は、都市部の

23.4％に対して、農村部では 4.4％のみである。インターネット設備についても、都市部で

は 42％であるのに対し、農村部では 15％のみとなっている。 
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教育技術的要因 

教育の質の担保に係る課題の要因としてまず挙げられるのが、多くの教育機関における

デジタル環境設備の未整備である。過去数年間、インド政府はデジタル教育重視の意向を示

してきたが、十分な支出は割かれてこなかった。実際、人的資源開発省の e-learning 予算は、

2019/2020 会計年度の 60 億 4 千万 INR（約 90 億 9 千万円）から、2020/2021 会計年度には

46 億 9 千万 INR（約 70 億 6 千万円）にまで削減されている。 

また、学習評価についても、オンライン教育に適した形に変更する必要がある。しかし現

状では、各種試験についてオンラインで受験状況をモニタリングし、公正に受験しているこ

とを確認することは困難である。 

 

3) 新たなニーズ及び必要な資源 

教育機関の閉鎖により、オンライン教育に対するニーズが高まっている。Zoom、Google 

Meet、Facebook、YouTube、Skype などを活用した授業が実践されている。また、WhatsApp

などを介した、教員、児童生徒、保護者間におけるコミュニケーションが加速している。そ

の中で、教育評価をオンライン教育に適した形に変更することが求められている。 

教育機関は、メンタルヘルスケアに重点を置き、健康ガイドラインを更新し、オンライン

ガイダンスや講義を提供することにより、COVID-19 下でのストレスマネジメントを支援す

る必要がある。COVID-19 に対する不安が高まっていると感じている子どもたちに、適切な

心理的サポートが適時に提供されなければならない。 

 

1.1.3.3 社会保障分野 

(1) 労働安全衛生 
1) 労働安全衛生の法令・体系 

労働安全衛生を定める法律は、「安全衛生及び労働条件に関する法典」である。この法律

は、2019 年に国会に上程された後、審議を経て、2020 年に成立したものである。これまで

包括的に労働安全衛生について定める法律はなく、1948 年工場法、1952 年鉱山法、1986 年

港湾労働者法など産業部門別のものに加え、プランテーション労働者、契約労働者、移民労

働者について定めた法律もあり、極めて複雑な体系となっていた 24。ここ数年、インド政府

は労働者の保護や安全の強化を目的として、既存の労働法の見直しを進めてきた。その過程

において、労働安全衛生分野においても、複数に分かれていた関係法律の統合と再編の検討

が図られ、新法は 13 の労働法を包含している。 

労働安全衛生を担当する機関は、雇用労働省である。同省においては、例えば、工場と港

湾に関する安全衛生は工場指導・労働研究所総局が施策及び法令の立案を行い、州政府の担 

当部局と連携して監督を行っている。また、鉱山については鉱山安全総局が所管している 25。 
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2) COVID-19 のための対策 

 公務担当省は、2020 年 3 月 20 日、政府機関で働く労働者の職場における COVID-19 の感

染を予防するための措置を覚書（Memorandum）として発出した 26。その内容は、①事務所

の入り口におけるサーマルスキャナーや手指消毒器の設置、②呼吸器系症状がある労働者

の隔離、③オフィスビル内への来訪の厳格な管理、④ビデオ会議の推奨、⑤出張の回避、⑥

メールによる応対の奨励、⑦職場内の全てのジム、レクリエーションセンター、託児施設等

の閉鎖、⑧共用スペースの清掃と消毒、⑨洗面所の手指消毒剤、石鹸、流水の定期的な供給、

⑩高齢者・妊婦等のハイリスクの労働者には特に注意を払うこと等である。 

そして、健康・家庭省は、5 月 18 日、職場における感染症の予防と対応のために「職

場における COVID-19 の蔓延を抑制するための予防措置に関するガイドライン」を発出

した 27。その内容は、①基本的な予防対策（ソーシャル・ディスタンスの確保、フェイ

スカバー／マスクの使用、手洗いの励行、アルコール系の手指消毒剤の使用など）、②

事業所における予防対策（上記の政府機関職員に係るガイドラインの規定事項の遵守な

ど）、③発生した場合の対応方法、④クラスターが発生した職場の閉鎖等である。 

 このほか、政府は、医療関係者に特化した労働安全衛生のためのガイドライン 28や病

院等における個人用保護具のガイドライン 29も発出している。 
 

3) 新たなニーズ及び必要な資源 

 2020 年におけるインドの労働政策の分野における最大の動きと成果は、これまでは産業

分野別等に設けられていた労働安全衛生を含む労働条件に関する 13 本の法律が 1 本の法典

にまとめられたことであった。その法案は 2019 年に国会上程された後、審議と採決が 2020

年に持ち越されていた。それもあって、COVID-19 に係る職場における労働安全衛生の分野

では他の国に比べると積極的な取り組みがなされていないように思料される。労働安全衛

生のために発出されたガイドラインについても、職場における職場の衛生の徹底と職場で

感染が発生した場合における対応策に留まっており、テレワークやリモートワークといっ

た新たな働き方を目指した提言はなされていない。なお、医療関係の従事者については、高

い感染リスクにさらされていることや医療サービス提供の重要性を踏まえて、一般的なも

のよりも細かなガイドラインが設けられている。このような事情に鑑みると、インドにおい

ては、職場における衛生の向上や医療従事者の労働安全衛生向上に係る病院での予防策の

充実に資する物品や設備の提供が望まれる。 

 

(2) 脆弱層支援 
1) 状況の変化と解決すべき課題 

COVID-19 はインド経済にも大きな影響を及ぼした。インド全土で行われたロックダウン

は、工場閉鎖や供給網を停滞させ、移民従業員は失業した 30。ILO によれば、COVID-19 の

影響により、4 億人のインフォーマル・セクターで働く人たちが貧困に陥る可能性がある。 
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さらに彼らは、衛生的な環境にアクセスすることが困難であり、COVID-19 に対する感染

予防が不十分である。仕事も社会保障も職場の安全も確保されていない 31。 

 このような状況下、インド政府は、1.7 兆 INR（約 2.6 兆円）の支援パッケージを用意し、

次のような支援を提供した 32。 

 貧困層 8 億人に、5 キロの米もしくは麦、1 キロの豆を 3 カ月間配布。 

 金融包摂プログラム Pradhan Mantri Jan Dhan Yojana（PMJDY）iに加入している 2 億人

の女性に、500 INR（約 752 円）を 3 カ月間配布。 

 MNREGAii時給を 182 INR（約 274 円）から 202 INR（約 304 円）に増額 33。 

 3,000 万人の貧しい高齢者、未亡人、障害者に 3,000 INR（約 4,515 円）の給付。 

 農業従事者に 2,000 INR（約 3,010 円）の支給。 

 州政府に対し、ビル建設従業員福祉基金の 500 億 INR（約 752 億円）の使用許可。 

 労働者準備基金 34に加入している労働者に、75％までの積立金の引き落としを認め、

3,900 億 INR（約 5,869 億円）が引き落とされた。 

 

2) 課題の要因 

上述した課題の主な要因のうち「経済的要因」と「社会文化的要因」について記述する。 

 

政治制度的要因 

もともと人口の 21.9％が貧困ライン以下の生活をしていたが、COVID-19 感染拡大により

慢性的貧困と不平等が助長された。インドの社会保障制度は、社会保険、年金制度、医療保

険から成り立っている。社会保険は、失業保険や医療保険、労働災害補償などがあり、退職

金給付もカバーしている。しかし 2016 年時点で加入者数は 510 万人しかいない。年金制度

も構築されているが、加入者は 1,010 万人に留まっている。医療保険は、貧困ライン以下の

層も対象とし、貧困層の保険料は政府が負担しているが、加入者は全体の約 57％となって

いる 35。 

 

社会文化的要因 

インドでは、カースト、ジェンダー、経済格差などの構造的差別、児童や高齢者などに対

する年齢的差別、障害者、移民、HIV/AIDS 患者、性的マイノリティに対する社会的差別な

どが生じている。構造的差別の被害者は、保健や医療機関へのアクセスに制限がある。 

女性には二重の差別に苦しんでいる。ジェンダーに加え、特別なカースト、階級、民族差

 
 
i PMJDY は、インド政府の金融包摂プログラムで銀行口座、送金、保険、年金などの金融サービスへの

アクセス拡大を目的としたプログラム 
ii MNREGA とは、The Mahatma Gandhi National Rural Employment Guarantee Act, 2005 の略称で労働者の時

給が定められている。 
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別が存在する。インドで女性は男性より低い位置にいる。人生に関することさえも、僅かな

資源と意思決定しかできない。早期結婚と出産は、女性の体に大きな負担となっている。

28％の女性が、法律で定めた婚姻年齢以下で結婚し出産している。低カーストの女性は、他

人に頼って生活するしかない 36。 

1.6 億人存在するダリット（不可触民）の人たちは、社会的障害者であり、極度の貧困に

陥っている。彼らの人権は侵害されている。ストリート・チルドレンは、約 1,800 万人存在

し、何の保護も受けていない。貧困家庭児の死因は、慢性的な飢えと栄養失調である。高齢

者の脆弱性は、病気だけでなく、経済的に子どもや他の家族に依存していることにもある 37。

障害者は、必要な物資やサービスを受けることができず、様々な差別に直面し、教育や雇用、

他の社会経済活動に参加することが困難である。 

 

3) 新たなニーズ及び必要な資源 

社会保障制度の拡充とインフォーマル・セクター（特に障害者）の雇用促進 

インドでは、近年、社会保障制度が構築されつつあるが、加入者が限定されており、特に

貧困層にはメリットが少ない。またインフォーマル・セクターの労働者が多く存在し、特に

障害者や女性は社会的差別も強く、就職や生計の維持が困難である。もっとも重要なことは、

社会保険制度の加入促進であり、自営業者でも社会保険に加入しやすい仕組みを構築する

ことも重要である。加えて、インフォーマル・セクターで働く女性や障害者に対し、安定し

た職場提供も求められている。社会的差別や偏見から、特に女性と障害者はインフォーマ

ル・セクターの就業が一般的だが、企業や社会が女性や障害者の価値や能力を見直し雇用が

促進されれば、彼らの収入が安定すると同時にインフォーマル・セクターの削減にもつなが

る。 

 

社会的差別の軽減 

 女性・障害者・ダリットなどに対する社会的差別や偏見の軽減。特に女性の役割転換や軽

減が必要となる。 

 

1.1.3.4 本邦製品・技術活用の可能性 

(1) 外国投資・輸出入・外国技術の利用に係る法規制・制度 
インド準備銀行が所管する外為管理法に基づき、商工省産業政策促進局が毎年発表する

統合版海外直接投資（FDI）ポリシーにより、外資の参入が禁止される分野と規制される分

野が規定されている。最近では、2019 年 8 月に、単一ブランドを扱う小売業、炭鉱業、受

託生産分野、デジタルメディア分野で、外資出資比率の規制の緩和等が発表された。インド

への投資を検討するにあたっては、予定する業種が規制対象に該当しないか、該当する場合

にはどのような規制の対象となるかを確認する必要がある。基本的には、外国投資が禁止さ

れている下表のような業種（ネガティブ・リスト）に該当しなければ、出資上限規制の範囲
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内で外国投資が自動認可される 38。 

 

表 1-5 ネガティブ・リスト 
No. 業種 

1 宝くじ事業（政府または民間の宝くじ、オンライン宝くじ等を含

む） 
2 賭博および賭け事（カジノ等を含む） 
3 チットファンド（日本の「無尽」に該当する互助組織） 
4 ニディカンパニー（互助金融会社） 
5 譲渡可能な開発権の取引業 

6 

農場の建設または不動産事業（タウンシップの開発、住宅/商業用

建物、道路や橋梁の建設、2014 年インド証券取引委員会(不動産

投資信託)規則に基づく登録・規制を受ける不動産投資信託を含

まない） 

7 葉巻、両切り葉巻たばこ、小型葉巻たばこ、葉巻たばこ、たばこ、

たばこ代用品の製造 

8 
民間部門による投資に開放されていない活動または産業分野

（(Ⅰ)原子力および(Ⅱ)統合版 FDI ポリシーにおいて一部許可さ

れる活動以外の鉄道事業等） 

出所：株式会社国際協力銀行（インドの投資環境/2019 年 12 月） 

 

インドにおける外国投資・輸出入・外国技術の利用に係る法制度の運用においては、広範

な分野におけるその不透明さが課題として挙げられる。例えば、用地取得については、正式

な手続きを経て土地を収用し工業用地として開発された後になって、地権者であった農民

が値上がり益を要求してくるようなケースが生じている。また税制面では、税金の還付手続

きが長期にわたり完了せず、キャッシュ・フローを圧迫しているケースや、州政府が外資企

業向けの優遇税制を突然廃止しようとするなどの事例があるとのことである。制度自体の

変更が必要な場合でも、州政府の独立性が強く、統治システムが複雑で政策の意思決定に時

間がかかるため、民意反映の意思決定は遅いといえる 39。 

 

(2) 本邦製品・技術の活用に係る留意点 
 インドにおける本邦製品の導入に際しては、次のような留意点が挙げられる。 

1 つ目に、インドで利益を出すことは概して容易ではないということである。国際協力銀

行の「わが国製造業企業の海外事業展開に関する調査報告 – 2018 年度海外直接投資アンケ

ート結果（第 30 回）」によると、インドでの事業の課題として最も多い回答は「他社との厳

しい競争」となっている。また、JETRO の「2018 年度アジア・オセアニア進出日系企業実

態調査」でも、インドでは「競合相手の台頭（コスト面で競合）」が経営上の問題点として

挙げられており、対象 19 カ国中、最も高い比率となっている。この要因として、東南アジ

アとは異なるインドの経済発展の経緯が考えられる。進出日本企業へのヒアリングによる

と、多くの企業が東南アジアや中国での日本の成功モデルがインドでは通用しないと述べ

ている。東南アジアでは地場産業の存在しなかった国に日本企業が進出し、産業育成を目的

とした現地国政府の保護・支援政策を受けて事業を発展させてきたが、インドの場合は独立
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後の長年にわたる閉鎖的な経済政策の下、自動車や自動車部品を含む多くの産業が育成さ

れてきた歴史がある。品質の面では先進国に及ばないものの、価格の面では地場企業が概し

て有利な立場にあり、低価格を重視するインド人の消費マインドとも相まって、外資企業に

とって厳しい競争環境が待ち受けている。このような環境下で利益を上げられるようにな

るには、時間がかかることを認識する必要がある他、地場企業をパートナーとして販売網や

調達ルートを活用する、税制や法務関連の様々なトラブルに対処できる有能かつ信頼の置

けるインド人スタッフを雇用する、インド人の消費者に有効な宣伝・広告方法を検討するな

ど、幅広い工夫が求められる。 

2 つ目に、輸送や電力といったインフラが質・量ともに日本企業の求める水準に達してい

ないことが挙げられる。都市部の道路渋滞や、港湾・通関に関する手続の長期化は依然とし

て課題である。電力については近年大幅な供給不足は解消されつつあるものの、スポット的

な停電対策のため、自家発電設備によるフルバックアップが必要な場合もある。 

3 つ目に、近年は、高成長の持続や投機的な不動産取引の活発化などを背景に、地価や賃

金が上昇していることが挙げられる 40。 

インドは独立後から 1980 年代にかけて厳しい外資規制を採用していたため、一定の技術

水準を有する製造企業が数多く存在している。このような地場企業は「安く作ること」に強

みがあり、価格競争に晒されやすい製品の場合は特に地場企業との競合が激しくなる。その

ため、日本で想定した単価が通用せず、収支計画（売上、利益）が未達となり、黒字化や初

期投資の回収までに年数を要する日本企業も少なくないといわれている。したがって、イン

ドへの進出に際しては、黒字化への道のりが長いことを想定し、運転資金等の十分な確保が

必要であるといえる。厳しい価格競争環境を踏まえた上での事業戦略が求められることに

なる。 

 また、インド人の民族性の一つに、話し好きなことが挙げられる。日本人にとって、本邦

製品を導入する上で、際現地関係者の話に耳を傾け、必要な情報収集を行うとともに、信頼

関係を形成することは重要なことである。しかし、限られた時間の効率的な活用の観点から

は、オン・オフの切り換えや、いかに会話の主導権を握るか、さらに、クローズド・クエス

チョンなどの会話技法の活用も有効な戦略となるだろう 41。 
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https://legaldesire.com/constitutional-rights-and-safeguards-provided-to-the-vulnerable-groups-in-india/
https://www.jbic.go.jp/ja/information/investment/images/inv_india10.pdf
https://www.jbic.go.jp/ja/information/investment/images/inv_india21.pdf
https://www.jbic.go.jp/ja/information/investment/images/inv_india30.pdf
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1.1.4 フィリピン 
1.1.4.1 COVID-19 感染者数の推移と増減の要因 

(1) 感染者数の推移 
1) 国内で感染事例が初めて確認された日と感染経路 

保健省（MOH）が最初の感染者を発表したのは 2020 年 1 月 30 日である。最初に感染が

確認されたのは、1 月 21 日に中国武漢市から香港を経由してフィリピンに入国した中国人

女性（38 歳）であった 1。フィリピン国外で感染し、入国したものと考えられている。その

後、3 月 7 日には最初のフィリピン国内での感染が確認された 2。 

 

2) 感染者数・死亡者数の推移 

 2020 年 12 月 22 日現在の累計感染者数は 462,815 人、死亡者数は 9,021 人である。東南ア

ジアにおいてはインドネシアに次ぎ、2 番目に感染者が多くなっている。 

1 日の感染者数の推移は下図のとおりである。1 日の感染者数が最も多かった日は 8 月 10

日（4,476 人）、次に多かった日は 7 月 27 日（4,140 人）であり、その頃をピークに緩やかに

減少していることが分かる。一方、1 日の死亡者数の推移についても、8 月 11 日及び 10 月

1 日（74 人）が最多であり、以降、緩やかに減少している。 

 

 

出所：保健省ホームページ 3 

図 1-7 1 日あたりの新規感染者数（2020 年 12 月 22 日現在） 
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出所：保健省ホームページ 4 

図 1-8 1 日あたりの死亡者数（2020 年 12 月 22 日現在） 

 

3) 感染者数増減の主な要因 

 感染者が 2020 年 3 月以降、急増した理由について、フィリピン保健省のベルヘーレ次官

は、「検査数の増加」「経済活動の再開による人と人の接触や移動の増加」「マスク着用等の

健康スタンダードの忘却」「マニラ首都圏の交通機関や職場等密な空間やコミュニティにお

けるクラスターの発生」を挙げている 5。 

 一方、9 月以降の感染者数減少について、フィリピン大学教授で OCTA 調査チームの Guido 

David 博士は、人々がマスクやフェイスシールドを着用したり、ソーシャル・ディスタンス

を確保したりするようになったことの効果が現れ、検査数の増加により感染拡大が抑えら

れていることが要因であると分析している 6。 

 

(2) 主な防止策と社会の反応 
1) 政府による主な感染防止対策 

政府は 2020 年 1 月 28 日に新型感染症対策のための省庁横断タスクフォース（IATF-EID）

を招集、中国に滞在するフィリピン人への情報提供や支援、湖北省からの入国制限等に関す

る勧告を出した。以降、同タスクフォースが、感染拡大防止策に関する決議を行った。 

2020 年 3 月 8 日には、市中感染が確認されたことを受け、ドゥテルテ大統領が緊急事態

を宣言した。3 月 12 日には、COVID-19 の警戒レベルを Code Red Sublevel 2（最高レベル）

にまで引き上げて、3 月 15 日から 30 日間、マニラ首都圏において「強化されたコミュニテ

ィ隔離」措置を執ることが宣言された。指定期間中は、マニラ首都圏内外の往来が禁止され

たほか、公衆衛生、立法、司法を除き行政機関は最低限の職員を維持するのみとして機能を

停止、民間には柔軟な業務体制をとることが勧告された。しかし、感染拡大に歯止めがかか

らなかったため、同措置は 3 月 16 日にルソン島全域に拡大、食料や医薬品など必要不可欠

な物資の購入以外の外出は許可されなくなった。3 月 19 日には、外国人への新規査証発給、

ビザ免除措置についても一時停止された。 
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以降、地域ごとの状況に応じ、以下の 4 段階のコミュニティ隔離が取られている。 

 

表 1-6 コミュニティ隔離の段階 
 強化された

コミュティ

隔離措置

（ECQ） 

修正を加えた強化され

たコミュニティ隔離措

置（MECQ） 

一般的なコミュニティ隔離

措置（GCQ） 

修正を加えた一般的な

コミュニティ隔離措置

（MGCQ） 

外出 認可された事業所での勤務、生活に必要な物資やサービスを得る場合に限定される。 
運動 不可 マスク着用、他者との距

離確保、道具の共用なし

で、他社との接触のない

屋外スポーツは可能（ウ

ォーキング、ジョギン

グ、ランニング、自転車） 

MECQ に加えて、ゴルフ、

水泳、テニス、バドミント

ン、射撃、乗馬、スケートボ

ードも可能。クラブハウス

のレストランとカフェは店

舗の 30％以内で夜 9 時まで

営業可。 

屋内、屋外を問わず、他

者との接触のないスポ

ーツは可能。 

集会 不可 宗教関連は 5 名まで可 宗教関連は会場定員の 30％
まで可 

会場定員の半分まで可 

交通 公共交通運

休、航空は

限られた国

際線のみ 

航空：限られた国際便 
管理された入国（フィリ

ピン人の帰国等） 
自転車など動力装置の

ない交通手段を奨励 

乗員間の距離を確保し、安

全管理を徹底したうえで公

共交通運行 

公共交通、民間交通機関

共に、運輸省ガイドライ

ンの下で通常通り運行

（ただし、乗員間の距離

を 1m 以上確保） 
学 校

（ 調

整中） 

対面授業は中止 
（学校施設閉鎖） 

（基礎教育）2020 年 10 月 5
日～2021 年 4 月末を想定 
始業後も遠隔通信授業を混

合した運営を想定 

対面授業も限定的に可

能（衛生管理を徹底。地

方自治体の了解が必要） 

政府 最小限の人員が出勤、他は在宅勤務等 全員出勤も可能（代替勤務形態を推奨） 

出所：JETRO マニラ事務所 7 

 

2) 施策による社会的影響 

国民は概ね、政府の対応を肯定的に受け止めている。9 月の世論調査によれば、国民の 84％

がドゥテルテ政権の感染防止対策を支持している 8。 

しかし、社会経済への影響は深刻である。コミュニティ隔離の実施により、2020 年 4 月

の失業率は過去最悪の 17.6％にまで上昇した。アテネオ・デ・マニラ大学の Ducanes 准教授

らによる零細企業を営む 97,000 世帯を対象にした調査によれば、休業や営業時間の短縮の

結果、世帯収入が激減、ほぼ全てで何らかの支援を得る状態となっていた 9。フィリピン開

発予算調整委員会は 2020 年の GDP の成長予測をマイナス 8.5％～マイナス 9.5％に下方修

正している。 

 

1.1.4.2 教育分野 

1) 状況の変化と解決すべき課題 

COVID-19 感染拡大を受け、ドゥテルテ大統領は、2020 年 3 月 10 日から 5 日間、マニラ

首都圏の全ての基礎教育及び高等教育機関の閉鎖を発表した。閉鎖期間は延長、17 日には

ルソン島全域にまで措置が拡大した。その後の教育機関の状況は以下のとおりである。 
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基礎教育機関（教育省 DepED 管轄）の状況 

学校閉鎖直後の 2020 年 3 月 16 日～20 日は第 4 学期の試験期間であったが、学校閉鎖地

域においては試験の実施は見送られた。新学年開始は 2020 年 10 月 5 日 iとなり、基本的に

は COVID-19 ワクチン接種まで対面授業は実施されないこととなった。教育省が 6 月 19 日

に発行した 2020/2021 年度の基礎教育継続計画に関するガイドラインには以下の教育形態

が提示されている。 

 

表 1-7 教育省が提示している教育形態 
遠隔教育 モジュールに

基づいた遠隔

教育 

紙もしくはデジタル媒体のモジュール等を用いて自習、教員にメ

ールや電話、テキスト等で教員に質問。教員は学習進捗を確認、可

能であれば家庭訪問。 
オンライン遠

隔教育 
インターネットを用いて、教員－児童生徒、児童生徒同士が双方向

的な学習を実施。但し、良好なインターネット環境が必要。 
テレビ/ラジオ

指導 
ビデオ授業やラジオ授業を用いた自習。保護者の協力が不可欠で

あり、自主的に学べない児童生徒には不向き。 
ブレンド型学習 ‐ 対面授業と遠隔教育の組み合わせ。 
ホームスクーリ

ング 
‐ 保護者、家庭教師による指導。 

出所：教育省「2020/2021 年度の基礎教育継続計画に関するガイドライン」10より KRC 作成 

 

教育省は 2020 年 2 月に ICT 部門に EdTech ユニットを設立し教員に対する教育活動を実

施するほか、3 月には教材共有ポータル DepEdCommons を立ち上げ、4 月には Facebook を

通じた情報提供を開始するなど、遠隔教育実施のための環境整備を進めている。 

 

高等教育機関（高等教育委員会 CHED 管轄）の状況 

 2019/2020 年度の終了に関して、高等教育委員会は学問の自由に係る問題であることから

各大学の判断に任せると発表した。大学暦及び自動進級にするかどうかについても、各大学

の状況に応じて調整された 11。 

2020/2021 年度については、2020 年 9 月 2 日に高等教育委員会が「フレキシブルな学習を

実施するためのガイドライン」を発行した。①学習技術、②学習内容、③評価、④学習支援、

⑤方針、⑥概観、オリエンテーション・ガイドの観点から、オフライン、ブレンド型、オン

ラインを組み合わせて学習・指導を柔軟に実施することが求められる。 

なお、高等教育委員会も高等教育機関向けの教材共有プラットフォーム PHIL CHED 

CONNECT を立ち上げている。 

 

教育行政機関が様々な施策を打ち出す一方、いかに児童生徒の学習を保障するか、かつ質

 
 
i 通常 6 月第 1 月曜日から 8 月末までの間に開始することとなっている。 
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の高い教育を提供できるかという点においては大きな課題を抱えている。2020 年 11 月 6 日

の教育省サン・アントニオ次官の発表によれば、2020/2021 年度の就学者数は前年度比マイ

ナス 10％であった 12。また、技術職業科目や高等教育の実習等を伴う授業は実施されてお

らず、代替手段が提供されていないことも課題となっている 13。 

 

2) 課題の要因 

 上述した課題の主な要因のうち「社会経済的要因」と「教育技術的要因」について記述す

る。 

 

社会経済的要因 

インターネット及び学習端末へのアクセスの困難さが、児童生徒の学習へのアクセスを

阻んでいる。インターネット及び学習端末にアクセスできる公立学校の児童生徒は 47％以

下であり、地方においては 10％にも満たない 14。インターネット回線が利用可能な地域に

住んでいる児童生徒であっても、接続料金や電気料金の支払いが困難な家庭も少なくない。 

背景には世帯間の経済格差、地域格差がある。世帯の教育への年間支出額は、世帯収入の

約 3％に留まっており、収入が低い世帯ほどその割合は低くなる傾向にある。また、マニラ

首都圏やその近郊にある Region 3 では光ファイバーのインターネット回線が利用可能なバ

ランガイ iiが 50％以上であるのに対し、その他の地域では 30％以下となっている 15。 

就学者数が 2019/2020 年度と比較して減少していることについては、COVID-19 感染への

不安、保護者の失業による家庭の経済状態の悪化等が要因と考えられている。保護者の児童

生徒への支援は、学習保障に不可欠な要素である。保護者が共働きで時間がとれない、指導

の経験がない、教育に理解がない等の理由から勉強を見てもらえない、家の中が常に騒がし

く適切な学習環境を確保できない児童生徒も少なくない。 

 

教育技術的要因 

教員の指導技術も教育の質に大きく影響している。ほとんどの教員はオンラインでの指

導経験を有さず、試行錯誤しながら遠隔教育を実施している。教育省が 2020 年 4 月に実施

した調査によれば、遠隔教育に関する研修の受講経験がある教員は 9％であった 16。2010 年

以降、教育省は公立学校への ICT 機器導入や ICT 利活用を推進すべく、100 万台以上のデス

クトップ／ノートパソコン、タブレットを配布するなどしていた。しかし、インターネット

接続が可能な公立学校は 48％、遠隔教育に関する研修が実施されたのは 2020 年に入ってか

らであり、教員が遠隔教育をすぐに実施できる状況にあったとは言い難い。教育省の調査に

よれば、教員の 87％がデスクトップ／ノートパソコンを保有しているものの、自宅でイン

ターネットに接続可能なのは 49％に留まっている 17。ICT リテラシーの低い教員も少なく

 
 
ii 都市や町を構成する地方自治単位 
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ないと考えられる。 

また、教材の質の低さも要因の一つと考えられる。教育省には 10 月 23 日までに、教育省

や地方事務所等が作成した学習モジュールに関する 56 の誤りが報告されている。内容、計

算、スペリング、文法、印刷上の誤りに加え、ジェンダー・ステレオタイプや差別を助長す

る内容も含まれていた 18。教育省は新学年開始を 2 回、延期し、ある程度の準備時間を確保

してから遠隔教育の実施に踏み切った。しかしながら、質の高い学習モジュールを準備する

には、時間が不十分であったと考えられる。但し、COVID-19 感染拡大以前にも教科書の誤

りは問題になっている。2019 年に監査委員会は教育省に対して公立学校で使用されている

教科書の誤りを修正するよう求めており 19、教材の質の管理体制にも従来から課題があっ

たことがうかがえる。 

 

3) 新たなニーズ及び必要な資源 

 政府は 2021 年度国家予算案の策定に際し、遠隔教育の環境整備等を推進することを表明

し、以下を優先事項として挙げている。 

 

表 1-8 教育セクターにおける優先事項 
フレキシブルな学習の選択

肢の拡大・制度化 
状況に応じ、オンライン学習、紙媒体のモジュールを使用した学習、テレ

ビ/ラジオ指導も実施。e-learning ポータルへの無料アクセスやインターネ

ット料金のディスカウント等について民間セクターと協力するとともに、

私立教育機関の児童生徒や教員への支援も拡大。 
多様な形式、多様な戦略に

よる教育継続計画の促進 
教育省だけではなく関係機関との連携が重要。情報通信技術省と連携し学

習管理プラットフォームを構築・維持することがフレキシブルな学習実現

には重要。 
オンライン及びブレンド型

教育を通じた成人教育 
大規模公開オンライン講座や対面での接触を減らしたブレンド型教育訓

練を推奨。教育機関に民間セクターや専門機関との協力を促し、継続専門

能力開発として認定されるコースを増加。 
オンラインプラットフォー

ムへの優先的投資 
既存の e-learning プラットフォームを改善、新規のプラットフォームを構

築。教材開発、フレキシブルな学習の選択肢拡大、テレビ/ビデオ指導へ予

算を配分するほか、児童生徒や教員への支援、教員研修を充実。 

出所：予算管理省 National Budget Memorandum No.13620より KRC 作成 

 

上記を受け、オンライン学習に関する技術や製品へのニーズが急速に拡大することが予

想される。野村総合研究所の調査によれば、フィリピンで活動する EdTech 関連企業は 100

社未満であり、コンテンツを提供する企業が最も多く、次いで、学習管理システム、学校管

理システムを提供する会社となる。オンライン学習を支援する機器、ロボットやプログラミ

ング等の教育キット、プラットフォームを提供する企業は少ない。今後のトレンドとして、

貧弱な通信環境や ICT リテラシーの低い利用者でも対応可能な製品・技術へのニーズがあ

ると分析している 21。 
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1.1.4.3 社会保障分野 

(1) 労働安全衛生 
1) 労働安全衛生の法令・体系 

フィリピンの労働安全衛生を規制する主な法律は、労働法 22及び労働安全衛生基準 23で

ある。労働安全衛生基準は 1978 年に成立した後、1989 年に改正が行われ、就業場所の基準、

就業場所の環境、個人用保護具、危険有害物質、溶接・溶断、ボイラー・圧力容器、爆発物

など広範な規定が設けられている。そして、2018 年に成立した「労働安全衛生基準遵守強

化及びその違反につき罰則を定める法律」24に基づき、職場における労働安全衛生基準の遵

守が強化されている。同法及び同法施行細則では、①死亡・傷病などの恐れのない職場環境

の提供、②労働者に対する職場の安全に関する訓練の実施、業務上の危険に関する情報提供、

③業界基準に基づく装置・装備の使用、④労働安全衛生基準の遵守、などが規定されており、

違反には罰金が課される。また、労働者の権利として、①職場における危険性を知る権利、

②必要な訓練・教育を受ける権利、③労災事例を政府等に報告する権利などが定められてい

る。また、職場に差し迫った危険な状況が存在する場合、特に雇用者が是正措置を取らない

場合には、労働者が働くことを拒否する権利も認められている 25。 

労働安全衛生を担当する機関は、労働雇用省（DOLE）の労働条件局、及びその傘下にあ

る労働安全衛生センターである。労働雇用省・労働条件局が労働条件に関連する法律施行、

政策・プログラム開発などの機能を担っており、労働安全衛生センターは、安全衛生に関す

る研究、訓練、情報発信などを担っている。 

 

2) COVID-19 のための対策 

労働雇用省は、早くも、2020 年 1 月 31 日、COVID-19 に対処するため「職場における

COVID-19 の予防と管理に関するガイドライン」26を発出した。なお、同省は、3 月 4 日、

「柔軟な仕事のアレンジに関するガイドライン」27を発出している。これは、企業に対し

て、テレワーク、在宅勤務、労働時間の短縮、労働者のローテーション、休暇等を採用す

るよう奨励するものである。 

さらに、労働雇用省は、2020 年 4 月 30 日、通商産業省（DTI）と共同で、「COVID-19 の

職場における予防と管理に関する暫定ガイドライン」28を発出するに至った。なお、同ガイ

ドラインについては、8 月 15 日に補足ガイドライン 29が発出されている。ガイドラインに

は、事業主が実施すべき予防策について詳細に定めている。主な内容は、次のとおり。 

 身体的・精神的な回復力を高める（従業員に対するメンタル面でのサポート、従業員の

バタンガス州の公立高校校長の質問紙回答： 
「オンライン授業実施のための学習端末や教材へのニーズがある。オンライン授業に関して、我々の

技術を向上させてくれる人材が欲しい。」 
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ワーク・ライフ・バランスへの配慮など） 

 感染を減らす（フェイスマスク・フェイスシールドの着用、ソーシャル・ディスタンス

の確保、手洗いの励行、事業場の換気など） 

 接触機会を減らす（高齢者・妊娠中の女性・既往歴のある者など高リスクの者の在宅勤

務、多数が集まる機会の削減、会議の制限、顧客との取引時間の短縮など）。 

 感染可能性を低くする（従業員の職場への入場の際の検温・体調チェック、感染発生時

の対応など） 

 職場における感染者の管理 

 COVID-19 検査の実施 

 法律に基づく労働安全衛生委員会の設置・運営 

 

3) 新たなニーズ及び必要な資源 

政府が発出している労働安全衛生のためのガイドラインの記載事項への的確な対応がで

きるよう環境を整える必要がある。そのためには、職場における衛生を増進するための消毒

剤、事業場での感染防止のための労働者の入退場管理機能・モニタリング機能、テレワーク

のための機器・設備の整備が必要となっている。また、フィリピンのガイダンスの特徴とし

て、労働者に対するメンタル面でのサポートの必要性を明記している点が挙げられる。この

分野においても、そのような対応が図れるよう、使用者への援助が必要である。 

 

(2) 脆弱層支援 
1) 状況の変化と解決すべき課題 

COVID-19 によりフィリピンの脆弱層も社会経済面で深刻な被害を受けている。収入が減

少し生活費を得ることが難しくなった。また多くの海外労働者（Overseas Filipino Workers, 

OFW）の契約が破棄され、帰国を余儀なくされた。中小企業や小売業の閉店が続発し、失業

者も増加した。市場では生活必需品が高騰する一方で、COVID-19 感染により医薬品の支出

が増加したり、収入が減少したりして、貯蓄が枯渇した脆弱層も多い 30。 

また国連によれば、女性に対する暴力が増加している。同時に、女性は食料を確保するこ

とも難しくなった。自宅に籠もる時間が増えたことで、テレビやインターネット利用が増加

し、子どものオンライン中毒、オンライン性的虐待のリスクが増加している。 

Project Inclusion Network が障害者 75 人を対象に実施した調査 31によれば、70％の障害者

の仕事に影響が生じていた。在宅勤務になった人、日雇労働者になった人、また収入が減少

した人もいた。さらに失業の危機にも直面している。多くの人は生活環境を変えることに困

難を感じ、また今後、就職機会を見つけることはさらに困難になると予測している。 

フィリピン政府は脆弱層に対し、次のような支援を提供している。 
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表 1-9 フィリピン政府が脆弱層を対象に実施した支援 
支援名 概要 

社会改善プログラム 32 セーフティネットの構築や緊急補助金の配布などを目的に 2,060 億 PHP（約

4,665 億円）を貧困世帯や失業者に準備。 
緊急補助金プログラム
33 

1,800 万世帯を対象とした現金給付。5,000PHP（約 11,322 円）から 8,000PHP
（約 18,115 円）を 2 カ月間支給。まず 17,651,960 世帯に給付され、6 月には

追加で 360 万人に給付。複数の金融機関がアプリによる支払いを実施。 
高齢者支援 275 万人の貧しい高齢者に 3,000PHP（約 6,793 円）を支給。 
危機的状況に対する支

援 
27 万人以上の隔離されたコミュニティの住民に、医薬品、埋葬、食料、移動、

教育などに係る合計 11 億 8 千 PHP（約 26 億 7,192 万円）相当の支援。 
正規雇用者に対する

COVID-19 調整対策プ

ログラム 

正規雇用者 65 万人以上に 5,000PHP（約 11,322 円）を支給 34したほか、帰国

した外国労働者 8 万 6 千人以上に 1 万 PHP（約 22,643 円）を支給。海外のフ

ィリピン労働者 12 万人以上に 200USD（約 22,042 円）を支給 35。 

出所：各資料より KRC 作成 

 

その他にも、インフォーマル・セクター33 万人以上の一時雇用、590 万人以上の米農家に

5,000PHP（約 11,322 円）の一時金を支払っている。 

一方で支援対象者の選定や確認、また密にならない配布方法などで課題も見られた。特に

大都市では、対象者の把握に時間を要し給付が遅れた。また配布時に長蛇の列が生じ、ソー

シャル・ディスタンスの維持が困難であった。さらに仲買人が横行し、一人 150PHP（約 340

円）から 300PHP（約 679 円）の仲介料で申請を行ったり 36、183 のバランガイでは職員の

不正給付に関する調査が行われ、すでに 2 人が逮捕されたりしている 37。ほかにも賄賂の問

題が指摘され、給付金の不足も生じた。オンライン給付では技術的な問題が生じた。 

 

2) 課題の要因 

 上述した課題の主な要因のうち「政策制度的要因」と「社会環境的要因」について記述す

る。 

 

政策制度的要因 

 フィリピンには従来から貧困層が多く、貧富や地域の格差が生じ、深刻な問題となってい

た。多くの脆弱層はインフォーマル・セクターで働いているため、社会保障制度や医療保険

への加入が少ない。したがって、COVID-19 のような感染症流行時や災害時でも制度的な保

障から得られる恩恵が少ない。このような脆弱層に対する政府や NGO の支援は、現金給付

や食糧・衛生用品の配布など一時的な対応が多く、問題の根本的解決にはつながっていない

38。地方自治体では、情報技術を活用した現金給付を行っているが、また十分に機能してい

ない 39。 

 

社会環境的要因 

 フィリピンは 7,000 以上の島々からなる島嶼国であり、公用語はフィリピノ語と英語だが

地域により言語が異なり、宗教や文化も異なっている。また地方自治体の権限が強く、福祉
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や教育は地方自治体の役割となっている。そのため、都市と地方格差に加え、地方間でも格

差が生じている。中央政府からの指示や情報が十分に伝わらず、支援物資が行き渡らない場

合もある。 

 

3) 新たなニーズ及び必要な資源 

社会保障制度の拡充とインフォーマル・セクター（特に障害者）の雇用促進 

フィリピンには社会保険や医療保険に加入していないインフォーマル・セクターの労働

者が多く存在し、特に障害者や女性はインフォーマル・セクターが多い。COVID-19 などの

非常時には、彼／彼女らにこそ支援を提供する必要があるが、現在の社会保険制度では受け

られる恩恵が少ない。そこでもっとも重要なことは、社会保険制度の加入促進、つまりイン

フォーマル・セクターから正規雇用とすることであり、また自営業者でも社会保険に加入し

やすいな仕組みを構築することである。加えて、インフォーマル・セクターで働く女性や障

害者に対し、安定した職場提供もより一層求められている。社会的差別や偏見から、特に障

害者は就労が困難と考えられているが、企業が社会障害者の価値や能力を見直し雇用が促

進されれば、障害者の収入が安定すると同時にインフォーマル・セクターの削減にもつなが

る。 

 

1.1.4.4 本邦製品・技術活用の可能性 

(1) 外国投資・輸出入・外国技術の利用に係る法規制・制度 
外国投資 

 外国資本の投資が規制・禁止される業種は、外国投資法の規定に従い「ネガティブ・リス

ト」に記載され、定期的に改訂される。リスト A は「外国人による投資・所有が、憲法及び

特別法により禁止・規制されている分野」、リスト B は「安全保障、防衛、公衆衛生、公序

良俗の脅威、中小企業保護の観点から外国人による投資・所有が規制される分野」である。

前者において、払込資本金額が 250 万 USD（約 2 億 7,552 万円）未満の小売業には外国資本

の参入や外国人の就業は認められていない。また、教育機関の所有、設立、運営に関しては、

外国資本は 40％以下に制限されている 40。 

 

輸出入 

 貿易産業省が貿易政策の策定を管轄している。関税法により輸入品目は、「自由輸入品目」、

「輸入規制品目」、「輸入禁止品目」に分類される。教育・社会保障分野の製品は原則、規制

対象ではない。但し、関税法第 101 条に規定される「フィリピン政府に対する反逆、反乱、

暴動、転覆、法に対する実力的抵抗を主張するもの」「フィリピン知的財産法またはその他

の関連法を侵害する商品」であると判断された場合には輸入が認められない。また、食品医

療品法に違反した混合物、表示が不適切な場合も輸入が認められない。 

 輸入関連法には、セーフガード法（共和国法第 8800 号）及び施行細則（共同行政命令第
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03-00 号）、アンチダンピング法（共和国法第 8752 号）、相殺関税法（共和国法第 8751 号）、

戦略取引管理法（共和国法第 10697 号）などがある。輸入業者輸入業者及び通関業者の認定

に関するガイドラインは、歳入庁及び関税局からそれぞれ公布されている 41。 
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1.2 アフリカ地域

1.2.1 ケニア 
1.2.1.1 COVID-19 感染者数の推移と増減の要因 

(1) 感染者数の推移 
1) 国内で感染事例が初めて確認された日と感染経路 

ケニアにおいて感染事例が初めて確認されたのは、2020 年 3 月 13 日、ロンドン経由で米

国から帰国した女性が、自ら病院で検査を依頼して見つかったことによる。その後、同感染

者の濃厚接触者から複数の感染者が見つかり、3 月 20 日に全国でロックダウンの措置が執

られた。 

 

2) 感染者数・死亡者数の推移 

2020 年 12 月 9 日時点で、感染者数 89,661 名、死亡者数 1,552 名であった。 

 

 

 

出所：保健省ホームページ 1 

図 1-9 1 日あたりの新規感染者数          

（2020 年 12 月 8 日現在） 

出所：保健省ホームページ 2 

図 1-10 1 日あたりの死亡者数            

（2020 年 12 月 8 日現在） 

 

国内初の感染事例が見つかった 2020 年 3 月頃は、首都のナイロビ、モンバサ等の沿岸部

の観光地のみでの確認に留まっていた。7 月 6 日の段階的なロックダウン緩和を経ても、8

月の猛暑の時期は 1 日あたりの新規感染者数も減少し、感染が抑えられたかに見えた。しか

し、9 月以降、涼しさが増すにつれ、国民の間でも気の緩みからか、保健省の COVID-19 対

策ガイドラインを守らず、旅行等での国内外への移動が増え、新規感染者数及び死亡者が大

幅に増加した。 

 

3) 感染者数増減の主な要因 

感染者数の増加の主な背景として、政府による空港での往来制限措置の遅れが指摘され

た。外国人を含む海外からの入国者が検査不十分なままに市内に入ってしまい、また追跡が

できなかった。また、医療従事者用のマスク、エプロンや手袋といった個人用防護具が十分
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になく、一般市民、特に地方の市民には高額で購入できなかった i。また、「COVID-19 は飛

行機を使うような裕福層だけが罹る病気であり、一般市民は罹らない」、「コウモリを食べな

ければ罹らない」という誤った情報が流布したことにより、充分な予防対策が取られていな

かったことも要因と考えられている。 

 

(2) 主な防止策と社会の反応  
1) 政府による主な感染防止対策 

 2020 年 3 月 27 日に、ケニア空港及び各国境が閉鎖され、ケニア全域で午後 7 時から午前

5 時までの夜間外出禁止令が発令され、公共スペースにおけるマスク着用が義務付けられ 

た 3。4 月 2 日には正式にロックダウンが宣言された。ナイロビ都市圏、キリフィ郡、クワ

レ郡、モンバサ郡と他の都市間の移動禁止、バー及びホテルの営業停止、複数名での集団形

成（冠婚葬祭を含む）の禁止等の、一連の COVID-19 に関する措置に違反した者に対し、

20,000KES（約 20,285 円）の罰金または 6 カ月間の禁固刑、またはその両方を課すとした。

公共交通機関は一時完全に停止したが、市民が抗議したため車両での往来のみを再開し、規

定容量の半分の貨物の運搬が許可された。移動の際には、手洗い用バケツ、石鹸の携行を必

須とした。全ての公機関には検温器の設置が義務付けられた。 

国際線の運航は 2020 年 8 月 1 日に再開し、一時期は措置が緩和されたが、感染者拡大に

伴い、11 月 4 日に再び規制強化が発表された 4。 

ロックダウン等により経済状況が悪化したことを受けて、政府は COVID-19 対策の資金

として、都市の貧困層に対し 2 千万 USD（約 22 億円）の支援を行うとし、世帯収入が

24,000KES（約 24,342 円）を下回る世帯への免税、各種税率の引き下げ等の措置を講じた 5。 

2020 年 5 月には、ケニア北西部の Dadaab 難民キャンプにて COVID-19 感染者 2 人が見つ

かり、政府は Kakuma 難民キャンプとともに閉鎖した 6。 

 

2) 施策による社会的影響 

2020 年 11 月 26 日に発行された世界銀行調査報告書によると、特に社会脆弱層に失業者

が増加している。2019 年の労働参加率は 75％であったのに対し、2020 年 4 月には 56.8％ま

で低下した。ロックダウン以降の 8 カ月間で 250 万世帯が失業したとの情報もある。ケニ

アの GDP 成長率は、2015 年から 2019 年にかけて各年平均 5.7％であったものが 2020 年は

1.5％に減速すると予測されているが、事態が長引くようであれば、さらに縮小する可能性

がある。2020 年は豪雨被害が発生する等天候にも恵まれず、食糧調達や農業分野にも大き

な影響が及んだ 7。夜間外出禁止令の期間中には、同時間帯を狙ったとされる商業施設に対

する侵入窃盗 8や、一部の警察による武器を利用した過剰な取り締まり等をメディアが伝え

ることもあった 9。国連人口基金（UNFPA）の調査によれば、対象家庭のうち、都市部の 23％、

 
 

i 2020 年 12 月現在では、縫製業者が布製のマスクを製作している。 
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地方の 21％が「身体的虐待があった」、都市部の 19％、地方の 16％が「セクシャルハラス

メントがあった」、都市部の 15％、地方の 20％が「児童結婚があった」と回答している 10。 

5 月に閉鎖された Dadaab 及び Kakuma 難民キャンプでは、医療体制の不備や手洗い施設

等の不足、キャンプ内の過密状態から、COVID-19 感染リスクが高い環境となっており、キ

ャンプ内の難民の精神状態の悪化も危惧されている 11。 

 

1.2.1.2 教育分野 

1) 状況の変化と解決すべき課題  

教育科学技術省としては、施策の中で COVID-19 下・後に遠隔教育を推進する方針であ

る。2020 年 4 月には「COVID-19 での基礎教育継続のためのプロジェクト」の中で、遠隔教

育の実施体制の強化や学校再開時の女子児童支援等を行うことを、ケニア保健省及び

UNESCO、UNICEF、アメリカ合州国国際開発庁（USAID）、世界銀行等ドナーと合意した 12。 

 

表 1-10「COVID-19 での基礎教育継続のためのプロジェクト」の主なコンポーネント 
1. 遠隔教育による基礎教育の子どもたちの教育機会の継続 - 7.25 百万 USD（約 8 億円） 
 a) 初等・中等教育の子どもたちのオンライン教材へのアクセス支援 - 4.75 百万 USD（約 5 億 2 千万

円） 
b) 遠隔教育手法の教師教育 - 2.0 百万 USD（約 2 億 2 千万円） 
c) 遠隔教育でのモニタリング・評価手法の開発 - 0.5 百万 USD（約 5.5 千万円） 

2. 学校再開時の子どもたち（特に女子児童）の円滑な復学 - 6.5 百万 USD（約 7 億 2 千万円） 
 a) 学校給食プログラム - 3.5 百万 USD（約 3 億 9 千万円） 

b) 特別ニーズのある女子児童への奨学金及びメンターシップ（700 名）- 2.5 百万 USD（約 2 億 8 千
万円） 
c) オンラインでの精神保健サポート - 0.5 百万 USD（約 5.5 千万円） 

3.その他調整・連携・モニタリング・評価 - 1.05 百万 USD（約 1 億 2 千万円） 
出所：ケニア教育省 HP をもとに KRC 作成 

 

2020 年 3 月 13 日に最初の感染者が国内で確認された後、直ちに全ての学校の休校措置が

執られた 13。初等中等教育の全学校の休校期間は同年 4 月に延長となり、約 1,500 万人の児

童・生徒に影響を及ぼした。10 月から、初等教育 4 年生、卒業試験のある 8 年生と中等教

育 4 年生のみ登校を再開 14、その他の学年については、新年度が始まる 2021 年 1 月 4 日か

ら学年を繰り上げず授業を再開することが決定した 15。各学年の学期始まりと終わりを少

しずつ短縮してずらしながら、2023 年までに通常の学年期に戻るよう調整する予定となっ

ている。 
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出所：教育科学技術省ホームページをもとに KRC 作成 

図 1-11 2020 年から 2023 年までのケニアの就学前教育・初等教育・中等教育の学年度 

 

大学等の高等教育機関においても、2020 年 3 月から休校措置が始まり、一時は 7 月に再

開を試みたが、手指消毒液、検温器等の準備不足により再開を延期する大学もあり 16、10 月

頃から一部の学生の通学が開始した 17。5 月には技術教育訓練校の再開に向けて、教育科学

技術省が政府に対し技術教育訓練校全学生の PCR 検査、マスク、石鹸、消毒剤、清潔な水

の供給に係る予算の追加を要求した 18。 

休校措置に伴い、政府は、近隣の子どもたちを集めたコミュニティでの学びを奨励した 19

が、学年の異なる子どもたち同士ではカリキュラムが異なるためうまく学び合えず、機能し

なかった。ケニアカリキュラム開発院（KICD）は、オンライン教育コンテンツを開発して

ホームページに掲載し、テレビ及びラジオで紹介した 20。実技が中心となる職業教育におい

ても、一部の職業教育機関は学生にタブレットを配布した上で、トレーナー／ファシリテー

ターの育成とオンライン教育教材の制作・試行を進め、順調に授業が再開できたケースもあ

った ii。COVID-19 をきっかけに、やむを得ずオンライン教育を試みて、初めて良さに気づ

いたとの声もある。 

ロックダウン以降の 3 カ月間で、152,000 名の未成年女性が妊娠した 21。ケニアではもと

もと若年層の妊娠が問題となっていた iii,22が、ロックダウンの影響により問題が深刻化した。 

学校再開後、マスクをはじめとした個人用防護具が不足する中、子どもたちは感染予防が

できないまま通学を続けた。COVID-19 の校内感染による子どもや教員の死亡事例も生じて

いる 23。 

 

教育行政機関及び教育現場において様々な取り組みが行われる一方、いかに児童生徒の

心身の健康を維持して学習を保障するかについて、大きな課題が生じている。 

 

 
 
ii Mr. Ndungu, CEO of CAP Youth Empowerment Institute に対するインタビュー（2020 年 12 月 4 日） 
iii ケニア国立人口開発局による報告では、2016 年 7 月から 2017 年 6 月の 1 年間で、378,397 名の未成年

の妊娠が報告された。月平均とすると、約 31,500 名となる。 
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2) 課題の要因  

上述した課題の主な要因のうち「社会経済的要因」「教育技術的要因」及び「ジェンダー

要因」について記述する。 

 

社会経済的要因 

ケニアの NPO、Usawa Agenda によると、デジタルコンテンツにアクセスできた子どもは

全国平均で22％にすぎず、家庭での遠隔学習が実施困難な実態が浮き彫りになっている 24。

デジタルコンテンツへのアクセス率は、Nairobi（55.6％）や Mombasa（56.2％）など都市部

で高く 50％を超える一方、Marsabit（2.2％）、Makueni（2.7％）、Mandera（3.9％）、Baringo

（4.0％）などでは、アクセスできた子どもが非常に少ない。 

また約 2 割（18.9％）の保護者が、家庭で学習を継続する必要があったことを知らなかっ

た。政府が提供したオンライン教育コンテンツを知らないと回答した保護者は、Mandera で

は 82.0％に達し、次いで Baringo（40.0％）、Marsabit（39.6％）であり、都市部と地方で差が

見られた 25。 

 

教育技術的要因 

従来、教員は対面授業を行ってきたため、ICT リテラシーを習得している教員は非常に限

定的である。 

 

ジェンダー要因 

従来から男子児童生徒、学生に比べ、女子児童生徒、学生はデジタル機器、通信プラット

フォームへのアクセスや携帯電話代を与えられていない傾向が報告されていた。COVID-19

下においてオンライン教育を受けるため、携帯電話やその利用料が必要となり、男性に対し

て性的サービスを提供し、妊娠に至る事態も生じている。 

 

3) 新たなニーズ及び必要な資源  

新たなニーズ及び必要な資源として、以下の項目が挙げられる。 

 

オンライン教育のための通信環境整備 

 教育科学技術省は、遠隔教育に今後も力を入れる方針にあり、関連プロジェクトを立ち上

げている。他方、全国的にはまだまだ通信環境は未整備の場所が多く、教育科学技術省が推

奨するオンライン教育コンテンツ等にアクセスできていない。子どもたちの学びを保障す

るための通信環境の整備が急務である。 

 

ICT リテラシーに関する教員研修 

 オンライン教育が推奨される中、教員のオンライン教育における教育手法、資料作成等の



全世界教育・社会保障分野における COVID-19 を受けた途上国における 
民間技術活用可能性に係る情報収集・確認調査報告書 

1-60 

スキルには課題があり、教員研修へのニーズは高い。 

 

オンライン教育ツール 

 オンライン教育ツールについては、現時点ではケニアカリキュラム開発院がテレビ・ラジ

オ番組と併用できるコンテンツを制作しているが、数としては多くない。特に遠隔教育にお

ける教育評価の必要性は教育科学技術省も認識しており、早急な解決策が望まれている。 

 

学校における COVID-19 感染予防・健康管理関連グッズ 

 2021 年 1 月 4 日より全学年の登校が再開したが、世界的に COVID-19 が終息しない中で

は、校内での感染予防対策が重要である。全公立機関には検温器の設置が義務付けられてい

る。また、大勢の子どもたちが様々な教具を共有することになるため、マスクの着用、手指

の殺菌・消毒を定期的に行い、共有する教具の清潔を保ち、安心・安全な環境を担保する必

要がある。その他、COVID-19 についての正しい知識のみならず、一人ひとりが健康を維持

するための知識や生活習慣の獲得、健康状態を定期的に把握・記録できる仕組みも重要とな

る。 

 

1.2.1.3 社会保障分野 

(1) 労働安全衛生 
1) 労働安全衛生の法令・体系 

ケニアでは、労働安全衛生法が 2007 年に施行されている 26。担当の行政機関は、労働社

会保障省の下にある労働安全衛生サービス総局である 27。同局では、事業場の監督、ボイラ

ー・リフト・クレーン等の装置の試験、職場汚染物質の測定、労働災害・疾病の調査、労働

者の健康診断、応急処置・火災安全に関する研修、建築計画の承認、労働安全衛生情報の発

信等の業務を行っている。 

 

2) COVID-19 のための対策 

ケニア国内での COVID-19 感染が確認された後、2020 年 3 月 14 日には、労働安全衛生サ

ービス機構から「COVID-19 に関する労働安全衛生に関する勧告」28が発出されている。こ

れは、COVID-19 の流行を最小化し、職場における経済的影響を縮小するために、国家的な

勧告を行うものである。この勧告においては、職場における危険性について周知するととも

に、職場においてできる予防策について規定している。それは、衛生習慣の向上、会議や出

張における注意、本人や家族に感染の兆候がある場合、労働者に家庭待機を促すこと、職場

において労働者に感染の疑いのあるケースについて労働安全衛生サービス機構に届け出る

ことなどが含まれている。また、医療サービスに従事する労働者については、グローブや長

袖のガウン、フェイスシールド、マスクの着用などを求めている。 

2020 年 6 月 29 日、労働安全衛生サービス機構は、COVID-19 後における職場への復帰に
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関する労働安全衛生に関する勧告」29を発出した。これは、封鎖が解除された後における生

産活動の再開のための職場における労働安全衛生を確保するために、使用者が守るべき事

項について規定したものである。それには、次のような事項が含まれている。①職場におけ

る労働安全衛生リスクのアセスメント、②職場における方針の立案と準備、職場における労

働安全衛生のための方針について定め、これを従業員に周知する、③自宅勤務の奨励、④安

全な通勤への配慮、⑤職場におけるソーシャル・ディスタンスの確保、共有スペースの衛生

の確保、マスクの配布、⑥メンタルヘルス及びメンタル面での福祉に配慮し、メンタル面で

の否定的な影響を少なくするよう使用者は配慮すること、⑦感染した労働者に対する差別

の禁止、解雇の禁止、⑧労働安全衛生監査、⑨60 歳以上の労働者や既往歴のある労働者へ

の配慮等である。 

 さらに、11 月 24 日に、労働安全衛生サービス総局は、医療従事者向けの労働安全衛生の

ためのガイドライン 30を発出した。この中では、労働安全衛生リスクアセスメント、職場に

おける予防対策の立案・周知、労働安全衛生法の遵守、安全衛生監査、個人用保護具・保護

衣の提供、医療従事者へのメンタル面でのサポートなどが規定されている。また、本ガイド

ラインは上記の 6 月 29 日ガイドラインを補完するものである旨も規定されている。 

 

3) 新たなニーズ及び必要な資源 

医療従事者の労働安全衛生は特に状況が悪化している。もともと医師の数が十分でない

ため、医師の負担が大きくなっていること、さらにマスク、保護衣等の個人用保護具が不足

していることに起因する。多くの医師や看護師が COVID-19 に感染しており、中には死亡す

るケースも出るに至った。このため、2020 年 12 月には、医師、薬剤師、歯科医師等の医療

関係者の労働組合が保護具の確保や保険給付の改革を求めてストライキを起こすような事

態も生じている。全般的な衛生対策も不十分で、検温器、除菌ディスペンサーなどの衛生対

策に関連する物品が不足している。医療現場における医療従事者の保護具等の必要物資を

確保しつつ、一般の職場においても、労働安全衛生のガイドラインに規定されているように、

職場における衛生の保持に必要な物品の確保が COVID-19 感染予防対策の第一歩と考えら

れる。 

 

(2) 脆弱層支援 
1) 状況の変化と解決すべき課題 

COVID-19 感染拡大により、多くの人が経済的に困窮している。失業者が増加し、減給さ

れた人も多く、養育費を確保することも困難になっている。特に障害者で失業した人、自営

業が成り立たなくなった人が多い。社会保障ネットワークの分断により、多くのインフォー

マル・セクターの労働者には、日々の食事や必要な物資の獲得に困難が生じた。結果的に、

富裕層と貧困層の格差がさらに広がった。ユニバーサル・ヘルスケア制度の医療保険は一部

の医療サービスしかカバーしておらず、COVID-19 の検査や治療は保険対象外で、感染して
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も治療が困難であった。公務員と医者に対する医療保険も COVID-19 を対象外としたが、抗

議があり撤回された。政府命令によって隔離された人たちの滞在費用は、最初自己負担だっ

たが、抗議が起こり変更された。 

障害者は移動に困難を抱え、福祉機器や公共交通機関を利用するため、様々なものに触る

必要があり、感染する可能性が高い。また従来から障害者に対する差別は強く、情報入手が

困難で、行動も制限されているため、病院に行くことも社会支援を得ることも難しく、仕事

を得ることも難しくなっている。そのためケニア政府は、障害者に現金給付、支援機器の提

供、教育や就労支援、カウンセリング・サービスなどを提供した。 

 

2) 課題の要因 

上述した課題の主な要因のうち「政策制度的要因」について記述する。 

 

政策制度的要因 

ケニアで、国際的な貧困ライン以下で生活する人口割合は、46.8％（2005/6 年）から 36.1％

（2015/16）と減少し、近年は改善が見られるが、それでも貧困率は非常に高い 31。貧富や

地域の格差が生じ、深刻な問題となっていた。多くの脆弱層はインフォーマル・セクターで

働いているため、社会保障制度や医療保険への加入が少ない。2010 年時点で、ケニアの社

会保障制度は、公的扶助、社会保障、健康保険から成り立っているが、公的扶助は孤児や高

齢者に対する現金給付と食料配布にとどまり、社会保障基金が設立されているが 120 万人

しか納付しておらず、医療保険は 200 万人の正規雇用者は強制加入となっているが、他のイ

ンフォーマル・セクターは任意加入でしかない 32。ケニアでは、70 才上の高齢者に対する

現金給付や健康保険支援制度が 2018 年に始まったばかりであり、重度障害者に対する現金

給付は 2011 年から開始されているが、支給額は 2,000KES（約 2,029 円）と、低く抑えられ

ている 33。COVID-19 のような感染症流行時や災害時には、貧困層に対する社会保障や医療

サービスが重要であるが、ケニアでは裨益者が限定されており、Covid-19 の支援策も不十分

である。 

 

3) 新たなニーズ及び必要な資源 

社会保障制度の構築とインフォーマル・セクター（特に障害者）の雇用促進 

ケニアでは、社会保障や医療保険制度が十分に構築されておらず、インフォーマル・セク

ターが多く存在する。COVID-19 などの非常時には、彼／彼女らにこそ支援が必要であるが、

恩恵が少ない。そこでもっとも重要なことは、社会保障制度の構築と加入者の促進であり、

自営業者でも加入しやすい仕組みを構築することも重要である。加えて、インフォーマル・

セクターで働く貧困層に安定した職場を提供することも、強く求められている。 
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1.2.1.4 本邦製品・技術活用の可能性 

(1) 外国投資・輸出入・外国技術の利用に係る法規制・制度 
外国投資 

ケニア政府は、一部の分野への投資を奨励しており、その中に公益事業（通信網を含む）

や ICT、知識集約型産業が含まれる。輸出加工区や税制に係る優遇措置がある 34。 

 

輸出入 

東アフリカ共同体（EAC）通関管理法（EAC Customs Management Act）上、輸入が禁止ま

たは制限されている品目、ケニア基準局（KEBS）による特定禁止品目には、医薬成分や危

険成分を含む化粧品が対象に含まれている 35。 

輸入の場合、検査対象品目については、船積み前の検査で基準適合証書を入手する必要が

ある 36。 

 

外国技術の利用に係る法規制・制度 

知的財産権は、下表の国際条約及び国内法によって保障されている。知的財産権に関る機

関として、ケニア産業財産権機関（KIPI）及び反模倣品機関（ACA）がある 37。 

 

表 1-11 知的財産権として準拠すべき法規一覧 
国際条約 国内法 

a. 工業所有権の保護に関するパリ条約  
b. 世界知的財産権機関の設立に関する条約  
c. 特許協力条約 
d. ハラレ議定書  
e. 万国著作権条約  
f. 著作権に関するベルン条約  
g. 標章の国際登録に関するマドリッド協定  
h. マドリッド協定議定書  
i. 知的所有権の貿易関連の側面に関する協定 
（TRIPS 協定） 

a. 特許、実用新案、意匠：工業所有権法（Industrial 
Property Act, Act No.3 of 2001）と施行規則（Industrial 
Property Regulations, 2002） 

b. 商標：商標法（Trade Marks Act）と施行規則（Trade 
Marks Rules） 

c. 著作権：著作権法（Copyright Act）と施行規則
（Copyright Regulations, 2004） 

d. 模倣品取締法（Anti-Counterfeit Act, Act No.13 of 
2008）と施行規則（The Anti-Counterfeit Regulations, 
2010） 

出所：JETRO ホームページをもとに KRC 作成 

 

(2) 本邦製品・技術の活用に係る留意点 
COVID-19 感染拡大で経済活動が制限され、天候不順も続く中、統計局は 2020 年の経済

成長率予測を 6.1％から 2.5％に下方修正、IMF は 1.0％と予測した。2020 年 3 月以降、国際

商用便停止のため貨物便の輸送量が著しく下がり、また、中国からの原材料などの輸入は中

国側の供給遅滞を受け減少している。ケニア民間セクター連合（KEPSA）によれば、打撃を

受けた製造業者は 67％に上るという 38。このような状況の中、ケニア政府による税法関連

の緊急措置により、法人税・PAYE・売上税・付加価値税の引き下げ、源泉徴収税の引き上

げ、優遇制度の廃止、一部の商品・サービスへの付加価値税（VAT）の課税等が生じている

39。今後の政府動向に引き続き留意しつつ、最新の制度情報の把握に努める必要がある。 
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1.2.2 モロッコ 
1.2.2.1 COVID-19 感染者数の推移と増減の要因 

(1) 感染者数の推移 
1) 国内で感染事例が初めて確認された日と感染経路 

 モロッコにおいて初めて感染者が確認されたのは、2020 年 3 月 2 日である。ヨーロッパ

の中でも感染拡大が深刻だったイタリアから帰国したモロッコ人で、発熱、筋肉痛、倦怠感、

空咳といった症状が見られた。3 月 13 日には、最初の国内感染事例が確認され、以来、感

染者数は徐々に増加していった 1。 

 

2) 感染者数・死亡者数の推移 

 2020 年 12 月 24 日までに、モロッコ国内で感染が確認された陽性者数は 425,864 人で、

COVID-19 が原因で死亡した人

は 7,130 人、回復者数は 388,728

人であった 2。図右は 3 月 2 日か

らの感染者数の推移をグラフに

示したものである（棒グラフは

日毎の感染者数、赤線は 7 日間

の移動平均）。7 月中旬までは低

い水準で抑えられていたが、そ

の後、急激な増加に転じ、11 月

中旬にピークを迎えた後は、減

少に転じている。 

 

3) 感染者数増減の主な要因 

 世界的な感染症拡大が叫ばれた当初、モロッコ国内では、感染者の特定、検査の実施、判

定、接触者の追跡、患者の収容などに多くの時間を費やした。2020 年 5 月 20 日には、感染

が疑われ検査対象とする者の定義が見直され、より幅広くウイルス検査が行わるようにな

ったが、それまでは、接触者の疫学的なサーベイランス（発生動向調査）や、ウイルスに暴

露しやすい特定の職場や職業で専ら行われ、体調不良の人に対する検査件数は限定的であ

った 3。その後、検査件数の増加（3 月は 1 日あたり 500 件、9 月は 25,000 件）に伴い、陽

性者の確認件数も増加した。 

 感染防止のため、2020 年 3 月 20 日から 6 月 10 日まで厳格な外出規制（ロックダウン）

が敷かれ、感染拡大が抑えられたことを受けて段階的な緩和措置がなされたものの、7 月 26

日には感染拡大が見受けられた 8 都市（タンジェ、テトゥアン、フェス、メクネス、カサブ

ランカ、ベラシッド、セタット及びマラケシュ）で、都市をまたいだ人の出入りが再び禁止

された。例年多くの人々が里帰りをするイスラム教の犠牲祭の直前に、突然、大都市の人の

出所：Ministère de la Santé, Bulletin COVID-19 Quotidien 

図 1-12 1 日あたりの新規感染者数（2020 年 12 月 24 日現在） 
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出入り禁止の決定がなされたため、却って交通機関に人々が殺到する結果となった。7 月 10

日時点では陽性者 15,328 人、死者 245 人だったところ、犠牲祭から 1 週間後の 8 月 10 日に

は陽性者 34,064 人、死者 516 人と倍増し、感染地域も拡大した。 

 なお、11 月中旬以降の新たに確認される陽性者数の減少は、検査可能件数の減少が主な

理由であって、感染の現実を反映していないと懸念する専門家も複数存在する 4。 

 

(2) 主な防止策と社会の反応 
1) 政府による主な感染防止対策 

 2020 年 3 月、政府はいち早く衛生緊急事態を発令し（2020 年 3 月 23 日法令第 2.20.293

号）、その前後に連続して、右表の

感染症拡大防止施策を講じた。な

お、3 月 20 日 18 時から 4 月 20 日

まで（その後 6 月 10 日まで延長）

のロックダウン期間中には、以下

のような厳格な措置が取られた。 

 正当な理由（生活必需品購入、

通院、通勤）を記した特別移動

許可証を携帯せず自宅から外

出することの禁止 

 市民生活継続に必須の業種以外、全ての商業施設、文化施設の閉鎖 

 全ての教育訓練機関（幼稚園、小学校、中学校、高等学校、大学）の閉鎖 

 また、政府は国家予算から 100 億 MAD（約 1,230 億円）を投じて COVID-19 対策のため

の特別基金を立ち上げ、民間からも寄付を募り、7 月末時点での基金の収入は 337 億 MAD

（約 4,145 億円）に達した 5。さらに、COVID-19 の影響により大きな打撃を受けた経済界

に対する救済措置として、社会保険料の支払い猶予、銀行からの借入金の返済猶予、借入金

追加のための保証制度創設、マスクを含む衛生製品や人工呼吸器等の医療機器の国内生産

の奨励など、さまざまな対策が実施された。社会保障基金への加盟者のうち、操業停止もし

くは 25％以上の売上減に見舞われた企業の労働者に月額 2,000MAD（約 24,600 円）が支給

されたほか、インフォーマル・セクターの労働者（健康保険料納付を免除されている医療支

援制度対象者）には、世帯構成人数に応じて、月額 800～1,200MAD（約 9,840～14,760 円）

が支給された（550 万世帯に総額 150 億 MAD）6。 

 

2) 施策による社会的影響 

 公的機関や民間セクター、一般市民の協力により、感染防止に一定の成果が得られたもの

の、COVID-19 感染防止のために講じられた施策は、社会や経済に副次的な影響ももたらし

た。モロッコ高等計画委員会が 2020 年 6 月に行った調査によれば、ロックダウンという国

表 1-12 衛生緊急事態に係る主な施策 
月日 施策 

3 月 9 日 複数の空路と海路の一時閉鎖 
3 月 13 日 学校と大学の閉鎖の決定 
3 月 14 日 公共の場における 50 人を超える会合の禁止 
3 月 15 日 国境閉鎖 
3 月 16 日 公共の場とモスクの閉鎖 
3 月 20 日 衛生緊急事態の発令 
3 月 21 日 都市間の公共交通の禁止 
4 月 7 日 マスクの着用義務化 

4 月 18 日 衛生緊急事態宣言の延長 
4 月 24 日 ラマダン月の夜間外出禁止 
出所：モロッコ高等計画委員会 



全世界教育・社会保障分野における COVID-19 を受けた途上国における 
民間技術活用可能性に係る情報収集・確認調査報告書 

1-68 

の施策が与えた精神的な影響（不安、恐怖、強迫行為等）は少なからぬものであった。男性

より女性の方がより深刻で、睡眠障害（女性 26％・男性 23％）、不安（女性 51％・男性 49％）、

抑うつ（女性 9％、男性 6％）等の影響が見られた。また、ロックダウンの環境下で、25.4％

が自宅待機中の同居人との争いを経験し、18.8％が私生活の欠如など過密な生活環境に不自

由を感じ、11％が近隣住民との問題（騒音、いらだち等）を抱えた 7。また、移動制限に関

する施策の混迷により、国民は不安を感じ、それが規則違反という行動に表れた可能性があ

る。衛生非常事態宣言から 4 月 28 日までの間に緊急措置に違反し職務質問を受けた人の人

数は 76,907 人に上った 8。 

 高等計画委員会の 4 月の調査によれば、72％の中小零細企業が経済活動を一時中止し、

26％が完全に停止したと回答した。958,000 人が職を失い、雇用が守られた人々の約 7 割も

給与水準の低下を余儀なくされた。特に旅行業への影響が大きく、1 月から 9 月まででセク

ター全体で 183 億 MAD（約 2,251 億円）の損失があったと推計されている 9。高等計画委員

会の予測では、2020 年の失業率は 14.8％にまで上昇し 10、第 2 四半期の GDP は前年同期比

マイナス 13.8％である 11。 

 

1.2.2.2 教育分野 

1) 状況の変化と解決すべき課題 

 モロッコでは、2020 年 3 月 16 日、公立校、私立校の別なく、全ての教育訓練機関（幼稚

園、小中高等学校、大学、職業訓練施設、語学教室、インターナショナルスクール）が閉鎖

された。5 月 12 日には、9 月に新学年度を開始するまでの閉鎖継続も決定された。 

 教育機関の閉鎖により、約 90 万人の幼稚園児、800 万人の小中高等学校児童生徒、100 万

人の大学生が、対面学習の機会を失った。それを補うために、国民教育・職業訓練・高等教

育・科学研究省は、遠隔教育を中心とする「教育の継続」の手段を採用することで、教育サ

ービスへのアクセスを保障しようとした。初めに実施された対策は以下のとおりであった。 

 学校段階、学年、教科別にオンライン授業を配信するTelmidTICE（「児童生徒の教育 ICT」

の意）という名のデジタル・プラットフォームの利用 

 「文化チャンネル」「アル・アマジギア」「第 4 チャンネル」の 3 つの国営放送局を用い

て、午前 8 時から毎日授業をテレビで放映 

 児童生徒や保護者に遠隔教育の方法を説明するための、通話料無料の電話相談と、「イ

ンサット」と名付けられた電子サービスの展開 

 2 カ月間の実施を経て、Said Amzazi 教育・科学研究大臣は、次のような成果を発表した。 

 TelmidTICE に 6000 のデジタル教育コンテンツを作成 

 60 万人の児童生徒が TelmidTICE を日常的に利用 

 配信される授業が全ての学年、全ての教科にわたる 3,127 本に到達 

 3 つの国営放送により毎日 59 の授業が放映 

 Teams で 80 万以上の仮想クラスが設置され 8.5 万人の教員と 30 万人の児童生徒が参加 
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 高等教育向けに 11.1 万件の教材・資料の作成 

 23,290 人の教員や管理職員が参加した「e-takwine」という遠隔トレーニングの創設 12 

 

 しかしながら、2020 年 4 月中旬に高等計画委員会が実施した調査によれば、恒常的に遠

隔授業を受講できた家庭は約半数（小学校で 48％、

中学校で 51％）にとどまり、遠隔授業に対する困難

としては、インターネットアクセスを含む必要な機

器の欠如もしくは不足、興味関心を保つことの難し

さなどが挙げられた。また不満の主な理由は、対話型

の活動がないこと、ICT 機材の不足などが指摘され

た 13。 

 教育・科学研究省は、そうした状況に対処するため、都会では 97％、農村部では 91％の

家庭がテレビ受像機を所有しているという高等計画

委員会の情報に基づき、テレビによる授業の放送を

行った。さらに 6 月には、インターネットへのアクセスが困難な児童生徒のために、印刷し

た問題集を配布したり、通信各社の協力を得て、教育・科学研究省の遠隔教育のプラットフ

ォームへのアクセスの無料化を実現したりした。 

 2020 年 9 月 7 日には、新しい学年度が開始された。新規感染者数が 9 月には増加傾向に

あったため、新年度開始を遅らせるべきとの意見もあったが、教育・科学研究省は必要な措

置を講じた上で、地域の感染状況に応じ、対面授業、遠隔授業、両者の組み合わせの 3 つの

オプションを設けて、新学年度を開始することを決定した。教育・科学研究省は、検温や手

指消毒、感染情報の伝達、校内でのソーシャル・ディスタンスの確保、教室の換気、スクー

ルバスの乗車率半減や車内でのマスク着用、感染が疑われる者の隔離スペースの確保など

を、学校再開の条件として義務付けた。しかしながら、5 週間後の 10 月 14 日には、こうし

た衛生措置が十分に満たされていないとして、210 校の学校が再び閉鎖された。その間の

COVID-19 感染者数は、教員が 1,500 人、児童生徒が 1,400 人、管理職員が 403 人に上った。

学校の再閉鎖によって、10 万人以上の児童生徒が再び遠隔教育に逆戻りしてしまうことに

なった 14。 

 このように、従来どおり対面授業が行えない場合に、どのように公平で質の高い教育を全

ての子どもたちに保障するか、対面授業を再開する場合には、感染防止をいかに徹底するか

という課題が挙げられる。 

 

2) 課題の要因 

 上述した課題の主な要因のうち「社会経済的要因」と「教育技術的要因」について記述す

る。 
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図 1-13 学校段階別遠隔授業の受講頻度 
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社会経済的要因 

 デジタル機器やインターネット等の社会基盤へのアクセスの問題は、経済的・社会的な格

差の問題と密接に関係している。ロックダウンの最中、子どもが遠隔授業を受けられるよう

情報機器もしくはインターネット接続を有していた世帯は 22.4％であった。9.7％の世帯（都

市部 11.2％、農村部 6.2％）はスマートフォンを所有、パソコンは 2.8％、プリンターは 0.2％

の世帯しか所有していなかった。また、インターネット接続を有する家庭は全体で 15.9％で

あるが、都市部 17.2％に対し農村部は 13％、世帯主が高等教育を受けている場合は 20.8％、

未就学の場合は 13％といった差があった 15。一方、モロッコにおける携帯電話通信網の人

口カバー率は 2016 年には 99.2％に達していることから 16、都市部と農村部の格差について

も、地域によるインフラストラクチャーの差異よりもサービスを利用できる経済的余裕の

有無によるところが大きいと推定できる。 

 また、上述の高等計画委員会の 4 月の調査によれば、遠隔授業に際して親が児童を支援す

る家庭の割合は、小学校レベルでも、常に支援が 36.2％、時折支援が 39.1％、支援無しが

24.7％であった。モロッコの 15 歳以上成人識字率が 73.8％（2018 年）17であることを考慮

すれば、遠隔教育における家族の支援の必要性もまた、公平な教育の保障を妨げる要因の一

つとなることが想定される。 

 こうした教育へのアクセスに関する格差は、子どもたちの教育の権利を侵害し、重大な結

果をもたらす極めて深刻な問題である。感染症拡大に伴う中途退学率上昇のリスクは、それ

に伴い児童労働や早婚が増えるリスクにもつながっている 18。したがって、格差の要因とな

る、設置者（公立／私立）、地域（都市／郊外／農村／僻村）、性別（男子／女子）、学習言

語（単言語／二言語／複数言語）などの違いに対する十分な配慮が、遠隔教育を成功裏に行

うために必要である 19。 

 

教育技術的要因 

 次に、上述した調査で、遠隔授業で児童生徒が学習に興味関心を保つことの難しさや、対

話型の活動がないことへの不満が指摘されたが、それらは、新しいテクノロジーを活用しつ

つ学習の質を保証することが、十分に達成できていないことを示している。このことは、従

来指摘されてきた教員による授業の質の問題だけでなく、新しい二つの側面からも考える

必要がある。一つは、児童生徒のより効率的な学習のために、教員による ICT の活用が求め

られているということ。もう一つは、これまで教員のものと捉えられてきた仕事の一部を、

家庭で引き受けなければならなくなるということである 20。すなわち、従前の教育改革で求

められてきた以外の要素も加味されていることを理解する必要がある。COVID-19 感染拡大

という現状がもたらす結果として、教育に関する課題を検討する際には、技術・コミュニケ

ーション・教授法のいずれにおいても特別な組み立てを必要とするハイブリッド型の教育

を取り入れることとを、強く意識しなければならなくなった。遠隔教育では、教員も児童生

徒も新しい姿勢を身に付け、知識とその獲得方法との関係を、新たに構築し直すことが必要
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となる 21。 

しかしながら一方で、デジタル技術に不慣れな教員の中には、モティベーションを高めら

れず、変化に対する抵抗感からテクノロジーの利用を躊躇するものもいる。教育・科学研究

省によれば、25 万人の教員のうち、ICT の教育への統合に積極的な教員は 5 万人程度だと

いう。 

 

3) 新たなニーズ及び必要な資源 

 教育分野で活用される新たなテクノロジーによって、長期的な教育改革が促進される可

能性がある。モロッコでは、2006 年に教育における ICT 活用の普及戦略を掲げ、GENIE プ

ログラムと呼ばれる ICT を活用した教育実践の普及活動（教育アプリの開発や ITC 人材の

育成、施設整備等）を実施してきた。同プログラムは、2017 年には教育における革新的な

ICT 技術の活用が評価され、UNESCO 賞を受賞した。既に 900 人の主席指導者が養成され

たほか、全国 148 カ所に ICT 訓練センターが設置されている。情報機器の活用について訓

練を受けた人々は 12 万人近くに上っている。 

 こうした背景のもと、2020 年 3 月からの COVID-19 拡大下にあっては、あらゆる学校教

育関係者が動員され、遠隔教育を必要とする緊急事態に対応するため、ICT を活用した教材

の開発や利用を可能としてきた。開発されたものの中には、学年別・教科別の新たな教材、

各種資料のデータベース、個別学習や補習のための教材が含まれている。教育・科学研究省

の専門家チームによるものであったり、教員らによる自主的な製作であったり、専用のデジ

タル・プラットフォームを用いて各教員が作成したものであったりした。 

 遠隔教育の実施を通じて感じられた困難により、教育制度上の変革、特に学習評価や授業

進度を柔軟に設定できるような制度構築に着手することの必要性、さらに、あらゆる指導法

に対応でき、専門的な工学技術に基づく適切なフォーマットやデジタル・プラットフォーム

の開発の重要性が浮き彫りとなった。特に、遠隔教育やハイブリッド型の教育において、学

習者が創造性を身に付けたり、自分自身で思考を深めたりする能力に着目したカリキュラ

ムや評価制度の改訂に取り組むことが求められる。また、COVID-19 の危機がもたらした主

な教訓として、家庭と教員の双方を巻き込んだ遠隔教育をデザインすることも挙げられる。 

 これらを実現するために、以下のようなニーズが新たに発生していると指摘できる。 

 全国の教育内容のデジタル化実現のために、デジタルコンテンツ開発を行う国立研究

所の創設（将来的には各地方に設置） 

 指導と学習のデジタル化に関して教員の専門性強化・高度化に関する計画の実施 

 視聴覚室への情報機器の設置に加え、各教室へのテクノロジー活用手段の供給 

 接続への障害を除くため、児童生徒へのインターネット接続可能なタブレットの供給 

 

 しかし同時に、現行制度の中で児童生徒の学習機会を保障するためには、次のようなニー

ズを満たす必要も引き続き存在している。 
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 デジタル・デバイドを生まない教材の拡充 

 再開した学校の感染防止のための衛生的学習環境の確保 

 

1.2.2.3 社会保障分野 

(1) 労働安全衛生 
1) 労働安全衛生の法令・体系 

国際的枠組みとしては、ILO の労働安全衛生の枠組みに関する第 187 号条約のほか、ILO

の多くの基本条約を批准している。2011 年憲法には、労働安全衛生に関して、衛生システ

ム、労働関係事項、社会保障、労働災害・職業性疾病等の原則について規定されている。国

内法としては、2003 年労働法典 22の中に労働安全衛生に関する規定があり、具体的事項を

規定するために 2008 年政府決定 23が定められている。これらの関係法令において、種々の

安全基準（機械・装置、電気製品、騒音、防護服、化学物質、火災予防）、事業内の安全衛

生管理の構造化・組織化（安全衛生委員会の設置、作業場の安全に関する情報の表示、事故

発生時の措置、作業環境の整備）等が規定されている。そのほかにも、農業、サービス部門、

公共部門などについてそれらの産業の特性を考慮した法令が設けられている 24。 

 労働安全衛生担当機関は、雇用省、職業医学・職業リスク予防評議会、保健省中央労働衛

生サービス、エネルギー・鉱山省のリスク管理・予防局、内務省の中央保健・公衆衛生審議

会、産業貿易省に属するモロッコ規格協会等である。 

 

2) COVID-19 のための対策 

COVID-19 のリスクから労働者を保護するため、保健省は、職場の労働安全衛生のための

勧告を行っている。その内容は、感染リスク・予防についての従業員教育、職場の衛生管理

の向上（手指消毒の励行、共用スペースの清掃・消毒など）、企業の定めた安全衛生上の指

示の遵守、呼吸器系症状が出た場合の対応措置、 職場での不必要な接触の制限、テレワー

クの奨励など。この他にも、職場でのソーシャル・ディスタンスの確保、会議方法の変更（電

話、電子メール、オンライン会議）、職場での労働者の密集を避けるための柔軟な勤務スケ

ジュールへの再編などの必要性も求められている。 

2020 年 10 月、保健省は、Interprofessional Development and Security Group（GIPSI）及び

National Federation of Health（FNS）との間で協力協定を締結した 25。モロッコは、この 2 つ

の新しい協定を通じて、2022 年までに国民皆保険を達成し、職場の健康と安全の面で優れ

た基準と慣行を促進することを目指している。保健省、GIPSI 及び FNS の間で締結された

協定は、職場での健康保護を確保し、普遍的な健康保険の実現に向けて専門家間の対話と官

民連携を強化することを目的としている。保健省の支援の下、国民健康保険庁（ANAM）と

FNS の間で締結された協定は、2022 年までに国民皆保険を実現することを目指している。 
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3) 新たなニーズ及び必要な資源 

COVID-19 の危機は社会保障分野の改革の機運を高めており、保健省は、医療の質の向上

を目指し、保健システムの戦略的ビジョン策定に取り組んでいる。それは、公衆衛生に関す

る国内法の整備、地域保健プログラムの構築、全国民への保健サービス提供のための社会保

障の段階的展開、地域間格差を是正するための人材育成などを軸としている。また、インフ

ォーマル・セクターでの雇用は、雇用者の 80％を占めるともいわれており、それらの層へ

の社会保障分野における対応の必要性が更に高まっている。 

医療サービスの問題を全般的な労働安全衛生に関しては、職場の衛生設備の改善、感染防

止のためのモニタリング、テレワークのための環境の整備、物理的接触の代替手段としての

デジタルソリューションの向上などが必要と考えられる。 

 

(2) 脆弱層支援 
1) 状況の変化と解決すべき課題 

モロッコでも、COVID-19 が脆弱層に与えた負の影響は甚大であった。モロッコ 2011 年

憲法は、国民に平等と人権を保障しているが、図らずも COVID-19 により平等も人権も保障

されていないことが示された。特に脆弱層は、現行の社会保障制度から得られる恩恵が少な

く、不平等の象徴となった。 

脆弱層の多くはインフォーマル・セクターで働き、COVID-19 の影響で仕事や収入を失っ

た 26。またモロッコには、シリアやイエメンから 7,000 人の避難者が滞在しているが、彼ら

の 87％は仕事を失った 27。障害者の 54％も仕事を失うか、収入が著しく減少した 28。 

 2015 年からモロッコ政府は医療分野の自由化を進めているが、インフォーマル・セクタ

ーの労働者、高齢者、児童、障害者、女性、移民などの脆弱層は、COVID-19 下、医療機関

にアクセスできなかった。モロッコには慢性疾患患者が人口の 11.1％存在するが、そのうち

45.2％はロックダウン中に医療サービスを受信できなかった 29。世界銀行は、COVID-19 に

より乳児死亡率が 24％高まるとしている 30。COVID-19 により、医療やリハビリテーショ

ン・サービスを利用した成人障害者の割合は、14％から 4.7％にまで減少している 31。 

学校閉鎖により女性の家事労働の負担が増加し、農業、裁縫などインフォーマル・セクタ

ーで働く女性の多くは失職もしくは収入が減少し、それが原因となり家庭内暴力も増加し

た 32。また、女児には性的虐待や早期結婚のリスクも生じた。 

 

2) 課題の要因 

 上記の課題の主な要因のうち「政策制度的要因」と「社会経済的要因」について記述する。 

 

政策制度的要因  

 60％の労働者は年金制度にも加入していない。多くの脆弱層はインフォーマル・セクター

で働いており、平時から社会保障制度に加入している人が少なく、収入も不安定である。さ
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らに就労年齢人口の 46％が医療サービスの対象となっておらず 33、医療機関の利用が限ら

れている。また医療の自由化が進むことで、医療費の負担も大きくなっている。障害者の

66.9％は社会保障スキームから一切裨益しておらず、高齢者の排除や孤独化も招いている 34。

COVID-19 によって、社会保障や医療分野における政策と制度の課題が露呈した。 

 

社会文化的要因 

モロッコの経済的困窮者の数は、540 万人（2007 年）から 420 万人（2014 年）に減少し

たが、COVID-19 以前から人口の 42.3％が自分を貧困層と考えている状況にあった 35。児童

についても、2015 年時点で、4.4％が貧困状態、14.4％が脆弱な状態にあった 36。 

また従来から、外国からの避難者や障害者、女性に対する社会的差別が存在している。女

性が家事や育児を担当し、さらに生活費を得ることも期待されている。これらの差別は、

COVID-19 下において就労・医療・福祉サービスなどの不公平を引き起こす要因となった。 

 

3) 新たなニーズ及び必要な資源 

 新たなニーズ及び必要な資源として以下が挙げられる。 

 

社会保障制度の拡充とインフォーマル・セクター（特に障害者）の雇用促進 

モロッコには、年金基金、社会保障基金、退職者手当、経済的困窮者に対する医療補助な

ど、複数の社会保障プログラムが存在する 37。しかしその多くは、公務員や軍人、また民間

企業の従業員を対象としており、インフォーマル・セクターで働く脆弱層には、利用できる

制度が限られる上に、加入も少ない。そこで、インフォーマル・セクターで働く労働者や自

営業者も、社会保障制度の対象とする必要がある。例えば、最低限の雇用保険や年金への加

入、職業訓練や職業紹介制度の構築、生活保護の提供など。社会保障制度が構築されていれ

ば、災害時でも給付金や支援物資の申請と配布が容易になる。また情報技術を活用し、申請

や納付、給付などをデジタル化すれば、政府も管理がしやすく、より多くの人が利用できる。 

加えて、インフォーマル・セクターで働く女性や障害者に対し、安定した職場を提供する

ことも求められている。社会的差別や偏見から、特に障害者は就労が困難と考えられている

が、企業や社会が障害者の価値や能力を見直し雇用が促進されれば、障害者の収入が安定す

ると同時にインフォーマル・セクターの削減にもつながる。 

 

全国民を対象とした医療保険制度の構築とアクセス可能な医療機関の設置 

COVID-19 のような感染症の流行や災害は、脆弱層により深刻な影響を与える。脆弱層も

含めた医療保険制度の構築が必要である。また保険に加え、高齢者や障害者が利用できる医

療機関が必要となる。 

 

社会的差別の軽減 
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 女性・障害者・避難民などに対する社会的差別や偏見の軽減。特に女性の役割転換や軽減

が必要となる。 

 

1.2.2.4 本邦製品・技術活用の可能性 

(1) 外国投資・輸出入・外国技術の利用に係る法規制・制度 
 モロッコへの外国投資は、例えば国家の戦略的資源運営に関係する主要な天然資源であ

るリン鉱石の関連産業が国営公社の独占となっているような場合を除き、あらゆる部門に

おいて自由に投資できる（1995 年投資憲章）。したがって、教育や社会保障分野の外国投資

への規制は存在せず、100％の出資が可能である。投資には、会社設立、設立準備中の会社

への資本参加、既存会社の資本増強への応募、支店やリエゾン事務所の設立、モロッコの有

価証券の取得、現物供給などの方法がある。会社設立手続きに係るワンストップ・サービス

が、地方投資管理センターを窓口として提供されている。 

 留意点の一つは、教育・社会保障分野は公共性の高い産業であり、公共調達においては、

外国企業の入札価格に最大で 15％が加算され、国内企業への優遇措置が存在することであ

る。なお、国内企業と外国企業がコンソーシアムを組んで応札する場合には、出資比率に応

じて加算額が決定され（2013 年 3 月 20 日付政令第 2-12-349 号、2019 年 5 月 24 日付政令第

2-19-69 号）、公共調達の 30％は、従業員 200 人以下の国内中小企業に割り当てられること

も規定されている。 

 なお、2020 年 1 月に、日本とモロッコの間に投資協定と租税条約の署名が行われた。こ

れまで二重課税などの問題があったが、そうした障壁が撤廃され、投資をよりしやすい環境

が整備された。 

 

(2) 本邦製品・技術の活用に係る留意点 
 教育・社会保障の両分野は、サービスの対象が直接人間である場合が多く、そのため、相

手国の文化的な側面への配慮がより重要である。モロッコはイスラム教を国教とする王国

であり、イスラム教を基盤とした文化や社会制度への敬意は不可欠である。例えば、教育分

野で教材作成に関与する場合に、宗教上忌避されるものや習慣を避けるような配慮が必要

である。反対に、農村部では偏った固定観念からジェンダー平等が妨げられ、女子教育に不

利に働いている場合が見受けらえるが、そうした慣習には与しない一方で、丁寧なコミュニ

ケーションを疎かにせず、適切な対応が求められる。社会保障分野においては、イスラム教

における相互扶助や喜捨の概念も理解した上で、本邦の製品・技術の活用を検討する方が、

潜在的顧客により受け入れられ易いと思われる。 

 なお、遠隔教育の導入に関連して経済的・社会的格差とデジタル・デバイドとの関係に言

及したように、モロッコ社会では、都市部と農村部との格差がしばしば問題視される。した

がって、例えばデジタル技術の活用にあたっては、そうした格差が存在することを理解した

上で、格差を助長せず軽減するような、本邦製品・技術の活用が求められる。格差はモロッ
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コでの重大な社会問題の一つであるため、その解決に寄与できれば、本邦製品・技術に対す

る評価が高まることが期待できる。 
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1.3 中南米地域 
1.3.1 ブラジル 
1.3.1.1 COVID-19 感染者数の推移と増減の要因 

(1) 感染者数の推移 
1) 国内で感染事例が初めて確認された日と感染経路 

ブラジルでは、2020 年 2 月 26 日にサンパウロにて、イタリアからの帰国者の感染が初め

て確認された。 

 

2) 感染者数・死亡者数の推移 

ブラジルは、アメリカ、インドに続き世界で 3 番目に感染者の多い国となった（2021 年

1 月当時）。累計感染者数は、2020 年 6 月 19 日に 100 万人、7 月 17 日に 200 万人 i、8 月 8

日に 300 万人、9 月 4 日に 400 万人、10 月 6 日に 500 万人、11 月 20 日に 600 万人を超え

た。1 日あたりの感染者数でみると、7 月下旬にピークを迎えてその後、減少したものの、

11 月下旬から再び激増し、2022 年 1 月下旬で、累計感染者は 850 万人を、死亡者は 21 万人

を超えた。 

  
出所：保健省ホームページ 1 出所：保健省ホームページ 2 

図 1-14 1 日あたりの新規感染者数 

（2021 年 1 月 13 日現在） 

図 1-15 1 日あたりの死亡者数 

（2021 年 1 月 16 日現在） 

 

3) 感染者数増減の主な要因 

2020 年 2 月末に感染者が確認され、3 月 11 日には世界保健機構（WHO）がパンデミック

宣言をしたにもかかわらず、ボルソナロ大統領は COVID-19 を軽視し、感染拡大を防ぐ対策

を取らなかったため、ブラジルは COVID-19 のエピセンター（震源地）となった。 

感染者数が増加した主な要因として、連邦政府の感染予防対策の遅れや ii、激しい人口移

動 iii、ソーシャル・ディスタンスの実施が困難であったこと 3、そして連邦政府と州政府の

COVID-19 政策が異なったこと 4があげられる。また、COVID-19 感染拡大以前から、ブラ

 
 
i ボルソナロ大統領の感染も 2020 年 7 月 25 日に確認された。 
ii 大統領と保健省の対立し、COVID-19 対策を巡って、保健大臣が 2 人解任されるなど混乱が続いた。 
iii 政府は国民の移動を制限しなかった。 
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ジル各地、特に農村部、都市部の貧困地域において基礎的な衛生インフラの未整備、病院等

の医療施設へのアクセスが十分でない状況であったことも、急増した感染者に対応するこ

とができない要因となった 5。 

 

(2) 主な防止策と社会の反応 
1) 政府による主な感染防止対策 

ボルソナロ大統領が COVID-19 を軽視していたものの、保健省は中

国武漢で COVID-19 感染者が確認された直後、対 COVID-19 緊急対応

国家計画 6を策定するなど、感染防止に努めようとした。 

感染者が国内で増加し始めた 2020 年 3 月に、ベネズエラとの国境

を部分的に封鎖、海外から帰国した人に自宅隔離を求める等の感染予

防対策が取られた。連邦政府による感染予防対策が明確に示されなか

ったため、3 月下旬からは、サンタカタリナ州をはじめ、各州が独自

に緊急事態宣言を発表し、社会生活上不可欠ではない経済活動の停

止、都市間の移動の規制、公共交通機関の停止、大規模イベント等の

禁止等の対策を打ち出した。それでもなお、経済活動の停止や移動の

制限は、経済への打撃が大きいとして、ボルソナロ大統領は政府の提

案を拒否した。4 月には、ソーシャル・ディスタンスガイドラインの

策定をめぐり保健大臣と対立し、その後 2 人の保健大臣を解任した。 

ブラジルにおける COVID-19 感染対策は、国レベルでは統一されて

おらず、各州により異なる。ロックダウンの実施 ivについても、地域・

州により、それぞれ異なる。 

保健省は国民に対して、携帯アプリ 7やテレビを通して COVID-19

に関する情報提供を行っている。国民は、頻繁な手洗い及びアルコー

ル消毒を慣行することにより、予防に努めている。 

また経済省は、経済社会への影響に対応するための政策を数々打ち

出した 8。具体的には、中小企業に対する補助金給付、リモートワー

クの推奨、在宅勤務の許可、休暇取得促進、インフォーマル・セクタ

ー労働者及び母子家庭への補助金給付、労働時間減・休業期間に対す

る補償等である。 

 

2) 施策による社会的影響 

COVID-19 を軽視する大統領と、深刻に受けとめる保健省の対立に基づく一貫性のない連

邦政府の対応が、政治的混乱を引き起こし、社会に多大な影響を与えた 9。また、社会生活

 
 
iv 教育機関の閉鎖、経済活動の停止、公共交通機関の停止、外出禁止時間帯の発令等 

 

出所：ブラジル保健省 

図 1-16 対コロナ 

緊急対応国家計画 

 
出所：ブラジル保健省 
図 1-17 保健省のコロ

ナ感染情報提供アプリ 
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上不可欠ではない経済活動の停止、労働時間の削減、国内移動の制限等が原因で、失業率が

上昇 vした。国民の多くが、ロックダウンによって、うつ状態、不安、恐怖、食欲の変化、

不眠等を感じている。 

 

1.3.1.2 教育分野 

1) 状況の変化と解決すべき課題  

2020 年 3 月中旬に教育省が全ての教育機関の閉鎖を決定した。学校閉鎖の影響を受けた

児童生徒、学生数は、合計約 5,280 万人である。国レベルで COVID-19 下における教育に

対する方針などは提示されておらず、各州がそれぞれ教育分野においても方針を決定して

いる。 

学校が閉鎖されている期間は、全国で遠隔教育が行われ、Google Classroom、Google Meet、

Zoom 等を利用したオンライン授業が実施されている。YouTube、パワーポイント、ワード、

PDF で作成された教材は、ソーシャルメディアを利用して配信されている vi。また、先住民

コミュニティには、紙の教材が配布されている。 

学校での対面授業再開についても、各州の保健局の指示に基づいて行われることになっ

ている。対面授業再開のために各教育機関が実施すべきこととして、下表の項目が挙げてら

れている。2021 年 1 月現在、北部の数州を除いた全ての学校段階の大半の学校で遠隔教育

が継続されている。 

 

表 1-13 学校での対面授業再開のために各教育機関が実施すべきこと 
マスク着用・検温・手洗いの実施 
学校内においても人との距離を 1.5m 以上保つ（1 クラスの人数調整、半日授業

午前授業午後授業等のスケジュールを変更したりして） 
トイレの頻繁な消毒 
パソコンその他の設備の消毒 
教員、児童生徒の社会経済的、身体的、心理的ニーズの確認等 

出所：サンパウロ州政府ホームページ 10 

 

9 歳から 17 歳の児童・生徒約 480 万人がインターネットにアクセスできないため、オ

ンライン授業を受けられていない。また、67％の家庭がインターネットへアクセス可能だ

が、Wi-Fi へのアクセスは限定的であり、多くの児童生徒が自分のスマートフォンで 3G 及

び 4G にアクセスする必要がある 11。1 台の携帯電話を家族全員で共有しなければならない

家庭もある。 

障害のある学習者の教員にも課題が生じている。学校が閉鎖されてから、それまで受ける

ことのできていた特別支援教育を受けられなくなっている。 
 

 
 
v  地理統計庁によれば、2020 年 4 月～6 月期の失業率は 13.3％、7 月～9 月期は 14.6％。 
vi 例えば、クラスで WhatsApp グループを作り、そこに教員が課題を提示す。児童生徒は各家庭で取り組

み、成果品を母親が写真に撮って WhatsApp で送り返すなど。 
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2) 課題の要因  

上述した課題を「政策制度的要因」「社会経済的要因」及び「教育技術的要因」の視点か

ら確認する。 

 

政策制度的要因 

教育基本法には、緊急事態時において政府が遠隔教育を実施する義務が記されているも

のの、遠隔教育に関する計画や指針は存在していなかった。COVID-19 感染拡大以前からオ

ンライン授業を実施していたいくつかの私立大学を除いて、その他の教育機関では遠隔教

育に対する指針やガイドラインが存在しておらず、当初は混乱が生じた。連邦政府教育省が

遠隔教育のガイドラインを発出したのは、2020 年 6 月であった 12。 

 

社会経済的要因 

オンライン授業へのアクセスに見られる格差は、ブラジルが従来から抱える社会経済的

格差と関連している。例えば、オンライン授業開始から 3 カ月後の 7 月に実施されたインタ

ビュー調査 vii13によると、74％の児童が学校から課題を受け取り家庭で取り組んでいたもの

の、24％の公立学校の児童・生徒が何も課題を受け取っておらず、家庭で学習を続けていな

かった。そのうちの 57％が貧困地域に住む児童生徒、90％が小中学生、北東部に住むのが

42％、黒人が 60％であった。 

このように、COVID-19 感染拡大以前から社会経済的に恵まれていない家庭の児童・生徒

が、オンライン教育にアクセスできていない状態であった。さらに、貧困層の保護者は、イ

ンフォーマル・セクターで収入を得ていることが多く、ロックダウンや学校閉鎖の期間でも、

外に出て働き続けて収入を得る必要がある。その場合、家にいる子ども（特に女子）が家事

や家業をまかされ、自宅で学習を続けることができなかった。 

 

教育技術的要因 

ブラジルが従来から抱える教育の質の低さも、オンライン授業の実施を困難にしている

と考えられる。例えば、COVID-19 感染拡大以前から、ブラジル政府は学びの貧困（learning 

poverty）を解決するために初等教育に力を入れてきたものの、2019 年の 10 歳児の 48％は簡

単な話を読んで理解することができない 14。UNICEF の調査では、児童生徒、保護者、教員

から、オンライン授業を実施するにあたっての困難として、インターネットアクセス（23％）、

課題の内容の難易度（20％）、パソコン等のツールがないこと（15％）、内容に興味がないこ

と（15％）等が挙げられた。このことから、インフラ整備の状況だけでなく、オンライン授

業の質も、学習の継続に関連していることが分かる。 

 
 
vii 2020 年 5 月 18 日～29 日にブラジル全国で実施されたインタビュー調査の結果（対象：1,518 人の教員

及び児童生徒、保護者） 
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そして他国同様、ブラジルの大半の教員も、オンライン授業の経験や技術、知識を有して

いなかった。政府からのオンライン授業に関する指針が示されるまで、各教員がそれぞれ状

況に応じた対応を行った。また、公立学校の教員の給与が低いこと等に起因する 15、教員の

質の低さも従来からの問題である。 

技術的な面では、オンライン授業における進級試験やテストの実施が困難であることが

現場の教員から報告されている。 

 

3) 新たなニーズ及び必要な資源 

ブラジルの各州は、学校を閉鎖してオンライン授業を実施、学校を再開し対面授業、ある

いは対面授業とオンライン授業の併用等、COVID-19 拡大感染状況に応じた対応をとってい

る。学びを止めないという方針のもと、今後も継続的な教育方針やカリキュラムの見直し、

遠隔授業に必要なインフラ整備、教員研修、モニタリングと評価メカニズムが必要になる。

ここでは特に、民間企業の製品及び技術に係るニーズについて言及する。 

 

インターネット及び通信機器の整備 

オンライン授業実施のためには、各児童生徒がパソコンやタブレットを利用できる環境

にあり、さらにそれらの端末が安定したインターネットに接続されている必要がある。 

 

表 1-14 児童生徒の家庭におけるインターネット及び通信機器へのアクセス 

 パソコン/ 
タブレットがある 

インターネットに

アクセスできる 

ブロードバンドイ

ンターネットアク

セスがある 

パソコン/タブレ

ット、ブロードバ

ンドインターネッ

トがある 
小中学校 
（公立） 

37% 76% 49% 31% 

小中学校 
（私立） 

82% 97% 88% 77% 

高等学校（公立） 48% 86% 61% 42% 
高等学校（私立） 86% 98% 91% 83% 

出所： Campanha Nacional Pelo Direito À Educação.(2020). “Compilado de contribuições” 16  

 

小中学生と高校生を抱える家庭で比較すると、小中学生がいる家庭の方が、パソコンやタ

ブレット、ブロードバンドサービスを保有する家庭が少ないことが分かる。また、公立と私

立で比較すると、公立学校に通う児童生徒がいる家庭の方が、インターネット及び通信機器

へのアクセスが整備されていないことが分かる。以上より、ブロードバンド及びパソコン等

の整備は、特に小中学生の子どもがいる家庭に必要であり、また経済的に裕福でない家庭に

必要である。また、公立学校に通う児童生徒がパソコンを購入するための支援やローンに対

するニーズもある。また、インターネットが安定していない場合、オフラインでもアクセス

できる教育の無料コンテンツの開発も求められている 17。 
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学校のインターネット及びコンビューター等の端末機器整備と、それらを使用する教員の

ためのトレーニング 

ブラジルの学校のインターネットアクセス整備及び、COVID-19 感染拡大以前に授業でイ

ンターネットを利用していた学校の割合は下図の通りである。 

 

 
出所：World Bank.(2019). 学校センサス 201918 

図 1-18 COVID-19 感染拡大以前に授業でインターネットを利用していた学校の割合 

 

特に、北部及び北東部の農村地域の学校に、インターネットを整備する必要があることが

分かる。また、インターネットを利用した授業については、都市部より農村部において、そ

して全国レベルにおいても何かしらのアクションを取る必要があることが分かる。具体的

には、特に公立学校教員のための、オンライン授業及び通信機器の利用方法等についての研

修が求められる。 

 

1.3.1.3 社会保障分野 

(1) 労働安全衛生 
1) 労働安全衛生の法令・体系 

ブラジルは、国際的には、ILO の労働安全衛生に関する条約を批准している。労働安全衛

生に関する国内法としては、ブラジル統一労働法 19、同法を根拠とする労働安全衛生に関す

る諸規則がある。これらの法令において規定されている事業主が講ずべき措置は、労働者へ

の個人用保護具の提供、環境リスクの防止、職場の衛生の保持、人間工学的措置等である。 

労働安全衛生を所管する政府機関は、経済産業省の社会保障・労働特別事務局 20であり、

その下に労働監督機関が設けられている。同事務局では、労働監督をはじめ、一般的な労働

基準、分野別の労働安全衛生対策などについて、詳細な情報提供を行っている 21。 

 

インターネットアクセスのある学校
インターネットを授業で利用してい

北部

北東部

南東部

南部

中央西部

Rural
Urban

Rural
Urban

Rural
Urban

Rural
Urban

Rural
Urban
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COVID-19 流行以前における安全衛生対策の実施状況については、次のように不十分との

指摘がある 22。 

 高リスクの設備を扱う労働者の管理者が作業安全のための知識を有していない。 

 適切な管理がなされていないまま、リスクのある状況に長期間さらされるとリスク

を許容できるものと考えるようになってしまう。 

 労働の遂行を妨げない限りリスクは放置されている。 

 労働安全が重要視されるのは、主に会社のイメージを損なうような重大な事故が発

生した時だけである。 

 作業に伴うリスクが軽度または中程度であると判断される場合には、指作業の迅速

処理のためにリスクに身をさらす方が望ましいというのが、労働者と監督者の間の

コンセンサスである。 

 

2) COVID-19 のための対策 

 経済省社会保障・労働特別事務局は、2020 年 3 月 27 日に職場における労働安全衛生のた

めの措置に関する一般的なガイドラインを発出し、その後、建設業、薬局、ガソリンスタン

ド、スーパーマーケットなど分野別の具体的な内容に関するガイドラインも発出し 23、労働

環境における COVID-19 の感染リスクの予防、管理、軽減を目的とした措置を事業者に求め

た。そして、これらの実施状況も踏まえ、6 月 18 日、経済省社会保障・労働特別事務局及

び保健省は、統一的なガイドライン「職場での COVID19 の感染リスクの予防、監理、軽減

を目的とした遵守事項」を発出した 24。そこでは、①COVID-19 が確認された者や接触者の

管理（徴候及び症状を有する労働者を早期特定と隔離など）、②職場における衛生の確保（手

指衛生のための消毒液の完備、共用物の管理等）、③職場におけるソーシャル・ディスタン

ス（適切な距離の確保、パーティションの設置、テレワーク・リモートワークの推進、労働

者の分散配置、会議方法の配慮等）、④換気・清掃（共用エリアの清掃・消毒、換気への配

慮等）、⑤高リスク労働者への配慮（60 歳以上、既往症を有する者のテレワークやリモート

ワークの推進、職場配置の配慮等）、⑥個人用保護具提供、⑦職場のカフェテリアの適切な

管理、⑧更衣室の適切な管理、⑨企業が提供する輸送手段の適切な管理など広範な規定が設

けられている。 

実際の状況については、保健省国民健康評議会は、医療関係従事者のためのマスク、手袋、

エプロンなどの個人用保護具が不足していること、COVID-19 対応のための指導を受けてい

ない労働者や精神的な苦痛を経験している医療関係従事者がいることを指摘しており 25、

また、医療従事者が高いリスクにさらされているとの報道もある 26。 

 

3) 新たなニーズ及び必要な資源 

適切な医療を提供するために、心理的な支援も含めて、医療従事者の保護に必要な措置

を講ずることが必要である。 
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全般的な職場における労働安全衛生については、政府が使用者の守るべきガイドライン

を設けている。内容は広範であり、その対応には経済的な負担も伴うので、使用者への支援

が必要である。ガイドラインに即して考えると、職場の衛生確保のための消毒液等の物資に

加え、検温器等の感染者早期発見のための機器・設備が重要であると考えられる。さらには、

ガイドラインではテレワークやリモートワークも推奨されており、それを効果的に実施す

るための備えが求められる。 

 

(2) 脆弱層支援 
1) 状況の変化と解決すべき課題 

ブラジルでは、都市貧困層（スラムやファベーラ住民）、先住民など地方コミュニティの

住民、高齢者、慢性疾患患者（肥満、糖尿病、高血圧、慢性呼吸器疾患、心血管疾患など）

が COVID-19 の影響を特に強く受けた脆弱層と認識されている 27。貧困状況にある人々は

病状が進んでから医療機関を受診するため、悪化するリスクが高い 28。移動制限により、女

性に対する暴力も増加した。 

また、COVID-19 感染拡大とその予防措置は、小売業、ホテル業、食料品サービス、製造

業などを直撃し、2020 年 6 月には失業率が 13.3％に上昇 29、490 万人が失職した 30。もとも

と人口の 40％ほどがインフォーマル・セクターからの収入で生活しているが、彼／彼女ら

が失職するリスクは高い 31。 

ブラジル政府は、インフォーマル・セクターの従事者または失職者に 5 カ月間 600 BRL

（約 11,418 円）を支給した。但し、支援対象者の多くはインターネットやスマートフォン

を使用できないため、給付金情報にアクセスできない事態も発生している。保健省も

COVID-19 感染リスクが高いとされる障害者に対して予防策の冊子を作成し配布した 32。 

公的機関のみならず、民間機関も支援に乗り出している。NGO はファベーラ住民を含む

脆弱層に対し、遠隔医療を実施し 33、クラウド・ファンディングにより食料、薬、衛生用品

の購入資金を集め配布した。在ブラジルの米国企業も現金の寄付と複数の支援プログラム

を行った 34。しかし、それでも、3,100 万人が水道水を利用できず、国連世界食糧計画（WFP）

は 540 万人が極度の貧困に陥ると予測している 35。 

 

2) 課題の要因 

 上述した課題の主な要因のうち、「政策制度的要因」と「社会経済的要因」について記述

する。 

 

政策制度的要因 

 多くの脆弱層はインフォーマル・セクターで働き、社会保障制度や医療保険に加入してい

ない。したがって、COVID-19 のような感染症流行時や災害時においても制度的な保障を受

けることができない。このような脆弱層に対する政府や NGO 支援は、現金給付や食料・衛
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生用品の配布など一時的な対応が多く、問題の根本的解決にはつながっていない。州政府や

地方自治体は予算が限られており、連邦政府からも不十分な支援しか受けていない。 

 

社会経済的要因 

 COVID-19 感染拡大以前から、52％のブラジル人は経済的弱者であった。特に北部と東北

部の貧困は深刻であり 70〜80％の人たちが経済的弱者と言える 36。6,600 万人の国民が極度

の貧困状態にある 37。また 40％の成人が慢性疾患に苦しみ、20％が肥満である 38。彼らは 1

〜2 部屋しかない郊外の脆弱な住居に大家族で居住することが多く 39、400 万世帯でバスル

ームがなく、3,500 万世帯で安全な水へのアクセスが困難で、1 億世帯には下水道もない 40。 

2018 年現在、全人口の 6.7％（約 1,270 万人）には何らかの障害を有しており、そのうち

わずか 48.6 万人しか正規雇用されていない。 

 ブラジルには先住民が多く、都市と地方間に大きな格差があり、構造的不平等が生じてい

る。先住民に対する差別も深刻であり、支援物資の配布も困難であり、情報からも隔絶され

ている。先住民や地方の住民は、支援情報を入手することも、申請することも困難になって

いる。これらの社会経済的要因が、脆弱層に対する COVID-19 感染拡大の影響を大きなもの

としている。 

 

3) 新たなニーズ及び必要な資源 

新たなニーズ及び必要な資源は以下のようなものである。 

 

最低限の医療・福祉制度の構築とインフォーマル・セクター（特に障害者）の雇用促進 

インフォーマル・セクターで働く多くの脆弱層、地方に住む先住民などは、社会保障制度

から得られる恩恵が少なく、最低限の福祉や医療サービスを受けることも困難である。しか

し、COVID-19 のような感染症流行時や災害時には、彼らにこそ、医療や支援が必要となる。

そこで、インフォーマル・セクターの従事者をフォーマル・セクターに組み入れることが重

要だが、まずは最低限の医療・福祉サービスを提供できる制度構築が重要となる。また、デ

ジタル技術で申請・給付などができれば望ましい。加えて、インフォーマル・セクターで働

く女性や障害者に対し、安定した職場を提供することも求められている。社会的差別や偏見

から、特に障害者は就労が困難と考えられているが、企業や社会が障害者の価値や能力を見

直し雇用が促進されれば、障害者の収入が安定すると同時にインフォーマル・セクターの削

減にもつながる。 

 

情報アクセスの向上 

ブラジルでは地方住民や貧困層、先住民などのインターネットへのアクセスは限定的で

あり、電話、ラジオ、テレビなどへのアクセスも十分とは言えない。加えて先住民には言葉

のバリアも存在する。障害者にも情報バリアが存在し、手話や点字、音声読み上げソフトな
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どに対応した情報バリアの軽減が必要である。このように情報アクセスビリティにも配慮

した、情報インフラの整備、情報発信と受信の仕組みが必要である。 

 

社会的偏見や差別の軽減 

女性や障害者、先住民などに対する不当な差別や偏見の軽減、家庭内暴力からの解放、児

童や青少年に対する心理感情的ケアなども必要とされている。 

  

1.3.1.4 本邦製品・技術活用の可能性 

(1) 外国投資・輸出入・外国技術の利用に係る法規制・制度  
外国投資 

ブラジルでは、外資に限定した奨励業種はない。連邦政府レベルや、州政府や市単位で投

資奨励策を行っているケースもある。投資規模や業種によっては、個別に優遇措置が供与さ

れることもある。雇用を多く創出し、かつイノベーションを促す情報・通信産業や自動車産

業、インフラ開発部門等に対する投資優遇策がある。連邦政府レベルでの優遇策以外にも、

投資誘致を目的に州政府や市単位での税の減免措置や土地の供与などのケースもある 41。 

 

輸出入 

2011 年 7 月 14 日付経済省貿易局省令（Portaria SECEX）第 23 号により、ブラジル輸出入

管理に関する全ての規定がまとめられている。輸入管理関連法規、ドローバック制度関連法

規、輸出管理関連法規の 3 グループに大別され、各々の規制、手順、手続きなどの詳細が記

載されている。 

共通関税リスト適用除外製品（Ex-Tarifário）（2014 年 8 月 14 日付貿易審議会決議第 66 号）

により、国産類似品がない製品に対して、関税の軽減措置が認められる。外資に限定された

措置ではないが、資本財や情報通信機器で、国産の類似品がない場合や、新たなテクノロジ

ーをブラジル国内の生産現場に導入する場合などに、輸入税の減免申請ができる 42。 

 

外国技術の利用に係る法規制・制度 

ブラジルは、知的財産権及び技術の国際貿易の保護にかかわるパリ条約と世界知的所有

権機構のメンバー国だが、商標の国際登録を簡素化するマドリード協定には加盟していな

いため、知的財産権に関し複雑で特殊な制度が存在し、出願から査定までに長い時間を要す

ることが特徴である。ブラジルにおける知的財産権は国立産業財産権院（INPI）が規定して

いる 43。 

 

(2) 本邦製品・技術の活用に係る留意点 
本邦製品・技術の導入に際し、政府による公共投資以外にも、民間セクターの資金を活用

することも検討可能である。2010 年に実施された「ラテンアメリカに本社を置く大企業
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（Multilatina companies）」に対する教育分野の社会的投資に関する調査では、ブラジルとコ

ロンビアの Multinatina companies が地元の学校及び教育系 NGO に数多く投資していること

が明らかになった 44。なお、その場合、企業と政府の連携はあまり確認されなかった。 
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1.3.2 メキシコ 
1.3.2.1 COVID-19 感染者数の推移と増減の要因 

(1) 感染者数の推移 
1) 国内で感染事例が初めて確認された日と感染経路 

メキシコでは、2020 年 2 月 28 日に、イタリアからの帰国者が感染者第 1 号として確認さ

れた。 

 

2) 感染者数・死亡者数の推移 

2020 年 2 月に最初の感染者が確認された後、3 月下旬に一気にメキシコ全土で感染が拡

大した。その後 7 月まで感染者数が増え続け、いったん 11 月にかけて落ち着いたものの、

12 月に入ってから再度激増している。2021 年 2 月 1 日現在、累計感染者は 180 万人を超え、

死者は 16 万人に迫っていた 1。 

 

  
出所：メキシコ政府 COVID-19 サイト 2 

図 1-19 1 日あたりの新規感染者数 

（2021 年 2 月 1 日現在） 

出所：メキシコ政府 COVID-19 サイト 3 

図 1-20 1 日あたり死亡者数 

（2021 年 2 月 1 日現在） 

 

3) 感染者数増減の主な要因 

メキシコが従来から抱える経済的社会的格差が感染者数増加の主な要因の一つとなって

いる 4。都市部の貧困層が多く住む地域 iにおいて、死亡者数がより増加している。そこで

は、安全な飲み水や衛生設備が不十分で、アクセスできる医療機関が不足し、提供される医

療サービスのレベルも低い 5。その他、政府が発信するメッセージの混乱 ii、ソーシャル・

 
 
i 首都の南東部やメトロポリタンエリアの大衆セクター、及び北部の米国との国境地帯の大都市。また、

COVID-19 に対して最も脆弱な州はメキシコ州、チアパス州、ベラクルス州。 
ii 大統領と保健省が対立。 
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ディスタンス確保の困難 iii等が、感染者数を増加した要因として挙げられる。 

なお、2020 年 7 月から 11 月にかけて、感染者数が減少した。要因としては、国民が手洗

い等の衛生管理を行ったこと、ソーシャル・ディスタンスの確保、商店と学校の閉鎖などが

挙げられる。しかし、12 月に再び、感染者が急増した。メキシコ大統領は 12 月 4 日に①不

要不急の外出の自粛、②外出時の衛生的な距離の確保、③家族や友人とのコミュニケーショ

ンにおける電話などの活用、④パーティーなどの自粛、⑤COVID-19 の症状が出た場合や重

症化リスクが高い人々の速やかな通報及び検査の受診などを呼び掛けるとともに、政府は

病床、医療機器、医療従事者の拡充に取り組んでいくことを表明した。 

 

(2) 主な防止策と社会の反応 
1) 政府による主な感染防止対策 

2020 年 3 月 30 日には衛生上の緊急事態宣言を、3 月 31 日にはテクニカルガイドライン

を発表し、必要不可欠でない経済活動の停止を要請した。また必要不可欠な経済活動の場に

おいては、健康の安全を守るための対策を取るよう求めた iv。労働社会福祉省（Secretaria de 

Trabajo y Prevesion Social）が、労働における健康と安全を守るため、リモートワークを推奨

し、COVID-19 下における労働現場の行動ガイドを作成した。なお、この対策を守らなくて

も、罰金や懲罰は設定されておらず、国民が自主的に行うものとなっている。強制力のある

ロックダウンは実施されなかった。 

経済省は 2020 年 5 月、「ニューノーマル：経済・社会活動の再開計画」6を打ち出し、停

止していた社会・経済・教育活動を順次再開する計画を策定した。2020 年 6 月、「COVID-

19 感染警戒信号」が導入され、ライトの色 vに基づき、COVID-19 感染状況を国民に知らせ、

注意を喚起している。32 州全てにおいて、同じ指標と手法がとられ、各指標 viに基づいて各

州が判断する。ほかにも、携帯電話にメッセージを送るなど、国民への注意喚起を行ってい

る。本計画では、健康第一、団結と無差別、モラルのある経済と生産効率、公的セクター・

民間セクター・社会セクターの責任分担を柱としている。  

また、メキシコ政府は、社会保険に加入していない国民が医療にアクセスできるよう、私

立病院と無料で治療を行う合意を結んだ。2020 年 12 月現在、Pfizer 社のワクチンが保健関

係機関の承認待ちであった。承認された際には、全国民に無料で提供することを政府は約束

した。 
 

 
 
iii メキシコにおいてはインフォーマル経済が重要であり、貧困層に生活する市民が毎日の生活費を稼ぐた

めに路上にでて働きに出る必要があるため、また貧困層が生活する区域は家々が密集しているため、

ソーシャル・ディスタンスを確保するのが困難であった。 
iv  50 人以上の会議・集会の禁止。頻繁な手洗いを奨励。くしゃみや咳をするときはティッシュや前腕で

口を覆う。キス・握手・ハグによる挨拶の禁止。人と安全な距離を確保する等。 
v 危険が高い順に、赤、オレンジ、黄、緑 
vi Rt (Effective reproduction rate)、10 万人あたりの感染者数、10 万人あたりの死亡者数、10 万人当たりの

入院者数、病院の占有率（通常ベッド、換気付きベッド）、COVID-19 陽性の割合等。 
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2) 施策による社会的影響 

これらの施策は、ソーシャル・ディスタンスの確保、社会生活上不可欠ではない経済活動

の停止、比較的早期の学校閉鎖、人の移動の制限、民間企業が実施する衛生手段の当局によ

る管理、メキシコシティーにおける効果的なモニタリングシステムの確立等を可能とした。

その結果、COVID-19 感染を縮小する効果が得られた。 

一方、大統領と政府により COVID-19 に対する姿勢が異なったため、施策が統一されてい

ないことが、社会的混乱を生み、感染拡大につながった。メキシコ国内で感染者が確認され

た時点で、大統領が COVID-19 のリスクを軽視したため対策が遅れ、一気に感染が拡大し

た。2020 年 10 月から検査数が減らされ、その結果、感染者推定数が低く見積もられること

になり、危機感が薄れ、対応が遅れた。さらに、財源不足により連邦及び州政府の活動が制

限されており、COVID-19 への対策が不十分なものとなっている。 

ロックダウンや社会生活上不可欠ではない経済活動の停止により失業率が上がり、

COVID-19 による休業中の補償がないことも国民の生活に影響を与えている 7。 

 

1.3.2.2 教育分野 

1) 状況の変化と解決すべき課題 

メキシコ政府は、2020 年 3 月 14 日に全国の教育分野での活動を停止するよう指示を出し

た vii。当初は 3 月 20 日から 4 月 20 日までの予定であったが、その後、学校は再開されるこ

となく、11 月末現在、全ての教育機関は閉鎖、遠隔教育が実施されていた。  

8 月に開始した 2020/2021 年度は、インターネット、テレビやラジオを用いた遠隔教育で

始められた viii。「家で学ぼう II」（“Aprende en Casa II”）プログラム ixを通して、全教育レベ

ルの児童・生徒に教材配布する等の手段がとられた。農村地域では、教育チャンネル Edusat

のネットワークを通じて公共教育庁（Secretaría Publica de Educación）が児童にテレビ授業を

提供している。先住民コミュニティに対しては、成人教育国家機関（Instituto Nacional de la 

Educación de los Adultos, INEA）及び先住民国家機関（Instituto Nacional de los Pueblos Indigenas, 

INPI）が 18 のラジオ局で先住民言語の放送を行っている。遠隔授業が開始してから、3,800

万人以上が家庭で学習している。850 万人がテレビを通じて、750 万人がケーブルテレビを

通じて、590 万人が国営 TV を通じて学習している 8。 

しかし、インターネットアクセスがない児童生徒、パソコンや携帯電話等の端末を持たな

い児童生徒は、十分な授業を受けられていない。UNICEF によると、2018 年時点でメキシコ

の 7 歳から 17 歳の人口の 1.08％（257,146 人）は、テレビ（4.47％）、ラジオ（54.72％）、イ

ンターネット（24.84％）へのアクセスがなく、遠隔教育を受けられていない 9。また、家庭

の事情により、学び続けられない子どもも存在している。COVID-19 による経済危機で、私

 
 
vii 中央政府が学校閉鎖の宣言を出す以前に、32 州のうち 10 の州では学校を閉鎖していた。 
viii 学校を再開するには、州の COVID-19 信号が緑色になる必要がある。 
ix その後、「家で学ぼう III」も発表された。 
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立学校の授業料を払えなくなった家庭の子供達が公立学校へ編入するという現象も発生し

た。 

さらに、特別支援教育については COVID-19 下の施策が取られておらず、障害のある児

童・生徒 60 万人が、オンライン授業に代わってから教育を受けられていない 10。 

 

2) 課題の要因 

上述した課題について、ここでは「社会経済的要因」「教育技術的要因」そして「ジェン

ダー要因」の視点から分析する。 

  

社会経済的要因 

2019 年現在、メキシコでは人口の 70.1％がインターネットにアクセス可能なものの 11、

貧困地域及び農村地域等、インターネットが整備されていない地域では、遠隔授業を受けら

れない児童生徒がいる。それは 7 歳から 17 歳の人口の 1.08％12にあたる。下表は 2018 年時

点のインターネット接続状況である。特に農村部においてインターネットが整備されてい

ないことが分かる。なお、インターネット網の整備について、メキシコ大統領は COVID-19

感染拡大前から、2022 年までに国土の 100％をカバーする（universal connectivity）と約束し

ている x。 

 

表 1-15 メキシコの家庭におけるインターネット接続状況（2018 年） 

  合計 都市部 農村部 
  % 100 万家庭 % 100 万家庭 % 100 万家庭 
あり 40.3 14.0 49.2 13.2 10.5 0.8 
なし 59.7 20.8 50.8 13.6 89.5 7.2 

出所：家庭収支に関する調査（2018 年）に基づき社会発展の政策評価国家機関（CONEVAL）が予測 

  

インターネットにアクセスできても、接続が安定していない、スピードが遅い、フリーア

クセスではないために接続できない、という課題も確認されている。さらに、インターネッ

トを利用するためのパソコンや携帯電話等の端末が全児童生徒に行き渡っていないことも、

遠隔授業の実施を困難にしている xi13。 

また、メキシコでは、北部と南部、都市部と農村部、都市内の格差が大きいことが、COVID-

19 感染拡大以前からの問題である 14。貧困層は先にも述べたインターネットや端末へのア

クセスが制限されているのみならず、家庭で学習をする環境にも困難を抱えている。例えば、

 
 
x 教育省大臣 Esteban Moctezuma 氏の発言。CONCAMIN（メキシコ合衆国工業会議所連合会）主催の「工

業年次会合（RAI）」Web セミナー（2020.10.28 日開催）にて。https://www.youtube.com/watch?v=dlx-
LqwsbPs（2020.12.20 閲覧） 

xi UNICEF によると、安定したインターネットを確保できているのは 39.5％、家庭に最低 1 台のパソコン

があるのが 34.0％、2 台以上の携帯電話がある家庭が 49.0％であり、社会経済レベルによりアクセス

の差が大きいことも指摘されている。 

https://www.youtube.com/watch?v=dlx-LqwsbPs
https://www.youtube.com/watch?v=dlx-LqwsbPs
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インフォーマル・セクターで働く親は COVID-19 下であっても外に働きに出なければ生活

していくことができず、子どもの家庭での学習を支援することができない。さらに、特に小

さな子どもは家に残しておくことができないため、学校が閉鎖されてから親について路上

を出歩く子どもの数が増えたとの報告もある xii。 

  

教育技術的要因 

メキシコの教育システムは、教員の知識技能不足、教員組合の腐敗、古い教授法の活用等、

従来から課題を抱えている xiii。 

このような COVID-19 感染拡大以前からの課題に加えて、教員が遠隔教育やオンライン

授業の経験・知識を十分有しないため、授業の準備や実施に多大な負荷がかかっている状況

がある。オンライン授業について統一された指針が策定されていないことも、授業内容が各

教員の力量に任される要因の一つである。例えば、UNICEF による ENCOVID-19 調査によ

れば、インタビューを受けた 78.6％の保護者が学校閉鎖期間に家庭で学習を続けていくこ

とを困難ととらえている。その理由として、インフラがないことに加え、教員からのサポー

トがない（31.4％）、子どもが集中できない（21.1％）、親の知識の不足（17.1％）、そして 14.9％

が教科書やその他の教材がないこと（14.9％）が挙げられた 15。 

 

ジェンダー要因 

メキシコは従来から DVや女性への暴力が問題となっている。COVID-19 下において、家

庭内暴力が増加しており、それは教育の機会にも大きな影響を与えている xiv16。 

 

3) 新たなニーズ及び必要な資源 

 新たなニーズ及び必要な資源として以下を挙げる。 

 

インフラへの公共投資 

貧困層の子どもも遠隔教育に参加できるよう、インターネットの整備が進んでいない、人

口の少ない農村部や先住民コミュニティ、都市部農村部の貧困層が住む地域に、大容量の安

定したインターネット、さらにフリーアクセスができるインターネットインフラを整備す

る必要がある xv。また、特に脆弱である農村部及び先住民コミュニティにおいては、テレビ、

ラジオ放送を受信できるようにする必要もある。 
 

 
 
xii Researcher of the Center for Research and Advanced Studies of the National Polytechnic Institute (Cinvestav)専
門家 Dr. Alma Maldonado へのインタビュー（2020 年 11 月 25 日） 

xiii 教育及び公共政策専門家 Dr. Jorge Javier Romero、メキシコ合衆国工業会議所連合会（Concamín）Mr. 
Alfred Rodrigues へのインタビュー（2020 年 11 月 19 日） 

xiv 例えば、ユカタン半島だけで、パンデミックが始まって以来家庭内暴力が 21％増加したとの報告があ

る。 
xv 教育及び公共政策専門家 Dr. Jorge Javier Romero へのインタビュー（2020 年 11 月 18 日） 
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教員研修及び教育システムの向上 

遠隔教育が今後も続くことを想定し、そして COVID-19 後においては、対面とオンライン

のハイブリッド型教育が必要になる 17との見方もあるため、政府には新しい教育形態に関

する明確な計画や評価制度を策定することが求められる。また COVID-19 感染拡大以前に

はパソコンやその他のデジタル・プラットフォームを利用して授業をすることがなかった

大半の教員のために、それらを利用した授業の仕方について研修を行う必要がある。3 月か

ら 12 月現在まで行われてきたリモート教育について評価することにより、より現実に即し、

児童生徒、学生、保護者、教員のニーズに合った研修を計画することが可能となる xvi。 

加えて、教育テレビ研修センター（CETE）のテレビ授業の重要性は更に増加している。

他方、CETE の授業にもついていけない子供達が増加、脱落者による児童労働の割合が高ま

ることが危惧されている。CETE による授業番組作成の質改善に取り組む必要がある。 

 

その他 

脆弱な家庭環境にある子どもの学習状況のフォローアップ、学校閉鎖で家庭にいる子ど

もが働きに出る必要がないよう政府からの支援、遠隔教育において障害のある児童生徒へ

の教育をどのように継続するかの議論と方法確立等についてニーズがある。 

 

1.3.2.3 社会保障分野 

(1) 労働安全衛生 
1) 労働安全衛生の法令・体系 

メキシコでは、労働安全衛生法令は、憲法のもと整備されている 18。まず、メキシコ合衆

国憲法第 123 条において、労働安全衛生分野における使用者の義務、雇用関係の中で遵守さ

れるべき基準と原則が規定されている。国際的には、ILO の労働安全衛生に関する条約を批

准している。その下、労働安全衛生に関しては、連邦政府がほぼ一元的に管轄している 19。

関係法令の中心をなすものが連邦労働安全衛生法 20で、労働者の安全で健康的な労働条件

の確保、労災事故の防止や職業性疾病を予防するために必要な措置について規定している。

また、連邦労働法 21においても労働安全衛生に関する規定が設けられている。労働関係法令

の履行を担保するために、連邦法として、労働法令違反への監督と刑罰に関する規則 22が設

けられている。ほかにも、労働安全衛生に関連する連邦法としては、連邦保健法、作業環境

に関する法律などがある。また、建設業に係る労働安全衛生、化学物質や圧力容器・ボイラ

ーの規格・取扱いに係る規制、個人用保護具など、特定事項については詳細な技術的標準が

定められている 23。 

労働安全衛生を担う国家機関は連邦労働社会保障省 24であり、その担当部局は労働安全

 
 
xvi 教育及び公共政策専門家 Dr. Jorge Javier Romero へのインタビュー（2020 年 11 月 18 日）、Researcher of 

the Center for Research and Advanced Studies of the National Polytechnic Institute (Cinvestav)専門家 Dr. Alma 
Maldonado へのインタビュー（2020 年 11 月 25 日） 



全世界教育・社会保障分野における COVID-19 を受けた途上国における 
民間技術活用可能性に係る情報収集・確認調査報告書 

1-96 

衛生総局である。メキシコ社会保障協会は労災補償制度の運営を主に担う機関であり、社会

保障省とともに労働災害の予防の分野で機能している 25。 

 

2) COVID-19 のための対策 

2020 年 4 月 24 日、労働社会福祉省は、保健省と共同で「COVID-19 に対する職場のアク

ション・ガイド」を公表し、使用者に職場における COVID-19 対策を講じることを求めた

26。その内容は、①健康の増進（手洗いの励行、共用スペースの清掃、換気・採光の配慮等）、

②ソーシャル・ディスタンスの確保、③職場への入退場の管理（検温の実施等）、④自宅待

機（呼吸器疾患を呈する労働者の自宅待機等）、⑤感染が確認された労働者の隔離など。 

5 月 14 日、保健省は社会・教育・経済活動の再開のための戦略を公表した 27。その中で、

保健省が経済大臣、労働社会福祉大臣、社会保障協会と連携して、「労働環境における安全

衛生に関する技術ガイドライン」を示すことが定められた。これを受けて、保健省は、「職

場環境における安全衛生に関する技術ガイドライン」を公表した 28。このガイドラインに

は、①経済活動再開のための戦略、②健康増進、③健康保護（健康的な距離、入退室管理、

社内の感染防止対策、個人用保護具の使用）、③労働の再開のための計画（情報提供・教育、

社内での発生防止策、監視・モニタリング）、④職場における弱者の保護措置、⑤リスクの

高い職場における保護措置、⑥職業・状態別の労働者リスク分類等を規定している。 

労働社会保障省は、特設サイト「労働のための連帯（Juntos pare el Trabajo）」を設け、経

済再開のためのニューノーマルな働き方に向けて、啓発、情報やツールの提供を行っている

29。具体的には、上記のガイドラインの周知・啓発に加え、最新情報の提供、テレワークの

ためのヒントとツールの提供、自宅で参加できる遠隔職業トレーニングコースの情報提供

を行っている。 

 

3) 新たなニーズ及び必要な資源 

一般的な状況としては、適切な医療提供の確保が必要であり、そのためには、州・自治体

の保健サービスを強化、病床の増床、緊急事態に対応するための医療専門家の確保、住民の

精神的健康への悪影響の緩和、プライマリーケアの強化、施設能力の再編と強化、医療従事

者への個人用保護具の供給状況等が重要事項となっている。 

職場の労働安全衛生については、政府が発出しているガイドラインの記載事項に的確に

対応できるよう環境を整える必要がある。そのためには、職場における衛生を増進するため

の消毒剤、事業場での感染防止のための労働者の入退場管理機能・モニタリング機能の向上

などに対するニーズが高まっている。また、労働社会省では、ニューノーマルな働き方に向

けてテレワークや遠隔教育の推進を図っていることから、これらに対応するための機器・設

備の整備が必要となっている。 
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(2) 脆弱層支援 
1) 状況の変化と解決すべき課題 

COVID-19 下、女性、基礎疾患を持つ人々、障害者は次のような状況に置かれた。 

 メキシコの医療関係者の 72.8％は女性であり、彼女たちは COVID-19 感染のリスク

にさらされている 30。 

 メキシコでは糖尿病や心血管疾患を持つ人が多く、人口の 20 才以上の 10.3％が糖尿

病、75.2％が肥満、18.4％が高血圧とされている。これらの人々は、COVID-19 感染

後に症状が悪化する可能性が高い 31。 

 知的障害者協会によれば、COVID-19 の感染拡大と感染予防対策の影響を受け、最初

に解雇された人たちは知的障害者であった 32。失業のみならず増加し、家庭内暴力も

増加している。また特別支援学校が閉鎖されたことにより、通学していた障害のある

児童生徒が安全に過ごせる場所がなくなった 33。 

 

このような現状と課題に対し、メキシコ政府は以下の支援を行った。 

 路上生活者の保護施設への収容 34 

 200 万件の雇用創出 35 

 障害者と高齢者に対する年金の支払い 36 

 100 万人の小規模ビジネス従事者に 25,000 MXN（約 133,712 円）の貸付 37 

 学校給食サービスのために食料貯蔵庫の完備 38 

 不当な価格高騰を回避するために食料市場の価格モニタリング 39 

 

2) 課題の要因 

 上述した課題の主な要因のうち「政策制度的要因」と「社会経済的要因」について記述す

る。 

 

政策制度的要因 

メキシコでは、人口の 16.2％（約 2,000 万人）が健康保険サービスに加入しておらず、約

7,170 万人（人口の 57.3％）の人が社会保障サービスを受けられていない 40。したがって、

COVID-19 のような感染症流行時や災害時においても制度的な保障を受けられない。 

また、政府の財政不足や連邦政府と州政府の連携不足も脆弱層への支援を難しいものに

している。 

 

社会経済的要因 

メキシコは中所得国であるが、貧困層と富裕層の格差が激しい。メキシコ人口の 41.9％が

貧困状態にあり、特に女性は困窮している。平時から収入が不安定であることに加え、解雇

されるリスクも高い。 
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また、南北間格差があり、構造的不平等が生じている。先住民に対する差別も深刻である。

先住民は、安全な水の入手も困難で、言葉のバリアが存在し、インターネットへのアクセス

にも困難が生じている 41。このような現状が、COVID-19 に対する最低限の対策さえ困難に

させている。 

メキシコには約 770 万人の身体、精神、知的、感覚に困難を抱えた障害者が存在するが、

彼らの 3 割以上は雇用されておらず、COVID-19 感染拡大以前から生計を維持することが困

難であった。女性に対する家庭内暴力も従来からの課題であった。 

 

3) 新たなニーズ及び必要な資源 

COVID-19 は、社会保障制度や医療保険、貧困や格差、社会的差別や不平等など、平時よ

り見過ごされてきた構造的な問題を深刻化させている。一方で、メキシコ政府による支援は

施設収容や財政支援、雇用創出など一時的なものとなっている。構造的問題の解決には長期

的な取り組みが必要だが、当面のニーズとして以下が生じている。 

 

最低限の医療・福祉制度の構築とインフォーマル・セクター（特に障害者）の雇用促進 

インフォーマル・セクターで働く多くの脆弱層は、社会保障制度から得られる恩恵が極端

に少なく、最低限の福祉や医療サービスを受けることも困難である。しかし、COVID-19 の

ような感染症流行時や災害時には、彼らにこそ、医療や支援が必要となる。そこで、インフ

ォーマル・セクターの従事者をフォーマル・セクターに組み入れることが重要となるが、ま

ずは最低限の医療・福祉サービスを提供できる制度構築が重要だろう。またこれらの制度が、

デジタル技術で申請・給付などができるようになれば望ましい。加えて、インフォーマル・

セクターで働く女性や障害者に対し、安定した職場を提供することも求められている。社会

的差別や偏見から、特に障害者は就労が困難と考えられているが、企業や社会が障害者の価

値や能力を見直し雇用が促進されれば、障害者の収入が安定すると同時にインフォーマル・

セクターの削減にもつながる。 

 

情報アクセスの向上 

メキシコ先住民の多くはインターネットにアクセスできておらず、電話、ラジオ、テレビ

などへのアクセスも困難である。連邦政府によれば、都市部の携帯利用率は 99％だが、地

方（特に先住民女性）では 44％に留まっている。同様に、固定電話や携帯電話網から漏れ

ている市民は 3 百万人以上と言われている。加えて、先住民には言葉のバリアが存在し、障

害者には情報アクセスビリティの問題も生じている。このような情報バリアへの対応も考

慮した、情報インフラの整備、情報発信の仕組みが必要である。 

 

偏見や差別の軽減 

女性や障害者、先住民などに対する不当な差別や偏見の軽減、家庭内暴力からの解放、児
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童や青少年に対する心理感情的ケアなども必要とされている。 

 

1.3.2.4 本邦製品・技術活用の可能性 

(1) 外国投資・輸出入・外国技術の利用に係る法規制・制度 
外国投資 

外国投資法が、メキシコへの外国投資を許可し、それらがメキシコ国内の発展に寄与する

ことを奨励する。外国企業の投資については、メキシコ投資手続きマニュアルに詳細が記さ

れている 42。なお、政府やメキシコ企業のみに参入が許可されている業種があるため、外国

投資法第 5 条に基づき、進出前に確認する必要がある。 

メキシコには外資のみに適用される奨励措置は存在しない。「国内生産の促進」という観

点からいえば、産業分野別生産促進プログラム（PROSEC）が指定する部門が奨励業種とい

える 43。詳細は 24 業種別の製造品目の最新リスト（PROSEC 政令第 4 条に掲載）及び 24 業

種別の優遇関税の対象品目と税率を定める最新リスト（同政令第 5 条に掲載）を参照。 

また、2004 年に締結した日本・メキシコ経済連携協定（EPA）は、物品、人、サービス及

び資本の自由化及び円滑化、競争政策、ビジネス環境整備等に関する協定で、2005 年 4 月 1

日に発効した。JETRO が EPA を活用するためのマニュアルを作成している 44。 

 

輸出入 

 輸入については、石油化学品などが輸入規制を受けており、輸入するには事前の審査が必

要である。輸入関連法は、憲法、連邦行政組織法、税関法、貿易法、輸出入一般関税法、経

済省貿易細則・判断基準省令、その他省庁輸入規制（品目リスト）省令などがある。 

 

外国技術の利用に係る法規制・制度 

日本国特許庁とメキシコ産業財産庁は、特許審査ハイウェイプログラムを 2012 年 11 月 1

日から実施している。このプログラムは、日本国特許庁またはメキシコ産業財産庁で特許出

願が可能と判断された案件及び日本国特許庁が、国際調査機関・国際予備審査機関として特

許性を有するとの見解を示した国際特許出願案件を対象とする。 

メキシコは、商標の国際登録に関するマドリッド協定議定書に加盟していなかったが、

2013 年 2 月 19 日に正式加盟したため、現在は、国際出願制度を活用した商標の登録も可能

になっている。 
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1. Summary of Survey 
1.1. Background 

The spread of the novel coronavirus disease (COVID-19) has had a substantial impact on the 
global economy; travel restrictions imposed to prevent the spread of infections have affected the 
activities of companies in Japan, including companies engaging in overseas business and those 
considering expanding overseas. Concurrently, developing countries likely need to establish 
economies and societies that are safe and robust both during and after the spread of COVID-19. 

Amid these kinds of changes, the Japan International Cooperation Agency (JICA) is proactively 
incorporating technology based on the expertise and ideas of private companies in Japan into 
developing countries and ODA projects in an effort to contribute to the establishment of post-
COVID societies in developing countries as well as revitalization in Japan. JICA has decided to 
conduct surveys to analyze and consider possible applications of private-sector technology during 
and after COVID-19 by gathering information about needs in developing countries and 
technological resources in Japan in four sectors: global environment, economic infrastructure, 
health care, and education and social security. The survey in this case falls under the education 
and social security sector. 

 

1.2. Overview 

(1) Survey title 

Survey for Reconstructing the POST-COVID 19 Society in the Education and Social Security 
Sector 

 

(2) Purpose 

The purpose of this survey is to study possible applications in development cooperation of 
practical technology from Japan (in the education and social security sector) that can be expected 
to contribute to new societies in developing countries during and after COVID-19, and to apply 
them in ODA projects. 

Outcome 1: Ascertain the present state of the education and social security sector in target 
countries as they change during COVID-19, and develop an understanding of how 
needs and industrial structures are changing. 

Outcome 2: Identify products and technologies of Japanese companies in the sector that can 
accommodate the changing circumstances and fulfill the changing needs, and analyze 
and consider the effectiveness of the products and technologies in the target countries, 
and possible applications in ODA projects. 

 

(3) Duration 

October 29, 2020-May 10, 2021 
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(4) Scope 

The survey is conducted in the eight countries from the Asia, Africa/Middle East, and Latin 
America regions listed below. These countries were chosen for the substantial results of past JICA 
private-sector proposal-style projects and ODA projects. 

Asia: Vietnam, Indonesia, India, Philippines 

Africa/Middle East: Kenya, Morocco 

Latin America: Brazil, Mexico 

 

 

2. State of COVID-19 in Target Countries, and Changes in Industrial 
Structure and Needs of Each Sector Due to COVID-19 

2.1. Asia 

(1) Vietnam 

Overview of government response and socioeconomic impacts 

 On January 11, 2020, closed the northern border with China. 

 On January 23, 2020, established the National Steering Committee for COVID-19 Prevention 
and Control. Asked all citizens to wear masks on outings. 

 On March 22, 2020, banned entry into the country by all foreign nationals. 

 On March 28, 2020, declared a national lockdown. 

 On July 3, 2020, began partially reopening the country to travelers from foreign countries 
under strict conditions. 

 The Vietnamese government’s measures for containing COVID-19 earned high acclaim in 
Vietnam and around the rest of the world. 

 Life in Vietnam essentially returned to the way it was before the pandemic. 

 COVID-19 keyed the acceleration of telecommunications improvements. 

 

Education sector 

State of school closures 

 Closures began from preschools to high schools on January 23, 2020. Some schools reopened 
in April. All schools resumed in-person learning on May 4, and the school term was 
completed on July 15, six weeks later than usual. The normal schedule resumed in September. 

Introduction of online remote learning 

 Online education and TV-based learning programs were created and broadcast based on a 
government directive (the Prime Minister’s directive to promote online learning and 
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education (No. 15/CT-TTg)) and policies of the Ministry of Education and Training. 

Inequalities in education due to the digital divide 

 Telecommunications improvements, the development of telecommunications applications, 
and the introduction of 5G telecommunications under 2018 government policies proceeded 
in major cities such as Hanoi and Ho Chi Minh City. However, telecommunications 
improvements have not yet been made in some areas, primarily in certain mountainous 
regions. 

 A UNICEF survey revealed an inequality of educational opportunities in areas underserved 
by telecommunications as of April 2020; 37.9% of respondents noted technical difficulties 
(lack of equipment and facilities, insufficient internet connections), and 9% indicated that 
they were unable to connect to the internet or had a poor connection. 

Lack of teaching methods suitable for remote learning 

 Many schools are using tools such as Zoom. Because of their unfamiliarity with the format, 
both teachers and students felt burdened and anxious, and experienced the difficulty of 
ensuring quality. ICT literacy was added to the general education curriculum in 2002, but 
many teachers lack knowledge of ICT, and must resort to teaching themselves how to use 
computers and prepare materials. 

Challenges to overcome to reopen schools 

 Since the lockdown, teachers’ duties have expanded to include disinfecting desks, chairs, and 
the like under Ministry of Health guidelines. In the event that relevant people at a given school 
had close contact with people who contracted COVID-19, the school would close for 14 days 
as a measure to prevent the spread of infections. 

 

Social security sector (occupational safety and health) 

Laws, regulations, and organizations responsible for occupational safety and health 

 Law on Occupational Safety and Health (2015), Labour Code (2012), Law on Protection of 
the People’s Health (1989), etc. 

 The organizations responsible for occupational safety and health are the Ministry of Labour, 
Invalids and Social Affairs (occupational safety) and the Ministry of Health (occupational 
health). The Vietnam General Confederation of Labour also serves to develop policy, enact 
laws and regulations, and engage in public education and awareness activities. 

Measures for preventing the spread of COVID-19 in the workplace 

 On September 1, 2020, the Ministry of Health released guidelines for preventing COVID-19 
in the workplace in an effort to shield business operations from the negative effects of the 
pandemic while maintaining occupational safety and health in the workplace. The guidelines 
mainly call for (1) Maintaining sanitation in common areas, (2) Using cleaners and 
disinfectants, (3) Maintaining sanitation in public spaces, (4) Rigorous ventilation, (5) 
Regular handwashing, (6) Isolating workers with documented health conditions, (7) 
Institutionalizing coughing etiquette, and (8) Reporting to the Ministry of Health when 
people have symptoms. 
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Social security sector (assistance for socially vulnerable people) 

Impact of COVID-19 on socially vulnerable people 

 32.1 million workers age 15 and older have been impacted (decline in income (69.2%), 
shorter working hours (39.9%), unemployment (14%)), particularly those working in arts and 
entertainment, lodging services and restaurants, logistics services, administrative services, 
and the manufacturing and processing industries. 

 The hardships are particularly severe for women, who comprise large segments of these 
sectors. 

 Child care and elderly care demands on women have also increased. 

 Respondents with disabilities also reported wage reductions (59%), shorter working hours 
(49%), and unemployment (30%). 82% of respondents with disabilities are worried about 
maintaining their own and their family’s health, and 70% have difficulty accessing medical 
care. 

 Workers desire assistance in many different forms, including cash (54.1%), food (13.3%), job 
placement (19.5%), and vocational training (11.3%). 

Social security measures for COVID-19 

 The Ministry of Labour, Invalids and Social Affairs drafted a bill to suspend collection of 
social insurance premiums at companies with 50% or more employees negatively impacted 
by COVID-19. 

 The ministry also provided monthly payments of 1 million VND (approx. 4,790 JPY) to 
impoverished workers, workers in the informal sector, and unemployed people, as well as 
500,000 VND (approx. 2,400 JPY) for socially disadvantaged people. 

 Employment insurance was provided to roughly 800,000 people. 

Institutional factors behind issues faced by socially vulnerable people 

 Although 89.6% of eligible people are enrolled in medical insurance (September 2020), 
relatively few members of the working population are enrolled in social insurance (31.5%) 
and unemployment insurance (26.2%). Enrollment rates are particularly low in the informal 
sector, where people saw greater unemployment and wage reductions due to COVID-19. 
71% of people with disabilities work in the informal sector, or are self-employed. 

Sociocultural factors behind issues faced by socially vulnerable people 

 70% of people with disabilities have difficulty in accessing medical facilities. 2017 statistics 
from the Ministry of Construction show that only 22.6% of medical facilities fulfill 
accessibility requirements. Additionally, just around 3.5% of buses are accessible to people 
with disabilities. 

 

(2) Indonesia 

Overview of government response and socioeconomic impacts 

 On February 5, 2020, announced a suspension of flights to and from China. 
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 On March 13, 2020, established the Task Force for the acceleration of Handling of COVID-
19. Two days later, the president issued a statement asking educational institutions to close, 
and for people to telecommute and postpone gatherings. 

 On March 31, 2020, signed a government regulation on Large-Scale Social Restriction by the 
president. 

 On May 27, 2020, established guidelines for a new normal. Separated the country into zones 
dependent on the state of the pandemic in each. 

 In an April 2020 survey, 49% of respondents supported the government’s countermeasures. 
However, the measures had severe socioeconomic impacts. In a May 2020 survey, 44% of 
respondents indicated that they had experienced a substantial decline in income, and 17% said 
that they were unemployed. 

 

Education sector 

State of school closures 

 Closures began at nearly all educational institutions between March 16-31, 2020. Schools 
reopened in the green and yellow zones on August 7. The government announced to allow 
schools to reopen and conduct face to face learning, schools reopened in only 14 provinces 
in January 2021. 

Introduction of online remote learning 

 The Ministry of Education and Culture issued circular letters on online learning and learning 
from home and launched TV lesson program namely “Belajar dari Rumah”.  Educational 
technology companies collaborated to provide a free online learning platform. The 
government also provided internet quota to teachers, students and lecturers. 

Inequalities in education due to the digital divide 

 According to a UNICEF, 35% of students surveyed reported a bad internet connection. 

 According to the Center for Educational and Cultural Data and Statistics of the Ministry of 
Education and Culture, although 94.7% of universities offered online learning, only 39% of 
primary and secondary schools do the same. 

 According to JETRO, educational expenditures as a percentage of total household 
expenditures in rural areas (2.2%-2.6%) are only 40% of the level in urban areas (3.6%-4.0%). 

 Based on the Welfare Statistics 2019, 25% of urban households owned a computer or laptop 
to access internet, compared to less than 15% of rural households. 

Lack of teaching methods suitable for remote learning 

 Teachers’ lack of teaching skills prevents the country from providing high-quality education 
(teachers struggle with class management and test administration, and students are bored or 
confused in class). The Ministry of Education and Culture launched a portal site for teacher 
education, but circumstances will take time to improve. Additionally, teachers’ lack of 
expertise and teaching methods have long been problematic. 

Challenges to overcome to reopen schools 
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 An increasing number of students are dropping out of school to help with housework and 
chores, deal with psychological problems or unplanned pregnancies, or get married. 

 

Social security sector (occupational safety and health) 

Laws, regulations, and organizations responsible for occupational safety and health 

 Relevant laws and regulations include Law No. 1 of 1970 on Occupational Safety, and the 
Labour Law of 2003. 

 Organizations responsible for occupational safety and health are the bureau of occupational 
safety and health development and bureau of occupational safety and health supervision under 
the Ministry of Manpower. 

Measures for preventing the spread of COVID-19 in the workplace 

 On March 12, 2020, the government issued Measures to Prevent the Spread of COVID-19 in 
the Workplace to function as guidelines to minimize the spread of infections in the workplace. 
Five days later, the Minister of Manpower wrote a letter to all provincial governors on 
protecting workers and sustaining business while preventing and recovering from COVID-
19. Among other things, the letter called for wage protection and prevention of the spread of 
infections in the workplace. 

 The Ministry of Manpower provides an online occupational safety and health service that 
gives workers and employees access to relevant information and counseling. The service also 
provides information about business sustainability plans, prevention measures in the 
workplace, workers’ rights, and more. 

 

Social security sector (assistance for socially vulnerable people) 

Impact of COVID-19 on socially vulnerable people 

 13.8% of people infected with COVID-19 are elderly. 43.7% of elderly people who contracted 
COVID-19 eventually died. 

 Women use public transportation more often than men, and are thus at higher risk of infection. 
Many women in impoverished households work in the informal sector, and thus are at risk of 
losing their income. Women are facing increasing demands to educate their children and care 
for elderly people and people with disabilities. Child care services and prenatal support for 
pregnant women are decreasing. 

 86% of people with disabilities have experienced a decline in income (many work in retail, 
as masseuses, in stores, or as day laborers or other positions in the informal sector), yet 
insufficient registration has excluded some households from eligibility for government 
assistance. A survey conducted in June revealed that 70% of people with disabilities do not 
understand measures to prevent the spread of COVID-19. 

Social security measures for COVID-19 

 600,000 IDR (approx. 4,454 JPY) was distributed to 90,000 people outside metropolitan 
Jakarta for a three-month period. 
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 Food assistance in the form of 600,000 IDR (approx. 4,454 JPY) was distributed to residents 
of metropolitan Jakarta for a three-month period. 

 Food vouchers were distributed to 20 million households. 

 Electricity fees were waived for 24 million people. 

 Free vocational training and employment assistance were provided to unemployed people. 

 Guidelines for preventing the spread of infections were created specifically for people with 
disabilities. 

 Private-sector organizations also provided diapers, sanitary napkins, milk, biscuits, dietary 
supplements, beans, sugar, soy sauce, soap, disinfectant, and more to people with disabilities, 
elderly people, women, and children. 

Institutional factors behind issues faced by socially vulnerable people 

 Although the poverty rate is under 10% in urban areas, it is at least 15% in rural areas. Despite 
this inequality, the social security system is ill-equipped to alleviate poverty. Enrollment in 
the social security system is optional for self-employed people and people who work in the 
informal sector. The public aid system for the poorest of the poor depends on the budget. 

Sociocultural factors behind issues faced by socially vulnerable people 

 Information infrastructure is underdeveloped in some regions across this vast country with 
more than 10,000 islands. People with disabilities have always had particular difficulty 
accessing information. 

 Prejudice and discrimination against women are firmly entrenched. Households headed by 
women have higher rates of poverty, and difficulty accessing basic services for daily life. 

 

(3) India 

Overview of government response and socioeconomic impacts 

 On February 5, 2020, invalidated visas issued in China. Asked people to refrain from traveling 
to China. On March 3, 2020, invalidated visas issued in Japan, Italy, South Korea, and Iran. 

 On March 25, 2020, instituted a nationwide 21-day lockdown. Asked everyone in India to 
remain at their home or place of residence. The lockdown was extended to May 31. Starting 
May 30, the lockdown was lifted in stages outside areas of containment. 

 The economic devastation was unlike any seen in recent history (according to the IMF, 
projected economic growth was downgraded approx. 4.5%). 

 The resulting poverty and starvation had a negative impact on national health. 

 

Education sector 

State of school closures 

 Closures began from preschools to universities on March 17, 2020. Schools were cleared to 
reopen in stages on and after October 5; the states determined the actual timing and mode of 
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reopening. 

Introduction of online remote learning 

 The Ministry of Education and the Ministry of Skill Development and Entrepreneurship are 
engaging in efforts to sustain learning through online portal sites. The portals include 
DIKSHA for primary and secondary education, and SWAYAM for tertiary education. 

Inequalities in education due to the digital divide 

 Children with disabilities, ethnic minorities, migrants, refugees, internally displaced people, 
and the poorest of the poor rural communities are disadvantaged. 

 Nearly 99.9% of households have access to electricity, but only around 47% of rural 
households receive a power supply for 12 or more hours per day. 

 As of 2019, 24% of people in India had smartphones, 11% of households owned a computer 
(23.4% in urban areas, 4.4% in rural areas), 24% of households had access to the internet 
(42%, 15%), and 8% of households with children ages five to 24 both had a computer and 
access to the internet (Ministry of Statistics and Programme Implementation). 

Lack of teaching methods suitable for remote learning 

 Online learning has been criticized for its severe impact on the mental health and happiness 
levels of children, particularly those in the lower grades. It is questionable whether practical 
and experimental learning in science, or music and art education can be carried out remotely. 
Although there is a need to restructure learning assessment to accommodate online learning, 
it is difficult to monitor the state of online classes and ensure fairness. 

Challenges to overcome to reopen schools 

 Educational institutions must update health guidelines to emphasize mental health care, and 
provide appropriate psychological support and assistance with stress management for 
children who are experiencing heightened anxiety as a result of COVID-19. 

 

Social security sector (occupational safety and health) 

Laws, regulations, and organizations responsible for occupational safety and health 

 The Occupational Safety, Health and Working Conditions Code established in 2020. The law 
strives to integrate and restructure the 13 existing laws related to occupational safety and 
health. 

 The organization responsible for occupational safety and health is the Ministry of Labour & 
and Employment. 

Measures for preventing the spread of COVID-19 in the workplace 

 On March 20, 2020, the government issued a memorandum containing measures for 
preventing the spread of COVID-19 in government agencies. 

 On May 18, 2020, the government issued Workplace Guidelines — Preventive Measures 
Against COVID-19 to set out prevention and response for the workplace. The guidelines 
mainly call for (1) Basic preventive measures (social distancing, using face coverings/masks, 
regular handwashing, using alcohol-based hand sanitizers, etc.), (2) Preventive measures for 
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places of business (complying with rules set out in the aforementioned guidelines for 
government agency employees), (3) Methods of responding to outbreaks, and (4) Closing 
workplaces at which clusters have been identified. 

Issues faced by medical personnel 

 More detailed guidelines were established for medical care workers in light of their exposure 
to a heightened risk of infection, and the importance of their provision of medical care 
services. India desires the improvement of sanitation in the workplace and the provision of 
goods and facilities that contribute to the improvement of preventive measures at hospitals 
involved in improving the occupational safety and health of medical personnel. 

 

Social security sector (assistance for socially vulnerable people) 

Impact of COVID-19 on socially vulnerable people 

 The nationwide lockdown caused factory closures, supply chain delays, and unemployment 
among migrant workers. 

 According to the ILO, the impact of COVID-19 could have driven the 400 million people 
working in the informal sector into poverty. 

 Efforts to prevent the spread of COVID-19 in this segment of the population have been 
insufficient because they have difficulty accessing sanitary environments. 

 They have no job security, no social security, and no assurance of safety in their workplaces. 

Social security measures for COVID-19 

 The government prepared an aid package worth 1.7 trillion INR (approx. 2.6 trillion JPY). 

 5 kg of rice/wheat and 1 kg of beans were distributed to 800 million impoverished people for 
a three-month period. 

 Payments of 500 INR (approx. 752 JPY) were provided to 200 million women enrolled in a 
financial inclusion program (PMJDY) for a three-month period. 

 Hourly wages were increased 182 INR to 202 INR. 

 Payments of 3,000 INR (approx. 4,515 JPY) were made to 30 million impoverished elderly 
people, widows, and people with disabilities. Payments of 2,000 INR (approx. 3,010 JPY) 
were made to agricultural workers. 

 State governments were permitted to use welfare funds for workers involved in building 
construction. 

 Employees’ Provident Fund enrollees were allowed to withdraw up to 75% of reserve funds; 
withdrawals totaled 390 billion INR (approx. 587 billion JPY). 

Institutional factors behind issues faced by socially vulnerable people 

 21.9% of the population lives below the poverty line. The spread of COVID-19 exacerbated 
chronic poverty and inequality. 5.1 million people were enrolled in social security (2016), 
10.1 million people are enrolled in the pension system, and enrollment in the medical 
insurance system was 57% despite the fact that the government pays premiums for 
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impoverished people. 

Sociocultural factors behind issues faced by socially vulnerable people 

 Structural discrimination on the basis of caste, gender (including underage marriages and 
pregnancies), and economic inequality; discrimination against children, elderly people, 
people with disabilities, migrants, people with HIV/AIDS, and sexual minorities. Human 
rights violations against dalits (untouchables), insufficient protection of street children. 

 

(4) Philippines 

Overview of government response and socioeconomic impacts 

 On January 28, 2020, convened the Inter-Agency Task Force for the Management of 
Emerging Infectious Diseases. 

 On March 8, 2020, the president declared a State of Public Health Emergency. Enhanced 
Community Quarantine (ECQ) was imposed throughout Luzon including suspension of 
classes, prohibition of mass gatherings, suspension of mass public transport facilities while 
function of private establishments providing basic necessities was sustained. Afterward, 
community quarantines were implemented in four stages in response to circumstances in the 
area. 

 A September 2020 public opinion poll revealed that 84% of citizens had a positive opinion 
about the work done by the Duterte administration to control the spread of COVID-19. 

 Socioeconomic impact: Record-high unemployment rate of 17.6% in April 2020, real GDP 
growth of -8.5% to -9.5% in 2020 

 

Education sector 

State of school closures 

 Class of both basic education and higher education institution was suspended for 5 days in 
Metro Manila from March 10. Afterward, area and period were extended in responses to 
circumstances. School opening was differed to October 5.The president stated that face to 
face class would not allowed until vaccines become available.  

Introduction of online remote learning 

 In February 2020, the Department of Education (DepEd) established an Educational 
Technology Unit within the Information and Communications Technology Service and 
started to conduct capacity building program for teachers. In March, DepEd launched 
DepEdCommons, a portal for sharing teaching materials, and in April, began sharing 
information via Facebook. 

Inequalities in education due to the digital divide 

 No more than 47% of students in public schools (and fewer than 10% in rural areas) have 
access to the internet and learning devices. 

 Even though students may live in areas where internet access is possible, many households 
have difficulty paying fees for internet service and electricity. 
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 Regional inequalities and economic inequalities between households exist in the background. 
Annual household expenditures for education are just around 3% of household income, and 
spending tends to be less the lower the household income. 

 At least 50% of barangays in Metro Manila and Region III on the outskirts of Manila have 
access to fiber-optic internet services; the figure is no more than 30% in other areas. 

Lack of teaching methods suitable for remote learning 

 According to an April 2020 survey by DepEd, 9% of teachers have undergone training on 
distance learning, and although 87% own a computer, only 49% can access the internet from 
home. Additionally, many teachers are lacking in ICT literacy. Teaching materials have long 
been criticized for their poor quality, and teachers had little time to prepare for teaching 
remotely. 

Challenges to overcome to reopen schools 

 On November 6, 2020, Undersecretary of Education Diosdado San Antonio said that 10% 
fewer students enrolled school in the 2020-21 school year compared to the previous year. 

 

Social security sector (occupational safety and health) 

Laws, regulations, and organizations responsible for occupational safety and health 

 Relevant laws and regulations include the Labor Code, Occupational Safety and Health 
Standards, and the Act Strengthening Compliance with Occupational Safety and Health 
Standards and Providing Penalties for Violations Thereof. 

 Organizations responsible for occupational safety and health are the Department of Labor and 
Employment (DOLE) Bureau of Working Conditions, and the Occupational Safety and 
Health Center under its control. 

Measures for preventing the spread of COVID-19 in the workplace 

 On January 31, 2020, the government issued Guidelines on Workplace Prevention and 
Control of COVID-19. On March 4, the government issued Guidelines on the Implementation 
of Flexible Work Arrangements. On April 30, the government issued Interim Guidelines on 
Workplace Prevention and Control of COVID-19. The guidelines mainly call for (1) 
Improving capacity for physical and psychological recovery (mental health, work-life balance, 
etc.), (2) Stopping the spread of the disease (using facemasks/shields, social distancing, 
regular handwashing, ventilation, etc.), (3) Reducing opportunities for contact 
(telecommuting arrangements for high-risk individuals, reducing opportunities for large 
gatherings, limiting meetings, shortening transaction times with customers, etc.), and (4) 
Reducing the potential for infections (checking body temperature and state of health, 
responding to outbreaks, etc.). 

 

Social security sector (assistance for socially vulnerable people) 

Impact of COVID-19 on socially vulnerable people 

 Many overseas laborers were forced to return to the Philippines because their contracts fell 
through. Many small and medium-sized enterprises and retail businesses closed, increasing 
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the number of unemployed people. Many socially vulnerable people depleted their savings 
in response to the rapid rise of the cost of daily necessities, increased expenditures on 
medicinal products, and reduced income. 

 Violence against women increased as a result of the lockdown. People had difficulty securing 
food. Children faced a heightened risk of internet addiction and online sexual abuse. 

 In a survey of 75 people with disabilities, 70% indicated a negative impact on their work. 
Telecommuting arrangements, transition to day labor, income reduction, unemployment 
crisis. Many people struggled to adapt to changes in their living environment, and further 
difficulty obtaining employment opportunities is projected. 

Social security measures for COVID-19 

 Social improvement programs: Safety nets were established and emergency subsidies (206 
billion PHP (approx. 466.5 billion JPY)) were distributed to impoverished households and 
unemployed people. 

 Emergency subsidy program: 5,000-8,000 PHP (approx. 11,322-18,115 JPY) for 18 million 
households for a two-month period. 

 Aid for elderly people: Payments of 3,000 PHP (approx. 6,793 JPY) were made to 2.75 
million impoverished elderly people. 

 Assistance for dealing with crises: Assistance in the form of medicinal products, interment 
expenses, food, transport, education, and more equivalent to 1,100,008,000 PHP (approx. 
2.67192 billion JPY) was provided to more than 270,000 residents of isolated communities. 

 Payment of subsidies to 86,000 returning laborers and more than 120,000 Filipino laborers 
overseas. 

Institutional factors behind issues faced by socially vulnerable people 

 With so many impoverished people already, existing income and regional inequality have 
grown more severe. Many socially vulnerable people work in the informal sector and are not 
enrolled in the social security or medical insurance systems. Much of the government and 
NGO assistance for socially vulnerable people is temporary, and does not represent a 
fundamental solution to the problems. 

Sociocultural factors behind issues faced by socially vulnerable people 

 Language, religion, and culture differ by region in this island nation comprising more than 
7,000 islands. Local governments have a lot of power; welfare and education are their 
responsibility. Therefore, inequality between local governments exists as well as inequalities 
between urban and rural areas. 

 

2.2. Africa/Middle East 

(1) Kenya 

Overview of government response and socioeconomic impacts 

 On March 27, 2020, Kenya closed its airports and borders. The government declared a curfew 
at night. People were obliged to wear masks in public spaces. 
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 On April 2, 2020, declared a lockdown: travel between any city and the Greater Nairobi 
Metropolitan region and the counties of Kilifi, Kwale, and Mombasa was prohibited, bars and 
hotels were shut down, and gathering in groups was prohibited. Violators were subject to fines 
and imprisonment. 

 The lockdown resulted in greater unemployment among socially vulnerable people. 2.5 
million households experienced job losses in the eight months starting with the lockdown. 

 For a time, excessive enforcement by the police was observed. 

 

Education sector 

State of school closures 

 Closures began at all schools on and after March 13. Starting in October, schools reopened 
for four-year and eight-year primary students and four-year secondary students. All schools 
reopened for the new school year in January 2021, with all students repeating the same grade. 

Introduction of online remote learning 

 UNESCO, UNICEF, USAID, the World Bank, and others collaborated to promote a project 
for continuing basic education during the COVID-19 pandemic. 

 The Kenya Institute of Curriculum Development developed online educational content, and 
makes it available on their website. 

Inequalities in education due to the digital divide 

 According to the NPO Usawa Agenda, an average of 22% of Kenyan children have access to 
digital content. 

 The rate of access to digital content is higher in urban areas (e.g., 55.6% in Nairobi, 56.2% in 
Mombasa), and is extremely low in other areas (e.g., 2.2% in Marsabit, 2.7% in Makueni, 
3.9% in Mandera, 4.0% in Baringo). 

 Additionally, 18.9% of parents and guardians were unaware of the need to continue their 
children’s education at home, and high percentages of them had no knowledge of the 
government’s online educational content in Mandera (82.0%), Baringo (40.0%), and Marsabit 
(39.6%), signifying inequality between urban and rural areas. 

Lack of teaching methods suitable for remote learning 

 Because teachers are accustomed to in-person learning, very few of them have acquired ICT 
literacy. Even as online education is recommended, there is a troubling lack of teaching 
methods and skills for creating materials suitable for online learning among teachers. 

Challenges to overcome to reopen schools 

 In the three months starting with the lockdown, 152,000 underage girls became pregnant. The 
perpetual problem of youth pregnancies grew even more severe. 

 After schools reopened, there were not enough masks or other personal protective equipment. 
There were even cases in which COVID-19 transmission in schools resulted in the deaths of 
students and teachers. 
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Social security sector (occupational safety and health) 

Laws, regulations, and organizations responsible for occupational safety and health 

 The relevant law is Occupational Health and Safety Act 2007. The organization responsible 
for occupational safety and health is the General Office of Labour Safety and Health Services 
under the Ministry of Labour and Social Protection. 

Measures for preventing the spread of COVID-19 in the workplace 

 On March 14, 2020, the government issued the Occupational Safety and Health Advisory on 
COVID-19. On June 29, the government issued the Occupational Safety and Health Post-
COVID-19 Return to Work Advisory. The guidelines mainly call for (1) Risk assessments for 
occupational safety and health, (2) Formulating and informing workers of occupational safety 
and health policies, (3) Recommending telecommuting, (4) Considerations for safe 
commuting, (5) Social distancing in the workplace, ensuring sanitation in shared spaces, and 
distributing masks, (6) Considerations for mental health and welfare, (7) Prohibiting 
discrimination against currently or previously infected workers, (8) Auditing occupational 
safety and health, and (9) Considerations for workers age 60 and older and workers with 
existing health conditions. 

Issues faced by medical personnel 

 A compelling problem for medical personnel is the shortage of masks, protective clothing, 
and other personal protective equipment. Medical personnel also contract COVID-19, and 
some have even died. In December, labor unions of physicians, pharmacists, dentists, and 
other medical personnel went on strike to demand personal protective equipment and 
insurance payment reform. 

 

Social security sector (assistance for socially vulnerable people) 

Impact of COVID-19 on socially vulnerable people 

 Unemployment increased, and many people experienced wage reductions. 

 Ruptures in the social security network made it difficult for many workers in the informal 
sector to obtain food and daily necessities. 

 Only some medical services are covered under medical insurance for the universal health care 
system; testing and treatment for COVID-19 are not covered, and some people faced 
difficulty receiving treatment after contracting the disease. 

 People with disabilities have difficulty with mobility, and face a heightened risk of infection 
when using welfare equipment and public transportation. Harsh, longstanding discrimination 
against people with disabilities has made it difficult for them to obtain information, and has 
limited their activity. Thus, they have difficulty getting social aid for trips to hospitals, and 
finding work. 

Social security measures for COVID-19 

 The Kenyan government has provided cash payments and assistance devices to people with 
disabilities, and has also provided education, employment assistance, counseling, and other 
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services. 

Institutional factors behind issues faced by socially vulnerable people 

 Although the percentage of the population below the international poverty line is improving 
(it was 36.1% in 2015-16), issues remain with high poverty rates, income and regional 
inequality, and low enrollment in social security and health insurance systems. Cash payments 
and food distribution to orphans and elderly people through public aid are also relatively low. 

Sociocultural factors behind issues faced by socially vulnerable people 

 People with disabilities have difficulty with mobility, and face a heightened risk of infection 
when using welfare equipment and public transportation because they must touch many 
things. Harsh, longstanding discrimination against people with disabilities has made it 
difficult for them to obtain information, visit hospitals, receive social aid, and find work. 

 

(2) Morocco 

Overview of government response and socioeconomic impacts 

 On March 20, 2020, declared a state of health emergency. 

 The lockdown lasted until June 10, 2020. 

 Prohibited outings unless people carried special permits explaining legitimate grounds for 
traveling (purchasing daily necessities, visiting hospitals, commuting to work). 

 Closed all commercial facilities for the public (except those in essential lines of business for 
sustaining daily life), cultural facilities, and education and training institutions (from 
preschool to university). 

 Established the Special Fund for the Management and Response to COVID-19  (approx. 415 
billion JPY as of July 31, 2020). 

 The lockdown produced negative psychological effects (anxiety, fear, obsessive behavior, 
etc.). 

 The unemployment rate in 2020 was 14.8%, and the GDP in the second quarter of the year 
was -13.8% year-on-year (both figures are estimates) 

 

Education sector 

State of school closures 

 Closures began at all educational institutions on March 16. On May 12, the decision was 
made to reopen schools at the start of the new school year in September. On September 7, 
schools reopened with in-person learning, remote learning, and hybrid learning. 

Introduction of online remote learning 

 Over 3,000 online classes for different subjects and school years were provided on 
TelmidTICE, the Ministry of National Education’s digital platform. More than 6,000 pieces 
of educational content were created. Access to the platform was provided free of charge based 
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on cooperation with telecommunications providers. 

Inequalities in education due to the digital divide 

 22.4% of households own telecommunications equipment or have access to the internet 
through which students can participate in online classes; 9.7% of households (11.2% in urban 
areas, 6.2% in rural areas) own smartphones, 2.8% own computers, and 0.2% own printers. 

 15.9% of all households have internet access (17.2% in urban areas, 13% in rural areas). The 
figure increases to 20.8% if the head of the household has received tertiary education (it is 
13% otherwise). 

 In 2016, the mobile telephone network coverage reached 99.2% of the population. Inequality 
between urban and rural areas likely depends more on people’s ability to afford services than 
differences in available infrastructure by region. 

Lack of teaching methods suitable for remote learning 

 Beyond improvements in the quality of classes demanded under previous educational reform, 
there is a need to incorporate factors such as increasing ICT utilization and the expanding 
roles of the family. Future demand for hybrid education will also entail the special 
formulation of technologies, means of communication, and teaching methods, necessitating 
the rebuilding of the relationship between knowledge and how it is acquired. 

Challenges to overcome to reopen schools 

 On October 14, 2020, five weeks after schools reopened on September 7, 210 schools closed 
again due to insufficient sanitation measures. In that time, 1,500 teachers, 1,400 students, 
and 403 administrative personnel contracted COVID-19. 

 

Social security sector (occupational safety and health) 

Laws, regulations, and organizations responsible for occupational safety and health 

 Relevant laws and regulations include the labor code of 2003 and a government ruling in 
2008. Other laws and regulations account for the attributes of various industries, including 
the agriculture and service industries and the public sector. 

 Organizations responsible for occupational safety and health are the Ministry of Employment 
and Social Affairs, the Council for Occupational Medicine and Preventing Occupational 
Risks, and the Ministry of Health. 

Measures for preventing the spread of COVID-19 in the workplace 

 The government issued an advisory for occupational safety and health in the workplace. The 
advisory mainly calls for (1) Educating workers about infection risks and prevention, (2) 
Improving sanitation control in the workplace (regular hand sanitizing, cleaning/disinfecting 
of public spaces, etc.), (3) Following corporate safety and health directives, (4) Measures for 
responding to COVID-19 symptoms, (5) Recommending telecommuting, (6) Social 
distancing, (7) Changing meeting formats (teleconferencing, emails, virtual meetings), and 
(8) Introducing flexible work schedules to avoid dense gatherings of workers in the workplace. 
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Social security sector (assistance for socially vulnerable people) 

Impact of COVID-19 on socially vulnerable people 

 Many workers in the informal sector lost their jobs or experienced a decline in income. The 
unemployment rate among the 7,000 refugees from Syria and Yemen stands at 87%. 54% of 
people with disabilities have lost their jobs or experienced a substantial decline in income. 

 The ongoing promotion of the liberalization of the medical care industry since 2015 has 
prevented workers in the informal sector, elderly people, children, people with disabilities, 
women, migrants, and others from accessing medical facilities during the COVID-19 
pandemic. The percentage of adults with disabilities receiving medical care or rehabilitation 
services declined from 14% to 4.7%. 

 School closures increased women’s workloads in the home. Domestic violence also increased. 
Girls are at risk of sexual abuse and underage marriage. 

Social security measures for COVID-19 

 The government established the Special Fund for Management and Response to COVID-19, 
investing 10 billion MAD (approx. 123.0 billion JPY) from the national budget, and also 
solicited donations from the private sector. As of July 31, the fund’s proceeds reached 33.7 
billion MAD (approx. 414.5 billion JPY). 

 Monthly payments of 2,000 MAD (approx. 24,600 JPY) were made to workers enrolled in 
the social security fund who work for companies that are shut down or have experienced a 
decline in sales of at least 25%. Monthly payments of 800-1,200 MAD (approx. 9,840-14,760 
JPY) were made to workers in the informal sector (workers eligible for the medical aid system 
who are also exempt from paying health insurance premiums) based on the number of people 
in each household (a total of 15 billion MAD was paid to 5.5 million households). 

Institutional factors behind issues faced by socially vulnerable people 

 60% of workers are not enrolled in the national pension system. Many socially vulnerable 
people are not enrolled in the social security system, and also have unstable incomes. 46% of 
the working age population has limited access to medical facilities. 66.9% of people with 
disabilities receive no social security benefits. Elderly people are also being excluded and 
isolated. 

Sociocultural factors behind issues faced by socially vulnerable people 

 Although the number of economically disadvantaged people in Morocco is decreasing, 42.3% 
of the population self-identifies as impoverished. In 2015, 4.4% of children were 
impoverished, and 14.4% were disadvantaged. There is social discrimination against foreign 
refugees, people with disabilities, and women. 

 

2.3. Latin America 

(1) Brazil 

Overview of government response and socioeconomic impacts 

 President Jair Bolsonaro downplayed COVID-19 after cases were confirmed in Brazil in 
March 2020. Political turmoil (opposition between the President Bolsonaro and the Ministry 
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of Health). 

 Inconsistency between the federal and the state government on the pandemic prevention 
measures. In April 2020, Supreme Federal Court declared that the state and municipal 
governments decisions on measures are prioritized over the federal government decisions. 
The Ministry of Economy institutionalized subsidies for small and medium-sized enterprises, 
recommended remote work, permitted telecommuting, encouraged people to take paid 
vacations, paid subsidies to workers in the informal sector and single mother families, and 
compensated workers for lost working time and temporary suspensions. 

 The unemployment rate was increased (from 13.3% in April-June 2020 to 14.6% in July-
September 2020). 

 

Education sector 

State of school closures 

 Closures began at all educational institutions in mid-March 2020.  The reopening of schools 
has been in accordance with the recommendations of the Health Secretariats of each State. 
As of February 2021, most of schools were kept closed with remote learning, except Northern 
States. 

Introduction of online remote learning 

 The federal government has announced no policies regarding to the remote lerning, but the 
state governments have determined policies. Online learning is provided through platforms 
such as Google Classroom, Google Meet, and Zoom. Teaching materials created on YouTube, 
PowerPoint, Microsoft Word, and PDF has been distributed through social media. 

Inequalities in education due to the digital divide 

 Inequality of access to online learning is tied to existing socioeconomic inequality. A 
interview survey in July 2020 revealed that 24% of public school students had discontinued 
their studies at home. 57% of these students lived in the poor areas. 90% were elementary or 
junior high school students, 42% lived in the Northeast region, and 60% were black. 

 Many low-income parents and guardians derive their income from the informal sector; they 
needed to continue working outside the home even during the lockdown and school closures, 
leaving their children (mainly girls) to manage the housework,  which made them difficult 
to study at home. 

Lack of teaching methods suitable for remote learning 

 Most teachers had no experience, skills, or knowledge of online learning, and had received 
no online learning guidelines from the government. The teachers has been struggling by 
themselves responding to the circumstances. The low quality of teaching as a result of factors 
such as low wages for public school teachers continues to be problematic. Some teachers 
have reported having difficulty administering examinations and tests online education. 

Challenges to overcome to reopen schools 

 The following measures are required to reopen schools under the direction of state bureaus of 
health: wearing masks; checking body temperature; handwashing; maintaining distance 
between people; sanitizing toilets, computers, and more.; Also it is important to unnderstand 
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the socioeconomic, physical, and psychological needs of teachers and students. 

 

Social security sector (occupational safety and health) 

Laws, regulations, and organizations responsible for occupational safety and health 

 The relevant law is Consolidated Labor Law. The organization responsible for occupational 
safety and health is the Secretary of Labor of the Ministry of Economy. 

Measures for preventing the spread of COVID-19 in the workplace 

 On March 27, 2020, the government issued guidelines for measures for occupational safety 
and health in the workplace. Later, the government also issued sector-specific guidelines for 
the construction industry, pharmacies, gas stations, stores, and others. 

 On June 18, 2020, the government issued uniform guidelines in the form of rules to be 
observed for preventing, managing, and reducing the risk of COVID-19 infections in the 
workplace. The guidelines mainly call for (1) Managing infected people and their contacts, 
(2) Ensuring sanitation (thoroughly equipping workstations with disinfectant, managing 
shared items, etc.), (3) Social distancing (maintaining distance, setting up partitions, 
promoting telecommuting and remote work, dispersing workers, considering different 
meeting formats, etc.), (4) Ventilation and cleaning, (5) Considerations for high-risk workers, 
(6) Providing personal protective equipment, and (7) Managing changing rooms. 

Issues faced by medical personnel 

 Medical personnel need protective equipment such as gloves, medical masks, goggles, face 
shields, gowns, and aprons, and require psychological support and more. 

 

Social security sector (assistance for socially vulnerable people) 

Impact of COVID-19 on socially vulnerable people 

 Socially vulnerable people who are particularly susceptible to the negative impacts of 
COVID-19 include the impoverished segment of urban residents (residents of slums and 
favelas), indigenous people and others living in rural areas, elderly people, and sufferers of 
chronic diseases (obesity, diabetes, hypertension, chronic respiratory diseases, cardiovascular 
disease, etc.). 

 Impoverished people face a heightened risk of health deterioration because they wait until 
their symptoms have progressed to seek attention at medical facilities. Travel restrictions have 
even caused an increase in violence against women. 

 The spread of COVID-19 and measures to prevent it have had a direct impact on industries 
such as retail, hotels, food services, and manufacturing. In June 2020, the unemployment rate 
increased to 13.3%; 4.9 million people lost their jobs. Even before the pandemic, roughly 
40% of the population derived their income from the informal sector; they face a heightened 
risk of unemployment. 

Social security measures for COVID-19 

 Payments of 600 BRL (approx. 11,418 JPY) were made to workers in the informal sector and 
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unemployed people for a five-month period. However, many eligible people have no access 
to information about the cash benefits because they do not have a smartphone or internet 
connection. 

 The Ministry of Health prepared and distributed pamphlets about COVID-19 prevention 
measures to people with disabilities. 

 NGOs provided remote medical care and used crowdfunding to raise money for purchasing 
and distributing food, medicine, and hygiene necessities to residents of favelas and other 
socially vulnerable people. US companies in Brazil also donated money and implemented 
several aid programs. However, with 31 million people unable to access clean water, it is 
projected that 5.4 million people will fall into extreme poverty. 

Institutional factors behind issues faced by socially vulnerable people 

 Many socially vulnerable people work in the informal sector and are not enrolled in the social 
security or medical insurance systems. State and local governments have limited budgets, and 
aid from the federal government is insufficient. 

Sociocultural factors behind issues faced by socially vulnerable people 

 52% of the population is economically disadvantaged, and poverty is severe in the North and 
Northeast regions of the country. 66 million people live in extreme poverty. Chronic illnesses 
and obesity among adults are also issues. Only 486,000 of the roughly 12.7 million people 
with disabilities are regularly employed. Discrimination against indigenous people is also 
severe. 

 

(2) Mexico 

Overview of government response and socioeconomic impacts 

 Remote work has been recommended. No legally enforceable lockdowns were implemented. 

 On March 30, 2020,  a public health emergency was declared 

 On March 31, 2020, a technical guidelines was published. It asked people and businesses to 
suspend nonessential economic activities (there were no penalties for failure to comply). 

 In May 2020, the Secretariat of Economy released a plan for restarting economic and social 
activities. 

 In June 2020, introduced a COVID-19 Traffic Light Monitoring System. The colors of the 
lights correspond to the state of the pandemic, and serve to alert the public. The system is 
used as a guideline for determining when to reopen schools. 

 The unemployment rate was increased. There was no compensation for time off work during 
the pandemic. 

 Activities of the central and local governments were restricted due to insufficient financial 
resources. 

 

Education sector 
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State of school closures 

 On March 14, 2020, all educational institutions were closed throughout the country. Afrte the 
start of the new school year in August 2020, the educational institutions kept closed and 
remote learning had been continued. 

Introduction of online remote learning 

 Education has been provided remotely via the internet, TV, and radio in the 2020-21 school 
year, which resumed in August. Learning materials were distributed to students at all levels 
of education through the Learn at Home II Program (Programa de Aprende en Casa II). 

Inequalities in education due to the digital divide 

 As of 2019, 70.1% of the population had access to the internet, but some students were unable 
to participate in remote learning because they live in poor areas, rural areas, and other areas 
that lack internet infrastructure. There are other problems such as unstable connections, slow 
speeds, burdensome expenses, and device shortages. 

 The COVID-19 economic crisis forced families who became unable to pay private school 
tuition fees to enroll their children in public schools. The importance of televised classes 
provided by Edusathas been increasing. However, a growing number of children are unable 
to keep up with Edusat classes, prompting concern over a rise in the percentage of child 
laborers due to children dropping out of school. Edusat required tomake efforts to improve 
the quality of its educational programming. 

Lack of teaching methods suitable for remote learning 

 Insufficient knowledge and skills among teachers, the deterioration of teacher’s associations, 
and the use of old teaching methods are the existing problem in the education in Mexico. 
Additionally, teachers are heavily burdened by remote learning and online class 
preparation/implementation because they lack sufficient experience and knowledge. There 
are no uniform guidelines for online classes and the online class content depends entirely on 
the capabilities of each teacher. 

Challenges to overcome to reopen schools 

 Water availability, washing hand facilities, and hygiene aspects should be secured for the 
schools in the indigenous communities.  

 

Social security sector (occupational safety and health) 

Laws, regulations, and organizations responsible for occupational safety and health 

 Relevant laws and regulations include the Federal Occupational Safety and Health Law and 
the Federal Labor Law. The laws set out detailed technical standards for chemical substances, 
pressure vessels, personal protective equipment, and more. 

 The organization responsible for occupational safety and health is the General Office of Labor 
Safety and Health under the Secretariat of Labor and Social Welfare. 

Measures for preventing the spread of COVID-19 in the workplace 

 On April 24, 2020, the government issued the Action Guide for Workplaces Against COVID-
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19. On May 14, the government issued the Strategy for Reopening Social, Educational and 
Economic Activities. On May 18, the government issued Technical Guidelines for Sanitary 
Safety in the Workplace. The action guide, strategy, and technical guidelines mainly call for 
(1) Strategies for resuming economic activity, (2) Promoting health, (3) Protecting health 
(maintaining healthy distance, controlling access to indoor spaces, internal measures for 
preventing infections, using personal protective equipment), (4) Plans for resuming work, 
(5) Protecting vulnerable people, (6) Protecting high-risk individuals, and (7) Classifying 
risks to workers by their line of work and working conditions. 

 The Secretariat of Labor and Social Welfare is providing information on telecommuting and 
remote vocational training and making other efforts to establish post-COVID work styles in 
order to restart the economy. 

Issues faced by medical personnel 

 Medical personnel need to be able to provide proper medical care; important issues include 
strengthening state and local government health services, increasing the number of beds for 
inpatient services, securing medical experts for emergency response, mitigating the negative 
impacts of the pandemic on people’s psychological health, and supplying personal protective 
equipment for medical personnel. 

 

Social security sector (assistance for socially vulnerable people) 

Impact of COVID-19 on socially vulnerable people 

 Women comprise 72.8% of medical personnel in Mexico, and are thus exposed to the risk of 
contracting COVID-19. 

 Many people have diabetes or cardiovascular disease; 10.3% of people age 20 and older have 
diabetes, 75.2% are overweight, and 18.4% have hypertension. These people are at higher 
risk of suffering more acute symptoms of COVID-19 than people with no underlying 
conditions. 

 In light of the spread of COVID-19 and measures to prevent it, people with cognitive 
disabilities were the first to be terminated. Unemployment and domestic violence have also 
increased. Because schools for special needs education have closed, students with disabilities 
have lost the safe places they previously went to. 

Social security measures for COVID-19 

 Housing homeless people in institutions 

 Creation of 2 million jobs 

 Payment of pensions to people with disabilities and elderly people 

 Providing loans of 25,000 MXN (approx. 133,712 JPY) to 1 million employees of small 
businesses 

 Fully stocking food storehouses for school lunch services 

 Monitoring food market prices to avoid unfair price gouging 

Institutional factors behind issues faced by socially vulnerable people 
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 16.2% of the population (approx. 20 million people) are not enrolled in health insurance 
services, and 57.3% (approx. 71.7 million) are not enrolled in social security services. The 
government’s financial shortfalls and insufficient collaboration between the federal and state 
governments has made it difficult to provide aid to socially vulnerable people. 

Sociocultural factors behind issues faced by socially vulnerable people 

 Although Mexico is a middle-income country, income inequality is pronounced. 41.9% of the 
population is impoverished, and women are particularly disadvantaged. Discrimination 
against indigenous people and inequality between the northern and southern parts of the 
country have grown more severe. More than 30% of the country’s roughly 7.7 million people 
with disabilities are unemployed. Domestic violence against women is a persistent problem. 

 

3. New needs in light of COVID-19 
3.1. Education sector 

Issue Necessary measures Examples of necessary 
products/technologies 

Inequalities in 
education due to 
the digital 
divide 

Concurrent use of TV, radio, 
and paper media 

Expertise in analog remote learning 

Improve internet connections Establish wired and wireless 
communication networks 

Provide necessary devices Digital devices that are affordable, 
tough, easy to operate, and highly 
versatile 

Lack of teaching 
methods 
suitable for 
remote learning 

Improve teachers’ capacity to 
use ICT 

Simple and user-friendly ICT, teacher 
education modules for using ICT 

Develop teaching methods 
optimized to digitalization 

Research and development frameworks 
for curriculum, class management 
systems and learning applications that 
are effective and easy to operate Concurrent use of in-person, 

remote, and hybrid learning 

Difficulty of 
infection 
prevention 
measures 

Use personal protective 
equipment, disinfect, maintain 
distance 

Personal protective equipment, 
disinfectant products, techniques for 
maintaining distance 

Prepare for outbreaks Simple quarantine facilities, expertise on 
school health 

Heightened risk 
of school 
dropouts 

Provide aid to high-risk 
students/families 

School counselors, expertise on child 
welfare and livelihood protection, etc. 
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3.2. Social security sector (occupational safety and health) 

Issue Necessary measures Examples of necessary 
products/technologies 

Difficulty of 
communication 
using conventional 
methods 

Introduce remote work and 
remote operation to avoid 
person-to-person contact 

Online communication tools and digital 
technologies that enable remote work 
and operations 

Negative impact 
on worker health  

Provide assistance for 
workers’ mental health, 
prevent lifestyle-related 
diseases, etc. 

Online counseling, health 
counseling/health management system 

Heightened risk of 
infection and 
specific types of 
work 

Provide sufficient personal 
protective equipment 

Manufacture and improve distribution 
of gloves, masks, goggles, face shields, 
gowns, aprons, etc. 

Avoid exposure to the virus Applicable risk avoidance/reduction 
techniques for medical personnel and 
essential workers 

At all workplaces, 
risk of 
outbreaks/presence 
of people who had 
close contact with 
people who 
contracted 
COVID-19 

Engage in regular economic 
activity while avoiding 
infection 

Thermometers, personal protective 
equipment, disinfectant, and other 
equipment in good working order 

Assign industrial physicians, 
etc. accordingly 
Improve workplace safety 
and health measures 

Consulting for improving occupational 
safety and health 

Formulate business continuity 
plans 

Consulting for formulating business 
continuity plans 

Educate workers Consulting for worker education 

 
3.3. Social security sector (assistance for socially vulnerable people) 

Issue Necessary measures 
Examples of necessary 
products/technologies 

Income 
reduction, 
adverse living 
conditions 

Expand beneficiaries of social 
security 

Techniques for simplifying enrollment 
in, and use of the social security 
system (e-vouchers, e-tickets, etc.) 

Unemployment, 
bankruptcy 

Employment assistance for 
socially vulnerable people 

Effective intermediary services for 
providing information about job 
vacancies and vocational training 
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Improve the unemployment 
insurance system 

Consulting on the unemployment 
insurance system for the informal 
sector 

Obstacles against 
accessing 
medical facilities 

Improve the medical insurance 
system 

Techniques for simplifying enrollment 
in, and use of the medical insurance 
system 

Improve accessibility to 
medical facilities 

Design and construction techniques for 
universal design, assistance for 
transporting patients to and from 
medical facilities 

Inequality of 
access to 
information 

Mitigate inequality of access to 
information 

Universally user-friendly information 
devices and information dissemination 
services 

Risk of infection 
due to unsanitary 
living 
environments/use 
of public 
transportation 

Improve the state of 
disinfection/sanitation in living 
spaces 

Thermometers, personal protective 
equipment, disinfectant, and other 
equipment in good working order 

Improve the state of sanitation 
of public transportation 

Increase in 
domestic 
violence, etc. 

Counseling/victim protection Online counseling and tools for victim 
counseling 

 
End of Report 


	表紙
	目次
	略語表
	為替換算一覧表
	調査の概要
	第1章 調査対象国におけるCOVID-19感染状況及びCOVID-19の影響による分野毎の産業構造とニーズの変化
	1.1 アジア地域
	1.1.1 ベトナム
	1.1.1.1 COVID-19感染者数の推移と増減の要因
	1.1.1.2 教育分野
	1.1.1.3 社会保障分野
	1.1.1.4 本邦製品・技術活用の可能性
	引用・参考文献

	1.1.2 インドネシア
	1.1.2.1 COVID-19感染者数の推移と増減の要因
	1.1.2.2 教育分野
	1.1.2.3 社会保障分野
	1.1.2.4 本邦製品・技術活用の可能性
	引用・参考文献

	1.1.3 インド
	1.1.3.1 COVID-19感染者数の推移と増減の要因
	1.1.3.2 教育分野
	1.1.3.3 社会保障分野
	1.1.3.4 本邦製品・技術活用の可能性
	引用・参考文献

	1.1.4 フィリピン

	1.2 アフリカ地域
	1.2.1 ケニア
	1.2.1.1 COVID-19感染者数の推移と増減の要因
	1.2.1.2 教育分野
	1.2.1.3 社会保障分野
	1.2.1.4 本邦製品・技術活用の可能性
	引用・参考文献

	1.2.2 モロッコ
	1.2.2.1 COVID-19感染者数の推移と増減の要因
	1.2.2.2 教育分野
	1.2.2.3 社会保障分野
	1.2.2.4 本邦製品・技術活用の可能性
	引用・参考文献


	1.3 中南米地域
	1.3.1 ブラジル
	1.3.1.1 COVID-19感染者数の推移と増減の要因
	1.3.1.2 教育分野
	1.3.1.3 社会保障分野
	1.3.1.4 本邦製品・技術活用の可能性
	引用・参考文献

	1.3.2 メキシコ
	1.3.2.1 COVID-19感染者数の推移と増減の要因
	1.3.2.2 教育分野
	1.3.2.3 社会保障分野
	1.3.2.4 本邦製品・技術活用の可能性
	引用・参考文献



	Final Report (Summary)

	TABLE OF CONTENTS
	1. Summary of Survey
	1.1. Background
	1.2. Overview
	(1) Survey title
	(2) Purpose
	(3) Duration
	(4) Scope


	2. State of COVID-19 in Target Countries, and Changes in Industrial Structure and Needs of Each Sector Due to COVID-19
	2.1. Asia
	(1) Vietnam
	(2) Indonesia
	(3) India
	(4) Philippines

	2.2. Africa/Middle East
	(1) Kenya
	(2) Morocco

	2.3. Latin America
	(1) Brazil
	(2) Mexico


	3. New needs in light of COVID-19
	3.1. Education sector
	3.2. Social security sector (occupational safety and health)
	3.3. Social security sector (assistance for socially vulnerable people)



